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１ 大学の概要（平成 29 年 5 月 1 日現在：(4)を除く） 

（１）大学名 

公立大学法人 公立鳥取環境大学 

（２）所在地 

      鳥取県鳥取市若葉台北一丁目１番１号 

（３）資本金の状況 

83 億 3,683 万円（鳥取県 50％ 鳥取市 50％） 

（４）役員の状況（任期含む）（平成 30 年 5 月 1 日現在） 

   新 理事長(学長)江﨑 信芳（平成 30 年 4 月 1 日～平成 34 年 3 月 31 日) 

     副理事長  西山 信一（平成 30 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日) 

     理事    今井 正和（平成 30 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日) 

     理事    大田 斉之（平成 30 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日) 

      理事    若原 道昭（平成 30 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日) 

     監事    北野 彬子（平成30年 4月 1日～任命後 4 年以内に終了する事業年度のうち 

最終の財務諸表の承認の日まで) 

   新 監事    小谷 昇（平成 30 年 4 月 1 日～任命後 4 年以内に終了する事業年度のうち 

最終の財務諸表の承認の日まで) 

（５）教職員数 

教員        59 人 

職員        39 人 

教職員計    98 人 

（６）中期目標の期間 

平成 24 年度から平成 29 年度まで（6年） 

（７）学部等の構成 

      ＜学部学科、入学定員、在籍者数＞ 

環境学部環境学科      556 人  592 人 

経営学部経営学科      556 人  640 人 

環境情報学部 

  環境政策経営学科      －人    0 人 

  環境マネジメント学科    －人    3 人 

  建築・環境デザイン学科   －人    0 人 

  情報システム学科      －人    2 人 

 

      ＜附属施設＞ 

      情報メディアセンター 

      サステイナビリティ研究所 

 

      地域イノベーション研究センター 

   国際交流センター 

 

（８）組織図 
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２ 年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

（１）総合評定及び評価概要 

公立鳥取環境大学は、平成 29 年度に公立大学法人として 6 年目とな

る事業年度を迎えるとともに、第 1期中期目標（平成 24 年度～平成 29

年度）の最終年度であり、中期目標を達成するための中期計画に沿い、

「大学教育の質の向上」や「安定的な経営確保・財務内容の改善」等に

積極的な取り組みを行いました。 

平成 28 年 3 月に策定したカリキュラム改革方針（公立鳥取環境大学

版リベラルアーツ）に基づき、平成 28 年度から新カリキュラムを運用

し、人間形成教育における学部共通・基礎科目の相互受講や英語教育の

充実を行うとともに、学部専門教育での具体的な分野の強化（重点授業

科目の導入）などを行っており、引き続き、変化する時代の要請に対応

可能な基礎的知識を身に付け、実践できる人材の育成に取り組みまし

た。    

これと同時に、教育環境の整備を進め、平成 29 年 8 月に大講義室 2

室からなる新講義棟が完成し、9 月から供用を開始しました。 

平成 27 年に文部科学省から認定を受けた「地（知）の拠点大学（Ｃ

ＯＣ事業）」において、全学生が 2年次までに地域連携型の課題（麒麟

プロジェクト研究）に取組む科目（プロジェクト研究 1～4）、全学生が

履修する「鳥取学」を開講するとともに、地域志向科目の充実を図り、

地域に愛着を持つ地域志向の人材の育成に取り組みました。また、鳥取

大学を申請校として県内の全高等教育機関が参加する「地（知）の拠点

大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋事業）」において、インターン

シップの充実などによる学卒者の地元定着率の向上に取り組みました。 

地域との連携拠点である「まちなかキャンパス」では、ビジネス公開

講座、「環大スタディ」、「まちなか英語村」等を定期的に開催し、全

体では 4,337 人の利用がありました。本学学生が中学生、高校生の学習

を支援する「環大スタディ」は、毎週水曜日に開催し、583 人の中・高

校生の利用がありました。地域住民が気軽に英語に接することができる

よう、毎週木曜日に「まちなか英語村」を開催するとともに、地域に出

向いて「出張英語村」を開催し、1,401 人の参加者がありました。これ

らの活動を通じた地域貢献を推進するとともに、本学のアピールにもつ

なげました。 

更に、地域との新たな連携拠点として「岩美むらなかキャンパス」の

整備を進め、平成 30 年 4 月に開所することとなりました。 

平成 30 年度入試は、新たにインターネット出願を導入するなど志願

 

者の確保に努めた結果、募集定員 276 人に対し、志願者 1,674 人（志願

倍率 6.1 倍）となり、入学者 291 人（定員充足率 105.4％）を確保しま

した。また、公立化第 3 期の卒業生の就職内定率は 98.9％となり、目

標である全国国公立大学の平均値（98.0％）以上を達成しました。 

また、業務運営や財務内容の改善については、引き続き効率的な経費

配分や競争的外部資金の獲得などに努め、年度計画を順調に履行しまし

た。 

 

（２）大項目ごとの状況及び評価 

・大学の教育等の質の向上に関する事項 

平成 28 年度に策定した本学のアドミッション・ポリシーに基づき、

試験方法、入試定員とも平成 29 年度入試と同様に入学者の選抜を実

施しました。平成 30 年度入試は、志願倍率が 6.1 倍（平成 29 年度

4.63 倍）と昨年度を上回る結果となりました。なお、私費外国人留学

生入試の志願者数は 29 名となり、過去最高となりました。 

平成 28 年 3 月に策定したカリキュラム改革方針（公立鳥取環境大

学版リベラルアーツ）を推進するため、平成 28 年度から開始した新

カリキュラムを運用し、各学部の専門科目を他学部の人間形成科目と

して履修（10 科目）できるようにするとともに、教育的効果に配慮し

て、英語（Intensive English 1～8）の授業時間を 45 分×2 コマと

し、同じ科目を週 2回受講する形態としています。また、実践的な教

育として、1・2年次配当科目「プロジェクト研究 1～4」、3年次配当

科目「プロジェクト研究 5・6」の開講やインターンシップ等を実施し

ています。 

また、カリキュラム改革等に伴う 5名の専任教員を増員配置しまし

た。 

教育環境の整備については、大講義室２室からなる新講義棟が平成

29 年 8 月に完成し、9 月から供用を開始しました。 

就職支援については、体系的なキャリア教育と、3 年次の学生全員

に対し面談を実施するなどのきめ細かな対応に心がけ、手厚く就職指

導を行った結果、平成 29 年度卒業生の就職内定率は、98.9%（平成 28

年度 97.2%）となり、目標である全国国公立大学の平均値（98.0％）

以上を達成しました。 

   学生支援については、引き続き、資格取得、クラブ活動、また留学

など様々な場面できめ細かなサポートを行いました。また、平成 28 年

度に創設した「鳥取県内出身学生生活支援制度」により、平成 29 年   
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度入学の県内出身学生に対し、生活費等の経済的支援を行いまし

た。 

  ＣＯＣ事業を推進するため、「プロジェクト研究 1～4」におい

て、9課題を地域連携型の課題（麒麟プロジェクト研究）とし、環

境学部と経営学部の全学生が、2年生終了までにこの麒麟プロジェ

クト研究を履修するシステムを構築しています。また、平成 28 年

度から必修化している「鳥取学」に加えて、新たに「自然環境保全

実習・演習Ａ」などを地域志向科目として開講しました。 

また、地域と連携した教育研究活動等の拠点となる「岩美むらな 

かキャンパス」の整備を進め、平成 30 年 4 月に開所することとな 

りました。 

  国際交流については、平成 29 年 10 月にカナダのトリニティ・ウ

エスタン大学との交流協定を締結し、英語圏の協定大学を拡大し

ました。本協定に基づき、平成 30 年 3 月から約 1 ヶ月間、本学学

生を語学研修に派遣しました。 

 

・業務運営の改善及び効率化に関する事項 

     大学運営の体制では、運営上の重要事項をはじめ、教学上の案件、

人事案件、国際交流に関する案件など様々な案件に迅速に対応でき

るよう隔週 1回「幹部会議」を開催し、理事長（理事長不在期間は

理事長職務代理者）のリーダーシップの下、機動的に運用しました。 

    また、経営に関する重要事項を審議する「経営審議会」、教育研

究に関する重要事項を審議する「教育研究審議会」をともに 5回開

催し、両審議会とも学外委員から多数の意見をいただき、大学運営

に反映させました。 

このような体制の下、理事長（理事長不在期間は理事長職務代理

者）のリーダーシップの発揮により、全教職員が団結・協働してス

ピード感をもって大学運営に取り組みました。 

地域に開かれた大学となるために、適切な情報提供と公開を心が 

け、マスメディアに対しても教員や学生の教育研究活動の情報を

提供しました。オープンキャンパスの開催に加え、各種展示会、講

演会やシンポジウムなどの機会を捉えて、大学及び学生諸活動の

ＰＲを行いました。また、SNS、英語版ホームページ、スマートフ

ォンに対応したトップページなど、前年度に引き続きホームペー

ジのコンテンツ充実を図りました。加えて、全学的な広報戦略に基

づき、学生確保はもとより大学のイメージアップや知名度向上に 

 

向けた広報に努めました。引き続き積極的な情報提供に努めるととも 

に、長期的なブランドイメージ確立のため、全教職員が一丸と 

なって取り組む施策をさらに検討します。 

事務局全体における業務の効率化に資するため、事務職員が鳥取

県職員人材開発センター及び公立大学協会主催の業務分野別協議会

等、各種研修機会を積極的に活用し、事務局における職位や経験年数

に応じた階層別研修を計画的に実施することで、職員個々の能力開

発を図りました。 

 

・安定的な経営確保・財務内容の改善に関する事項 

安定的な経営を確保するために、教職員一丸となって志願者確保に 

取り組むとともに、これまで蓄積した高校訪問で収集した地域の情

報や志願者データを分析し、ターゲットエリア毎にメリハリをつけ

高校教員説明会、高校訪問、進学相談会を設定するなど戦略的な広報

を展開しました。また、志願者の利便性を向上するため、平成 30 年

度入試からインターネット出願を導入しました。 

高校教員説明会は、県内と岡山を除く地域で鳥取大学と共催で実施 

しました。昨年度より 12 会場増やした 34 会場で実施した結果、448

校 518 名の参加があり、参加校及び参加者が大幅に増加しました。 

高校訪問は、大阪府、岡山県及び広島県に駐在する参与を中心に近 

畿、中四国地方の高校を重点的に訪問するとともに、他地域において

もより実績が見込める高校を重点的に訪問しました。 

進学相談会は、多くの来場者が見込める都市部で開催される大規模 

相談会や、本学教員の模擬授業が受講できる進学相談会を中心に 48

会場（昨年度 38 会場）に参加し、480 名（昨年度 372 名）の来場が

ありました。 

オープンキャンパスについては、高校訪問や高校教員説明会での案 

内、受験情報誌等による広報、ＤＭ送付等を行い周知するとともに、

遠隔地からの無料送迎バスを運行し、参加者の増加を図りました。そ

の結果、参加者数は、昨年度に比べて 208 名増加の 1,063 名となりま

した。 

県内高校生の志願者確保については、昨年度に引き続き年 3回の県 

内高校訪問の他、高校教員説明会を本学と西部サテライトキャンパ

スで各 1 回、校長との意見交換会などを引き続き実施し、平成 28 年

度に創設した「鳥取県内出身学生生活支援制度」の周知も行いまし

た。 
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これらの結果、平成 30 年度入試は、志願者は 1,674 人（平成 29

年度 1,278 人）となり、中期計画の数値目標である入学定員の 5倍

（1,380 名）以上を達成するとともに、入学定員充足率は 105.4％

となり、同じく数値目標である 100%を達成しました。 

また、業務運営や財務内容の改善については、引き続き効率的 

な経費配分や競争的外部資金の獲得などに努め、年度計画を順調

に履行しました。引き続き効率的な経費配分や競争的外部資金の

獲得などに注力しました。 

 

・点検・評価・情報公開に関する事項 

   平成 29 年度も新生公立鳥取環境大学運営協議会はもとより設置

者との連絡調整を図り、大学経営や運営の改善に取り組みました。 

平成 26 年 4 月に公益財団法人大学基準協会から認証評価を受け

た際、評価結果において示された大学院等に関する努力課題につい

ては、新研究科の設置準備の段階で改善を行い、他の努力課題と併

せて改善報告書を作成し、同協会へ提出しました。 

新たな広報媒体の開拓やマスコミへの資料提供数の増加などを

行い、更なる広報活動の推進に取り組みました。 

 

・その他業務運営に関する事項 

     ハラスメントについては、昨年度に引き続き「ハラスメント防止 

リーフレット」を作成し、学生・教職員をはじめ大学関係者に配布

するとともに全構成員を対象に研修を定例的に開催しました。ま

た、ハラスメント相談窓口、専用電話・ＦＡＸを設置し、ハラスメ

ント等に起因する問題が生じた場合「ハラスメント防止・人権委員

会」が迅速かつ適切に対応しました。また「ハラスメント防止等に

関するガイドライン」を定め、「Campus Guide」に分かり易く記載

し、学生向けにガイダンスを実施する等、就学上及び学生生活上に

おける健全で快適な環境を確保する体制としています。 

    また、引き続きキャンパス各所に「学生・教職員提案箱」を設置 

し、学生サービスの向上や、事務の改善等につながる提案や意見を

募り、風通しの良い大学風土作りを行っています。 

その他、昨年に続き環境に配慮した大学としての経費削減とコス 

ト意識の醸成に繋がる省エネルギー、省資源化の取り組みについて 

は、公立鳥取環境大学環境方針に盛り込むとともに、3年毎に設定

する環境目標の中に、CO2 排出量削減を含む省エネルギー、省資源 

 

化に関する具体的な数値を設定し、「環境マネジメントシステム」に従 

って環境保全活動を実施しました。 

 

（３）顕著な成果があった事項 

平成 29 年度当初予算策定時に「予算編成方針」を定め戦略的かつ重

点的に取り組む事項を定め、適正な予算執行に努めたことから、平成 29

年度決算において、当期純利益を 146 百万円計上できました。 

志願者確保に向け教職員一丸となった戦略的な志願者広報の展開や

インターネット出願の導入などにより、平成 30 年度入試では、1,674 名

の志願者及び 291 名の入学者を確保することが出来ました。 

平成 29 年 9 月から新講義棟の供用を開始するとともに、「岩美むら

なかキャンパス」の整備を進め、平成 30 年 4 月に開所することとなり

ました。 

平成 29 年 10 月にカナダのトリニティ・ウエスタン大学と交流協定を

締結し、英語圏の交流大学を拡大しました。  

公立化第 3期の卒業生の就職内定率は 98.9%となり、中期計画の数値

目標である全国国公立大学の平均値 98.0％を 0.9 ポイント上回りまし

た。 

 

（４）今後更なる取り組みが必要な事項 

  平成 29 年度卒業生の就職内定率は、98.9％となりましたが、平成 26

年度入学者における県内出身率が 12％であったことも影響し、県内就

職率は、10.1％となりました。第 2 期中期計画及び平成 30 年度年度計

画では、県内就職率の数値目標を掲げ、県内の企業や各種団体等の協力

の下、県、鳥取市、ハローワーク等の行政機関と連携し、様々な形態の

インターンシップやキャリア教育等を実施して、県内就職率の向上に取

り組みます。 

 

（５）昨年度の指摘事項等に対する対応状況 

①（少子化の進展等に対応する将来を見通した大学改革） 

   今後の少子化の進展等に対応するため、次期中期計画においても志   

願者数・入学者の確保、安定的な経営確保のための具体的な数値目標

等を定めるなど、引き続き、将来を見通した大学改革に取り組んでい  

きます。 
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②（新カリキュラムの目的の達成） 

   平成 28 年 3 月に策定したカリキュラム改革方針（公立鳥取環境大   

学版リベラルアーツ）に基づき、平成 28 年度から新カリキュラムを

運用し、人間形成教育における学部共通・基礎科目の相互受講や英語

教育の充実を行うとともに、学部専門教育での具体的な分野の強化

（重点授業科目の導入）などを行っています。引き続き、変化する時

代の要請に対応可能な基礎的知識を身に付け、実践できる人材の育

成に取り組んでいます。 

 

③（小中高生、地域住民に対する大学のアピール） 

   平成 28 年度に引き続き、まちなかキャンパスにおける「環大ス 

タディ」、「まちなか英語村」や地域に出向いて行う出張英語村、小

中高校への出前授業などの地域貢献活動を行い、本学のアピールに

つなげました。新たに県内高校での出張英語村にも取り組みました。 

 

④（県内出身学生の経済支援策の周知・広報） 

   平成 28 年度に創設した「鳥取県内出身学生生活支援制度」につい

て、県内高校訪問、教員対象説明会等で制度説明し、校内での周知を

依頼するとともに、進学相談会、校内ガイダンス等の際に、直接高校

生への周知を図るなど、県内出身学生の確保に取り組みました。 

 

 ⑤（ＣＯＣ＋事業の一層の成果） 

地元企業と連携したセミナーの開催など、ＣＯＣ＋事業が一層の

成果をあげるよう努めました。 

 

  ⑥（県外出身者の県内就職） 

   鳥取県インターンシップ推進協議会が行う「とっとりインターンシ

ップ」（地域協働型インターンシップ）への参加促進、キャリアデザ

イン科目における地元企業等からの講師招聘、学内企業説明会の実施

など、学生が県内企業への就職に目を向ける取組みを実施していま

す。 

 

  ⑦（大学施設の中長期保全計画） 

   法定耐用年数及び効率的な修繕に考慮した 10 年間の施設保全計画

を平成 29 年度に策定しました。魅力ある施設となるよう、当計画に

基づき、施設の保全・修繕を進めていきます。 

 

  ⑧（他大学との交流、単位互換制度の充実） 

   学生に魅力のある交流機会の提供や単位互換制度の更なる充実に

向けた検討を引き続き行っていきます。 

 

⑨（学生の夜間の通学における安全確保） 

夜間の通学の安全確保については、学生の意見を聞きながら引き

続き検討を行っていきます。 

 

  ⑩（志願者の安定確保・増大、黒字化の維持） 

平成 30 年度入試は、志願倍率が 6.1 倍（平成 29 年度 4.6 倍）とな

り、目標の 5倍を上回るとともに、定員充足率も 105.4％となり、安

定的な経営の確保に努めました。平成 29 年度の自己財源は 819 百万

円（目標 7億円以上）、経常的支出に占める人件費の割合 64.8％（目

標 65％以内）、自己財源比率 50.9％（目標 50％以上）となり、いず

れも中期目標の数値目標を達成しました。 

今後も志願者の安定確保と増大に努めるなど収入の拡大策を常に

検討するとともに、経費の縮減を図り財務的健全性の確保に取り組

んでいきます。 

 

  ⑪（広報活動の推進） 

   県政だよりなどの新たな広報媒体の開拓や報道機関への資料提供

数の増加など広報活動の推進に取り組みました。 
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（６）平成 29 年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表総括 

 

 

 

 

総数 1 2 3 4 5 合計 項目平均 項目評価
95 0 0 14 76 5 371 3.9 A
68 0 0 6 57 5 271 4.0 (3 .9)

（１）教育内容等 31 2 28 1 123 4.0
（２）教育の実施体制 3 3 12 4.0
（３）教育の質の改善及び向上 11 2 8 1 43 3.9
（４）教育環境の整備 2 2 8 4.0
（５）就職支援 4 1 2 1 16 4.0
（６）学生支援 17 1 14 2 69 4.1

5 0 0 2 3 0 18 3.6
（１）研究水準及び研究の成果等 2 2 8 4.0
（２）研究実施体制等の整備 3 2 1 10 3.3

22 0 0 6 16 0 82 3.7
（１）地域社会との連携 15 2 13 58 3.9
（２）地域の学校との連携 3 2 1 10 3.3
（３）国際交流 4 2 2 14 3.5

19 0 0 3 15 1 74 3.9 A
3 1 1 1 12 4.0 (3 .9)
5 1 4 19 3.8
5 1 4 19 3.8
6 6 24 4.0

17 0 0 0 14 3 71 4.2 A
4 3 1 17 4.3 (4 .2)
7 5 2 30 4.3
2 2 8 4.0
3 3 12 4.0
1 1 4 4.0
7 0 0 0 7 0 28 4.0 A
1 1 4 4.0 (4 .0)
1 1 4 4.0
5 5 20 4.0
9 0 0 2 7 0 34 3.8 A
3 1 2 11 3.7 (3 .8)
1 1 4 4.0
1 1 4 4.0
4 1 3 15 3.8

  全体評価  =  3 .9*0.5+3.9*0 .15+4.2*0.25+4.0*0.05+3.8*0.05  = 

  ※一の大項目内に最小項目記載事項の再掲がある場合は、再掲事項に係る評点は、平均値算定の対象から除外

３ 施設設備の整備活用等
４ 安全管理

3.98

１ チェック体制・設置者による評価
２ 自己点検
３ 情報公開と広報活動

Ⅴ その他業務運営
１ コンプライアンス（法令遵守）
２ 人権

１ 安定的な経営確保
２ 志願者確保
３ 自己財源の増加
４ 経費の抑制
５ 資産の運用管理の改善

Ⅳ 点検・評価・情報公開

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 経営体制
２ 地域に開かれた大学づくり
３ 事務局の組織・人事制度と人材育成
４ 大学運営の効率化・合理化

Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善

項目
Ⅰ 大学の教育等の質の向上

１ 教育

２ 研究に関する目標

３ 社会貢献・地域貢献
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３ 小項目毎の実施状況           

            

大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（１）教育内容等 

      

            

中期目標 ① 入学志願者、保護者、地域等の要望を踏まえた入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を明確化し、社会人や留学

生を含めた学習意欲ある学生の受入れを行う。 

② 教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を明確化し、それに合致したカリキュラムを編成することによ

り、幅広い教養を身につけ、社会に対応できる能力の養成を図る。 

③ 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を明確化し、それに合致した教育の到達目標及び成績評価基準を設定することに

より、より高水準の知識習得に向けた学生の自己研さんを図る。                                                 

④ 環境マインドに基づく自然科学、社会科学、人文科学、外国語等、深い教養の下地となる基礎教育をリベラルアーツの基

礎と定義し、深化する教育の推進を図る。 

⑤ 社会に役立つ人間として心豊かに力強く生きていく能力を培うため、幅広い知識と基礎学力を身につけ、問題発見から

解決策を導き出す能力を身につけるなど、社会で必要な基礎力を実践的に学ぶ体系を整備する。 

⑥ 学部学科改編により新たに取り組む経営分野と、今までの成果を十分に活かした環境分野における研究のより一層の深

化を推進するなど、新たな知見に基づく大学院の改革策を講じ、常に充実した活気のある研究・教育活動がなされる環境

整備を図り、社会に貢献する人材や研究者を育成する。 

⑦ 高等学校との十分な連携のもと、双方に有用な情報共有の促進を行い、大学入学予定者の基礎学力向上対策や高校の英

語教育に資する取組などの実践的かつ体系的な教育の実施等を推進する。 

⑧ 国際化に対応し、北東アジアを中心とする海外との交流を円滑に行える語学力やコミュニケーション能力を養うととも

に､異文化に対する理解を深め、国際社会で活躍できる人材を育成する｡とりわけ、英語、北東アジア各国の語学教育を充

実し、語学に関する資格取得も支援する。 

⑨ 常に、受験生、保護者等の教育内容に関する意識、期待等を正確に調査・確認するとともに、学内の状況を適切に伝える

ことのできる仕組みを構築し、学生確保のための継続的かつ適切な見直しを行う。 

 達成すべき数値目標等  

  ・ＴＯＥＩＣスコア … 中期目標期間内に 600 点以上、年間 30人以上を目指す。 
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中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

1 山陰の知の拠点、人材育成

の場としての大学 

鳥取県の豊かな自然環境を活

かしたフィールドワークで学

ぶ「環境学」や、鳥取県の地勢

的特徴を活かした「経営学」な

ど、全国の受験生等に発信が

できる鳥取環境大学発の特色

ある教育を確立します。 

「人と社会と自然との共生」

という基本理念を実現できる

人材として、豊かな人間性に

あふれ、自ら考え行動し、力強

く生きる人間、自然環境の保

全と人類の経済発展の両面に

わたり活躍できるバランス感

覚に優れた、地域を担い、世界

に羽ばたく人材を育成するた

め、学生教育に注力します。 

本学のカリキュラム改革の具

体的な項目や内容を示した公

立鳥取環境大学版リベラルア

ーツを推進し、本学の教育に

関する目標が確実に達成でき

るよう努めていきます。 
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2 入学者受入方針（アドミッ

ション・ポリシー）の明確化 

鳥取環境大学は、アドミッ

ション・ポリシーをその教

育目的や教育内容に基づい

て定め、求める人材像や高

校で学んで欲しい科目を明

確に示し、多様な入試（一般

入試、AO入試、推薦入試、

留学生入試等）により入学

者を選抜します。入学者の

選抜方法については、学力

を指標として選抜する一般

入試と、学修意欲等を含め

た総合評価によって選抜す

る特別入試（AO、推薦）に区

分し、それぞれ適切な定員

を配分します。特別入試に

ついては、高校や地元の要

望・意見を参考に、専門高校

枠・地域枠の制度を検討し

ます。留学生及び社会人に

ついては、別途留学生入試

や社会人入試を実施するこ

ととし、学修意欲の高い学

生を確保します。また、留学

生の定員枠についても検討

します。選抜方法等につい

ては、入学者の追跡調査、志

願者動向、高校教員・保護

者・地域等の要望及び意見

を参考にしながら検討しま

す。 

 

①入学者受入方針（アドミッ

ション・ポリシー）の明確化

（No.001） 

○アドミッション・ポリシー

に基づき、入学者の選抜に

あたっては、平成２９年度

入試と同様に一般入試と特

別入試（AO、推薦）を引き続

き実施します。推薦入試に

ついては、専門高校枠・地域

枠のあり方について検討し

ます。また、私費外国人留学

生入試、社会人特別入試も

引き続き実施します。 

・入学者受入方針（アドミッションポリシー）を

定め学生募集要項等に記載するとともにホー

ムページで広く周知しています。 

・平成 30 年度入試は前年と同様の入試方法でア

ドミッションポリシーに基づいた入学試験を

実施しました。 

・ＡＯ入試の志願倍率は 6.6 倍（+0.6 ポイント）、

推薦入試は 1.9 倍（+0.3 ポイント）と増加しま

した。また一般入試も、7.9 倍（+2.0 ポイント）

と増加し、平成 30 年度入試全体でも 6.1 倍

（+1.5 ポイント）となり、目標を達成しました。 

・私費外国人留学生志願者２９名となり、過去最

高の志願者数となりました。 

・鳥取県内志願者は、環境学部は減少し、経営学

部は増加となりました。また、推薦入試の地域

枠について、環境学部は志願者数が少ないた

め、合格基準に達する受験生が少なく充足しま

せんでした。一方、経営学部は志願者数が大幅

に増え、合格者も地域枠の定員を充足しまし

た。 

4 
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  （No.002） 

○文部科学省から示された三

つのポリシーの策定及び運

用に関するガイドラインを

踏まえ、本学のアドミッシ

ョン・ポリシーの策定を平

成２８年度中に行いまし

た。本学のアドミッション・

ポリシーを踏まえ、各学部

のアドミッション・ポリシ

ーの見直しについて検討し

ます。 

文部科学省から示されたガイドライン等を踏ま

えて、平成 29 年３月に全学の３つのポリシーを

策定し、ホームページに公開しました。全学の３

つのポリシーを踏まえて、各学部の３つのポリシ

ーを修正しました。 

4 

    

3 教育課程の編成・実施方針

（カリキュラム・ポリシー）の

明確化  

教育目標を実現するため

に、授業科目を系統的に編成

します。効果的な授業を実施

する方針を明確にし、専門知

識の修得とともに幅広い教養

を身に付け、社会に対応でき

る能力の養成を図ります。   

授業科目は、人間形成科目と

専門科目の科目群に分類、ま

た必修科目、選択科目及び自

由科目群に分け、これを各学

年に配当し系統的に編成しま

す。授業の方法は、講義、演習、

実験、実習等とし、それぞれの

科目の教育目標に合わせた授

業を最も効果の上がる方法で

実施します。1クラスの人数は

教育効果を十分上げられる数

とし、学修環境を確保します。 

②教育課程の編成・実施方針

（カリキュラム・ポリシー）の

明確化 

（No.003） 

○学部毎に定めた新カリキュ

ラムを含めカリキュラム・

ポリシーに基づいて編成さ

れた授業科目について、新

カリキュラムでは、各学部

の専門科目を他学部の人間

形成教育科目として数科目

（平成２７年度に定めたカ

リキュラム改革である公立

鳥取環境大学版リベラルア

ーツ科目として）を開講し、

さらに充実した教育を展開

します。 

・学部ごとに定められているカリキュラム・ポリ

シーについては、学生に配布するキャンパスガ

イドに記載するとともに、ホームページで広く

周知しています。 

・平成 28 年度には、大学全体としての３ポリシ

ー（ ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシー）を定めま

した。 

・大学全体の３ポリシーとの整合性を図るため、、

各学部の３つのポリシーを修正しました。 

・平成 28年度から新カリキュラム（16カリキュ

ラム）の運用を開始し、各学部の専門科目を他

学部の人間形成科目として履修できるように

しました（環境学部：経営学入門、現代経済学

入門、統計学入門、国際関係入門、経済史、経

営学部：自然環境保全概論、循環型社会形成概

論、人間環境概論、環境と倫理、環境と文明）。・

新カリキュラムの編成にあたっては、教育的効

果を考慮して、旧カリキュラムから一部の同等

科目の配当年次や開講時期の変更を行いまし

た（旧カリキュラムのうち科目が読替えになる

ものは、開講時期の変更等を行いました）。 

4 
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学生ごとに割り当てられた指

導教員（チューター）は、学生

の将来の進路を見据え、4年間

で系統立てた学修が実施でき

るよう、学年に応じた段階的

な履修指導を行います。  

教育目標の達成について

は、成績調査や授業アンケー

ト等により毎学期検証を行う

こととし、また、学生の意見、

社会の要請や地元の要望・意

見を基に教育目標、教育課程、

授業内容を見直します。  

鳥取環境大学に開設されて

いない科目等の学修機会を提

供するため、現在放送大学等

と行っている単位互換制度に

ついて、学生が受講可能な近

隣大学との拡大を図ります。 

（No.004） 

○文部科学省から示された三

つのポリシーの策定及び運

用に関するガイドラインを

踏まえ、本学のカリキュラ

ム・ポリシーの策定を平成

２８年度中に行いました。

本学のカリキュラム・ポリ

シーを踏まえ、各学部のカ

リキュラム・ポリシーの見

直しについて検討します。 

・文部科学省から示されたガイドライン等を踏ま

えて、平成 29 年３月に全学の３つのポリシー

を策定しました。全学の３つのポリシーを踏ま

えて、各学部の３つのポリシーを修正しまし

た。 

4 

    

（No.005） 

○引き続き指導教員（チュー 

ター）が個々の学生の履修

相談に応じ、支援します。 

・平成 29年度も引き続き指導教員（チューター）

が、オフィスアワーを含め個々の学生相談に応

じ支援しました。 4 

    

（No.006） 

○教育目標の達成について  

は、成績調査や授業評価ア

ンケート等により引き続き

毎学期検証を行います。平

成２８年度に実施した授業

評価アンケート結果等を参

考に、授業方法の改善を行

います。授業評価アンケー

トの内容や運用方法につい

ては、必要に応じて見直し

を行い、教育方法の向上に

役立てます。 

・授業評価アンケートを、平成 29 年度も前期・

後期とも期末（15 回目）においてそれぞれ実施

しました（前期 159 科目、後期 183 科目）。結

果は各教員へフィードバックし、教育方法向上

のための参考としました。 

4 

    

（No.007） 

○単位互換制度について、環

境教育における４大学連携

をはじめとする大学間連携

事業を通じて、他大学との

単位互換を引き続き推進し

・環境教育における４大学連携をはじめとする大

学間連携事業を通じて、他大学との単位互換を

推進しました。 

【４大学連携事業（「大学学部教育における『環境

教育』共通カリキュラム開発のための戦略的大

学連携事業」）】 

4 
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ます。 ＜本学配信＞ 

前期：「気象学概論」（人間環境大学受講者 11

名） 

後期：「環境地質学」（人間環境大学受講者 11

名） 

＜他大学配信＞ 

前期：本学受講者無し「農地での土と微生物

と肥料の働きⅡ（人間環境大学）」 

後期：本学受講者無し「基礎生命科学Ⅰ・基

礎生化学（豊橋技術科学大学）」「農地

での土と微生物と肥料の働きⅠ（人間

環境大学）」 

＜共同フィールドワーク＞（単位認定：人間環

境大学） 

前期集中： 

・「京都大学公開森林実習（京都大学）」（京都 

府：京都大学上賀茂試験地、芦生研究林） 

（本学単位修得者６名） 

・「京都の歴史文化街歩き（京都学園大学）」

（本学単位修得者 10 名） 

【鳥取県内４大学単位互換制度】（後期より実施） 

本学提供：他大学受講者無し鳥取学(16 カ

リ)、特別実習（地域社会体験学習）(16 カリ)、

キャリアデザインⅢ(12 カリ) 

他大学提供：本学受講者無し起業プランニ 

ング論（鳥取大学）、地域経済論（鳥取短期 

大学） 

【放送大学】 

第１期（前期） 単位修得者３名（３科目） 

第２期（後期） 単位修得者３名（４科目） 

12



（No.008） 

○平成３１年度に実施される

新教職課程の対応に向け、

平成２９年度中に教職課程

科目の見直しをおこない、

新課程認定の申請を行いま

す。 

・教職支援委員会を中心に新教職課程に対応する

カリキュラムを検討し、教職課程履修規則及び

履修規則の修正案を作成した上で、文部科学省

に認可申請手続きを行いました。 5 

    

  (N0.009) 

○引き続き教職を目指す学生 

に適切な教育を行い、教育

実習時期・受入校を検討し

依頼します。 

・「環境教育の専門」の理科教員を養成するため、

学部専門科目と連携してより高い専門知識の

修得を図りました。 

・教育職員免許法に基づく「教職に関する科目」

を適切に実施し、教員として必要な知識や技能

を養成しました。 

・介護等体験など学校等で実習を行う際には事前

ガイダンスや事後学習会を実施し、教員として

必要な資質の向上を図りました。 

・教育実習の履修にあたっては、定期的な個別面

談で各学生の教員としての基本的姿勢を確認

するとともに、「教育実習事前事後指導」や「教

職実践演習（中・高）」により、学校現場での実

践的な指導力を養成しました。  

・教育実習の実施時期や受入先については、中学

校及び高等学校の状況を確認したうえで適宜

依頼を行い、平成３０年度教育実習先として中

学校１６校２１名の受入内諾をいただきまし

た。 

 

4 
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4 カリキュラム改革の実施

（公立鳥取環境大学版リベラ

ルアーツの推進）  

公立化後４年が経過し、

様々な課題や問題が明らかに

なっている。  

本学の教育目標を達成する

ためにも、これからの社会で

大きな影響力を持つ本学の基

盤である環境学と経営学は基

礎学力養成の場でも重要な役

割を担う。即ち、環境マインド

に基づく自然科学（数学を含

む）、社会科学（経済、経営、

歴史等）、人文科学（文学、哲

学）、外国語等、深い教養の下

地となる基礎教育をリベラル

アーツの基礎と定義し、これ

を深化する教育の推進を図り

ます。 

③公立鳥取環境大学版リベラ

ルアーツの推進 

(No.010) 

○公立化後５年が経過し、

様々な課題や問題が明らか

になっています。本学の教

育目標を達成するために

も、平成２８年３月に定め

た公立鳥取環境大学版リベ

ラルアーツを推進していき

ます。これにより、環境マイ

ンドに基づく自然科学（数

学を含む）、社会科学（経済、

経営、歴史等）、人文科学（文

学、哲学）、外国語等、深い

教養の下地となる基礎教育

をリベラルアーツの基礎と

し、これを深化させる教育

の推進を進めていきます。 

・公立化後５年が経過し、様々な課題や問題が明

らかになっています。このため、本学の教育目

標を達成するためにも、平成 28 年３月に定め

た公立鳥取環境大学版リベラルアーツを更に

推進し、環境マインドに基づく自然科学（数学

を含む）、社会科学（経済、経営、歴史等）、人

文科学（文学、哲学）、外国語等、深い教養の下

地となる基礎教育をリベラルアーツの基礎と

し、これを深化する教育の推進を図りました。 

・平成 28年度から、新カリキュラム（16 カリキ

ュラム）の運用を開始し、各学部の専門科目を

他学部の人間形成科目として履修できるよう

にしました（環境学部：経営学入門、現代経済

学入門、統計学入門、国際関係入門、経済史、

経営学部：自然環境保全概論、循環型社会形成

概論、人間環境概論、環境と倫理、環境と文明）。

（再掲） 

・教育的効果に配慮して、平成 28 年度から、英

語(Intensive English １～８)の授業時間を

45 分×２の形態とし、１週間に２回（月木・火

金）の受講形態に変更しました。 

4 

    

5 学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）の明確化 

各学部が育成する人材像に

基づきディプロマ・ポリシー

（学位授与方針）を明確に定

め、教育到達目標を目指した

教育と評価により、社会に対

して学生の質を保証します。

④学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）の明確化 

(No.011) 

○新カリキュラムを含め各学

部のディプロマ・ポリシー

に従い、引き続き学位を授

与するための教育内容を随

時、検討します。 

・文部科学省から示されたガイドライン等を踏ま

えて、平成 29 年３月に全学の３つのポリシー

を策定しました。全学の３つのポリシーを踏ま

えて、各学部の３つのポリシーを修正しまし

た。 

・新カリキュラムを含め各学部のディプロマ・ポ

リシーに従い、学位を授与するための教育内容

の検討を随時行っています。 

4 
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全科目で出席回数が全 15 回

中 10 回に満たない場合は不

合格とするなどの各授業の成

績評価項目・基準は、あらかじ

めシラバス（授業計画）に明示

するとともに、成績項目及び

評価基準に基づき厳正に評価

するとともに、過度な履修や

安易な履修を避けるために学

期ごとに履修制限を設定しま

す。 各学期終了後保護者に

対して成績を通知するととも

に、学修意欲が少ないと判断

される学生には、学生部長、指

導教員（チューター）、事務局

及び保護者が協働して早期解

決に取り組みます。  

学生の成績及び授業アンケ

ートにより、教育の成果を明

確にし、より高水準の知識習

得に向け、教育内容や指導方

法を改善します。また、FD 研

修（ファカルティ・ディベロッ

プメント＝授業内容・方法を

向上させるための取り組み）

等をとおして授業の実施方法

や評価方法を学び、大学とし

ての評価の統一化を図りま

す。 

（No.012） 

○文部科学省から示された三 

つのポリシーの策定及び運

用に関するガイドラインを

踏まえ、本学のディプロマ・

ポリシーの策定を平成２８

年度中に行いました。本学

のディプロマ・ポリシーを

踏まえ、各学部のディプロ

マ・ポリシーの見直しにつ

いて検討します。 

・文部科学省から示されたガイドライン等を踏ま

えて、平成 29 年３月に全学の３つのポリシー

を策定し、ホームページに公開しました。全学

の３つのポリシーを踏まえて、各学部の３つの

ポリシーを修正しました。 

4 

    

（No.013） 

○各授業の成績評価項目・基

準は、引き続きあらかじめ

シラバス（授業計画）に明示

し、ガイダンス等で説明す

るとともに、成績を厳正・公

正に評価します。 

・各授業の成績評価項目・基準は、あらかじめシ

ラバス（授業計画）に明示し、学生に配付する

とともに、学外ホームページにて掲載していま

す。 

・新カリキュラム（16カリキュラム）の運用に伴

い、平成 29 年度に使用するシラバスの様式を

一部変更し、「先修科目」と「他学部履修」の項

目追加を行いました。この変更により、科目階

層の意識づけがなされるとともに、他学部履修

の手続きが明確になりました。 

・シラバスに記載する成績評価項目に従い各教員

が採点を行います。引き続き、適正に評価する

ための手法の検討と、シラバスへの標記方法に

ついて検討を進めます。 

・卒業要件に対し自己の履修状況を正しく把握す

ることができるように、「成績通知書の見方」を

新たに作成し、成績通知書とともに学生及びそ

の保証人へ配付しました。 

・成績通知書の配付、履修指導等は、前期及び後

期のガイダンスで実施し、その他、チューター・

ミーティング、オフィスアワー等でも説明と指

導を行いました。 

4 
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(No.014) 

○各学期終了後、個人情報の

適正な管理に配慮の上、引

き続き保護者に対しても成

績を通知します。 

・前年度に引き続き、個人情報の適正な管理に配

慮の上、前期（９月)、後期（翌年度４月）の２

回、成績通知書を保護者に送付しました。 4 

    

(No.015） 

○欠席状況や成績状況を基に 

学習意欲が少ないと判断さ

れる学生には、引き続き学

生生活・就職担当副学長、指

導教員（チューター）、事務

局が連携し、必要に応じて

保護者を加え履修指導、生

活指導を行います。 

・新カリキュラムにともない進級要件が付与され

たため、注意喚起基準の見直しを行いました。 

・進級要件が適用される 16 カリキュラムの１・

２年生に対し、前期単位修得状況により、９月

に「進級不可予告（5名)」、「警告（9名）」、「注

意（22名）」の計 36名について文書で通知しま

した。 

・注意喚起を通知した学生には、自分の将来につ

いて十分検討し、保護者とよく話し合ったうえ

で「修学状況調査票」を記入し、チューター面

談を受けて今後の修業意思を確認するよう指

導しました。また、作成した「修学状況調査票」

は学務課に提出させるようにしました。 

・１年生については、前期・後期について必修科

目から２科目を選択して、２年生については、

前期について必修科目のうち、１科目を選択し

て、講義４回終了時に３回以上欠席している学

生を対象に、チューターと学務課がフォロー面

談（〔前期〕8人、〔後期 15 人〕）を実施しまし

た。（平成 28年度〔前期〕14 人、〔後期〕11人） 

・１年生のフォロー対象者は、前期０人、後期 11

人で平成 28 年度と比較して、大きな変化はあ

りませんでした。（平成 28 年度〔前期〕０人、

〔後期〕11 人） 

今後も引き続き学生フォローを続けていきま

す。 

4 
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(No.016) 

○引き続き科目毎の学生成績 

情報や授業評価アンケート

結果等を活用し、授業の改

善につなげるとともに、FD

（ファカルティ・デベロッ

プメント＝授業内容・方法

を向上させるための取組）

研修等を通じて授業の実施

方法や評価方法を高めま

す。 

・授業評価アンケートを、平成 29 年度も前期・

後期とも期末（15 回目）においてそれぞれ実施

しました。結果は各教員へフィードバックし、

教育方法向上のための参考としました。 

・平成 29 年度は、教員を対象に、学外から講師

を招致しての FD 及びＳＤ研修会を実施したほ

か、学内 FD 推進委員を担う教員が主となり、

学外研修会等に積極的に参加しました。 

4 

    

6 社会で必要な基礎力を実践

的に学ぶ体系整備幅広い知

識と基礎学力、問題発見か

ら解決策を導き出す能力や

自ら行動する力など社会で

必要な基礎力を学ぶため

に、教育課程の中に人間形

成教育科目群として総合教

育科目、環境マインド養成

科目、外国語科目、情報処理

科目、キャリアデザイン科

目及び総合演習科目を配置

します。 

〔総合教育科目〕地理・歴史・

文化等の幅広い知識や、数

学や物理などの基礎的学力

を学び、鳥取固有の自然や

歴史文化などを学ぶ科目も

配置し、地元の理解を深め

ます。 

〔環境マインド養成科目〕環

⑤社会で必要な基礎力を実践

的に学ぶ体系整備 

(No.017) 

○教育課程の中に配置した人

間形成教育科目群（総合教

育科目、環境基礎科目、外国

語科目、情報処理科目、キャ

リアデザイン科目及び総合

演習科目）の新カリキュラ

ム２１年次開講科目を含め

引き続き開講します。 

〔総合教育科目〕 

地理・歴史・文化等の幅広い

知識や、数学や理科などの

基礎的学力を学ぶ科目や、

鳥取特有の自然や歴史文化

などを学ぶ「鳥取学」、社会

人として通用する国語力を

養成する「文章作成１・２」

や「特別実習・演習」などの

科目 

・社会人基礎力を実践的に修得するために必要な

教育課程の体系的整備をすすめ、人間形成教育

科目群を下記のとおり開講しました。 

〔総合教育科目〕 

・地理・歴史・文化等の幅広い知識や、数学や理

科などの基礎的学力を学ぶ科目や、鳥取特有の

自然や歴史文化などを学ぶ「鳥取学(16 カリ)／

鳥取学Ⅱ(12 カリ)」、社会人として通用する国

語力を養成する「文章作成１(16 カリ)／Ⅰ(12

カリ)・文章作成２(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」な

どの科目・社会体験学習として「特別演習(16

カリ)／特別実習・演習(12 カリ)」を開講 

〔環境基礎科目(16 カリ)〕 

「環境学概論」を開講 

〔環境マインド養成科目(12 カリ)〕 

「環境学概論」「人間居住論」「環境と倫理」「環

境と開発」「環境と文明」を開講 

〔外国語科目〕 

「Intensive English １～８(16 カリ)」「イン

テンシブ・イングリッシュ１～８(12 カリ)」（必

修）及び「中国語１(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)・
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境問題について基礎知識と

様々な環境問題に対し、自

ら行動する意識を修得させ

ます。 

〔外国語科目、情報処理科目〕

社会人として必要な実践力

を教授します。 

〔キャリアデザイン科目〕自

分らしい生き方や働き方

を、自らが考え探し出して

いくことができる人材を育

成します。 

〔総合演習科目〕4年間を通し

て段階的に、調査・分析・プ

レゼンテーションの方法、

そして問題発見から解決策

を導き出す能力を育成しま

す。併せてレポートのまと

め方、討論の仕方、共同研究

の進め方など社会で必要な

基礎力を高めます。人間形

成教育科目群については、

社会の要請や地元の要望・

意見を考慮しながら、常に

その内容を見直します。 

また、入学前に十分な教育

時間を受けていない科目が

ある学生や、特定の科目に

ついて基礎学力が不足して

いる学生については、大学

の専門教育を受ける前提と

なる基礎学力を補うリメデ

ィアル教育を行います。社

〔環境基礎科目〕 

環境問題について基礎知識

と自ら行動する意識を修得

させるための「環境学概 

〔外国語科目、情報処理科目〕 

実践的な英語コミュニケー

ション能力を養成するた

め、学生の習熟度に合わせ

た ク ラ ス 編 成 し た

「Intensive English１～

８」は、１コマを４５分とし

同じ科目を週２コマ開講す

る。実社会で役立つ情報処

理能力を養成する情報処理

科目「情報リテラシー１・

２」 

〔キャリアデザイン科目〕 

自分らしい生き方や働き方

を、自らが考え探し出して

いくことができる人材を育

成する「キャリアデザイン

A」（新カリキュラム科目は

フレッシャーズセミナーを

含む）「キャリアデザイン

Ｂ」「キャリアデザインⅢ」

「基礎インターンシップ」 

〔総合演習科目〕 

学部混成の少人数グループ

で地域課題や環境問題等に

取り組み、コミュニケーシ

ョン力やプレゼンテーショ

ン力を育成する「プロジェ

クト研究１～４」 

中国語２(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」「韓国語１

(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)・韓国語２(16 カリ)／

Ⅱ(12 カリ)」「ロシア語１(16 カリ)／Ⅰ(12 カ

リ)・ロシア語１(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」（16

カリ：選択、12カリ：選択必修）と「TOEICⅠ・

Ⅱ(12 カリ)」「英文作成Ⅰ・Ⅱ(12 カリ)」「ビ

ジネス英語(12カリ)」「海外語学実習(16カリ)」

「海外英語実習(12 カリ)」（選択科目）を開 

〔情報処理科目〕 

「情報リテラシ１(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)・情

報リテラシ２(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」を開 

〔キャリアデザイン科目〕「キャリアデザインＡ

(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)・キャリアデザイン

B(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)・Ⅲ(12 カリ)」を開

講 

〔総合演習科目〕 

「プロジェクト研究１・３(16 カリ/12 カリ)」

各 36テーマ、「プロジェクト研究２・４(16 カ

リ/12 カリ)」各 36テーマ開講 
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会人としての豊かな感性等

を身につけるため、図書や

レファレンス機能をより一

層充実するなど、読書を通

じた知識や思考力の向上を

図ります。 

(No.018) 

○平成２８年度、環境学部は 

数学、物理の２科目、経営学

部は数学について、リメデ

ィアル教育を実施しました

が、平成２９年度はさらに

各学部に必要な基礎学力の

内容について検討し、リメ

ディアル教育の内容を改善

します。 

・リメディアル教育の実施内容については各学部

において検討しました。 

・環境学部は希望者を対象とし、数学 22 名、物

理 47 名が受講。学外講師が授業を担当しまし

た。 

・経営学部は数学の試験を実施、学部が設定する

基準を満たしていない学生 62 名が受講、専任

教員が授業を担当しました。 

4 

    

(No.019) 

○レファレンス機能の充実を

図るため平成２８年度に事

務職員１人が新たに司書資

格を取得しました。引き続

き、図書館の図書やレファ

レンス機能の充実を図って

いきます。 

・図書整備については、学部用図書の整備継続に

加え、平成 28 年度から引き続き、新研究科用

図書の充実を図りました。整備実績は 2,889 冊

9,804 千円となり、このうち新研究科用図書が

775 冊 4,418 千円となっています。 

・平成 28 年度に初めて取り組んだブックハンテ

ィングを平成 29 年度は年 2 回実施し、学生目

線の選書による図書の充実を図りました。（第

１回 122 冊、第２回 123 冊、計 245 冊整備）・

電子データベースの利用促進を図るため、12月

20 日に利用講習会を初めて開催しました。（教

員 13人、学生 31 人が参加） 

4 

    

7 大学院改革 

 環境情報学部を基礎に設置

している修士課程（環境情報

学研究科）は、学部の改編に伴

い、環境学部と経営学部の専

門性を高めた修士課程となり

ました。 

 環境学部と経営学部の専門

分野を基礎とした研究能力

や、その両方の専門分野を融

合させた研究能力、更には高

(No.020） 

○平成２８年４月に修士課程 

として開設した大学院の環

境経営研究科について、博

士課程の設置を検討しま

す。 

・博士課程の設置については、先ずは現在設置さ

れている環境経営研究科（修士課程）の充足率

を高めるとともに、そこに在籍する学生の専攻

の状況、他大学の状況、また社会に求められる

分野等を見極めながら、設置すべき博士課程の

方向性について慎重に検討を進めました。 
3 

    

19



度な専門性が求められる職業

を担うための卓越した能力を

培うことを目的として、平成

28年度に環境経営研究科を創

設しました。 

 また、修士課程の教育・研究

の充実を図り、環境問題の解

決に向けた学際的な研究を進

めるための博士課程の設置も

検討します。 

(No.021） 

○環境経営研究科は完成年度 

であり、各ポリシーに基づ

きカリキュラムを実施しま

す。 

・完成年度となった環境経営研究科では、３つの

ポリシーに基づき、入学者選抜、教育課程の提

供、学位授与を適切に実施しました。 

4 

    

（No.022） 

○文部科学省から示された三 

つのポリシーの策定及び運

用に関するガイドラインを

踏まえ、全学の三つのポリ

シーの策定を平成２８年度

中に行いました。全学のポ

リシーを踏まえ、学部の三

つのポリシーの見直しにつ

いて検討します。 

・文部科学省から示されたガイドライン等を踏ま

えて、平成 29 年３月に全学の３つのポリシー

を策定し、ホームページ等で公表しました。平

成 29 年度には、全学の３つのポリシーを踏ま

えて、各学部の３つのポリシーを策定し公表し

ました。 

4 
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8 高等学校等との連携県内高

等学校長との意見交換の場

や進路指導担当教員と連絡

調整を密に行うことによ

り、大学と高等学校との間

で情報共有を図るととも

に、教育内容の向上を図り

ます。また、高校教員に対し

て、鳥取環境大学のリメデ

ィアル教育に関する取組を

説明し、安心して学べる大

学であることをアピールし

ます。   

さらに、小・中・高校との

連携を積極的に進め、県・市

の教育委員会と協定を締結

し、県下の小・中・高校教員

の指導力向上を図るための

研修実施、小・中・高校への

大学教員の派遣及び大学施

設、設備を活用したセミナ

ーの開催など、鳥取県と大

学相互の教育の充実・発展

に取り組みます。 

⑦高等学校等との連携

(No.023) 

○県内高等学校長との意見交

換会、高校教員説明会等を

通じて、引き続き大学と高

等学校との間で情報共有を

行い、教育内容の向上を図

ります。 

・県内高等学校長との意見交換会を９月２１日

（木）に倉吉で開催し、32 校の出席をいただき

ました。 

・高校教員対象説明会は県内外のべ 34 会場で実

施し、448 校 518 名の参加がありました。県外

会場の一部を鳥取大学と共同開催するととも

に、昨年度に比べ 12会場増やした成果もあり、

参加校、人数とも増加しました（108 校増、137

名増）。 

4 

    

(No.024) 

○鳥取県教育委員会と締結し 

た協定に基づき、引き続き

鳥取県教育委員会と大学相

互の教育の充実・発展に取

り組みます。 

・鳥取県教育委員会と締結した協定に基づき、平

成 29年度の高大連携は、５高等学校、10 テー

マを、10名の教員が実施しました。 

・県内の小中学校等から依頼のあった学習支援ボ

ランティアに学生１４名（４校）が参加しまし

た。 

4 
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9 国際社会で活躍できる人材

の育成 英語に加え中国

語、韓国語、ロシア語科目を

開講し、北東アジアとの交

流を視野に入れ、国際人と

して活躍できる実践的な語

学力を養成します。世界の

共通語である英語教育につ

いては、1年次に実践的なコ

ミュニケーション能力を集

中的に養成します。また、ビ

ジネス社会において重要視

されている TOEIC のスコア

を伸ばすための科目、国際

社会で通用する実践的能力

を養う科目も開講します。 

海外との交流については、

継続して実施しているニュ

ージーランドでの英語研修

をはじめ、中国、韓国、ロシ

アの大学との相互学生交流

を進め、留学生の派遣や受

入れについても、積極的に

取り組みます。また、自主留

学先での取得単位の認定制

度など、留学しやすい環境

づくりを検討します。 さ

らに、英語圏が体験できる

多文化交流空間英語村を学

内に開設し、日常から異文

化に触れることにより、海

外への興味を高め、国際感

覚を養います。 TOEIC につ

⑧国際社会で活躍できる人材

の育成 

(No.025) 

○英語教育については、引き

続きコミュニケーションに

重点を置いた「Intensive 

English１～８」により、実

践的な英語力を養成しま

す。 

・１年次の「Intensive English １～４(16 カ

リ)」、「インテンシブ・イングリッシュ１～６

(12 カリ)」では、英語による表現力や論理的思

考力を養うとともにコミュニケーション能力

などを集中的に養成しました。更に、２年次の

「Intensive English ５～８(16 カリ)」、「イ

ンテンシブ・イングリッシュ７，８(12 カリ)」

では、英語によるディスカッションやディベー

トを行う能力など、より高度で実践的な英語力

を養成しました。 

・大学内に英語村を設け、学生の実践的な英語力

の更なる向上、外国人とのコミュニケーション

能力や異文化に対する理解力の養成に努めて

います。 

4 

    

(No.026) 

○英語村では、スタッフと会

話しながら英語を理解する

力や伝える力をより高める

ために、活動内容の充実強

化を図ります。 

・平成 29 年度は、大学の職員に加え、外国人ス

タッフ計 11 人（8 ヶ国）により英語村を運営

し、多様な言語や文化に触れて学べる場所とし

ての体制を整えました。学生にとって、多様な

地域の外国人と英語で会話することを通じて、

英語力の向上に寄与したものと考えられます。 

・平成 29 年度も英語村を利用した学生は 1 万人

を超えました。（11,478 名）。 

4 

    

(No.027) 

○「中国語」「韓国語」「ロシア 

語」を引き続き開講し、語学

教育を充実します。 

・前期に「中国語１(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)」「韓

国語１(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)」「ロシア語１

(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)」を、後期「中国語２

(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」「韓国語２(16 カリ)

／Ⅱ(12 カリ)」「ロシア語２(16 カリ)／Ⅱ(12

カリ)」を開講しました。 

＊「中国語」「韓国語」「ロシア語」各２クラス 

＊１クラス 13～35 名 

4 
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いては、正規授業をはじめ

対策講座を開設してスコア

アップに取り組み、中期目

標期間内に 600 点以上のス

コアを持つ学生を年間 30

人出すことを目指し、合格

者の段階的な増加を図りま

す。  

 

【数値指標の年次的目標等】・

TOEIC600 点以上取得学生数 

H26   H27   H28   H29 

  5 人  10 人  20 人  30 人 

(No.028) 

○平成２９年度も引き続き清

州大学（韓国）との間で相互

に留学を実施するととも

に、清州大学、ウラジオスト

ク国立経済サービス大学

（ロシア）及びミドルベリ

ー大学（米国）等との交流を

継続します。 

・平成 29 年度は、交流協定等に基づき例年並の

事業を計画していましたが、年度当初（春～初

夏）に東アジア情勢の緊張が高まったことから

本学の留学・交流事業への参加キャンセルが相

次いだ（希望者が激減した）ことや、相手方の

記念行事等の影響で日程調整が不調となった

ことなどの要因が重なり、いくつかの事業の実

施がかないませんでした。一方、ミドルベリー

大学との交流参加人員数を増やすなど、国際交

流事業に参加する学生数の確保に努めました。 

【派遣】   

①清州大学校（韓国） 

 参加希望者がおらず実施できず 

②ユニテック工科大学（ニュージーランド）    

研修交流 2 名  

平成 29 年 8 月 18 日～9月 19 日 

③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロシ

ア） 

 双方の日程不調で実施出来ず 

 【受入】 

①清州大学校（韓国） 

 交換留学 4名 平成 29年度半期ずつ各 2人 

 研修交流 15 名  

平成 29 年 8 月 15 日～18日 

②ユニテック工科大学（ニュージーランド）    

研修交流 2 名 

 平成 29年 11 月 27 日～12 月 25 日 

③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロ

シア） 

 先方の経済事情により中止 

④ミドルベリー大学（米国） 

 研修交流 12 名  

平成 29 年 10 月 28 日～10 月 30 日 

 

3 
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・平成 29 年 10 月にカナダのトリニティ・ウ

エスタン大学と交流協定を締結し、平成 30

年 3 月に本学から 4 名の学生を語学研修に

派遣しました。受入に関しては、協議を継続

していきます。 

                      

(No.029) 

○TOEIC 等語学関連資格の取 

得を支援するため、引き続

き対策講座を開講し、TOEIC

６００点以上を獲得した学

生を表彰します。 

・TOEIC 資格支援講座を実施しました。 

・TOEIC600 点以上取得者は 13名で（平成 28年 

度は 15 名）表彰を行いました。 

・TOEIC（ＩＰ含む）の受験者数は 89 名（平成 28 

年度は 190 名）でした。 
4 

    

10 学生確保のための継続的

見直し  

高校生の大学教育に対する

意識や期待を把握し、また、

志願者アンケートや新入生

アンケートを通じて教育内

容に対する意識や期待を継

続的に調査します。特に、県

内の高校生、高校教員、保護

者については別に意識等を

把握するためのアンケート

を実施し、併せて、進学相談

会、保護者説明会、オープン

キャンパス等を通じて、直

接受験生やその保護者から

⑨学生確保のための継続的見

直し 

(No.030) 

○進学相談会、オープンキャ

ンパス等の直接受験生や

その保護者と接触する機

会や、新入生アンケート及

び新入生保護者アンケー

トにより、大学選びの基準

や教育内容に対する期待

や意見等を集め、その結果

を教職員全員が情報共有

し、引き続き学生募集活動

や教育内容等の充実に役

立てます。 

・入学予定者及びその保護者に対し、入学前にア

ンケート調査を実施し、その結果を１０月に学

内教職員 Web 掲示板に掲載し、全教職員への周

知を行いました。 

・次年度に向けて 29 年度入学予定者及び保護者

へのアンケートも実施し,これらの集計結果を

参考とし、学生募集や教育内容の充実を検討し

ます。 4 
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教育内容に関する要望や意

見を聞き、全教職員がその

結果を把握・認識して教育

内容を充実させます。  

教育内容の取組について

は、オープンキャンパスや

進学相談会及び保護者説明

会等で説明し、また大学案

内や大学ホームページ等に

掲載することにより、安心

して入学できる大学をアピ

ールし、学生を確保します。 

(No.031) 

○教育の取組や現状について 

は、高校訪問や在学生によ

る母校訪問、高校教員対象

説明会等で説明するととも

に、大学案内や大学ホーム

ページ等に掲載することに

より、引き続き適切に受験

生、保護者に伝えます。 

・高校教員から受験生や保護者に対し、本学の教

育内容を伝えてもらうため、高校教員に向けた

広報活動を実施しました。高校訪問延べ470校、

母校訪問 39 件実施。高校教員対象説明会は県

内外 34 会場で実施し、448 校 518 名の参加が

ありました。 

・大学案内については、学生モデルを全員本学在

学生とし、親しみやすさをイメージして作成し

ました。また、地域連携のページを新規に作成

し、地域との関わりあいや交流を紹介しまし

た。 

・学生や教員の取組をホームページや Line、

Twitter 、Facebook 等のＳＮＳを利用して、迅

速に情報発信しました。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（２）教育の実施体制 

      

            

中期目標 ① 教育・研究活動を効果的かつ効率的に推進するための柔軟で弾力的な人事制度を構築し、実情に即した必要な見直しを

行うことにより、常に優秀な人材を確保・活用し続け、教育の質的向上を図る。 

② 教員の意欲を向上させ、教育・研究活動の活性化が図られるよう、教員評価制度及び任期制を導入するとともに、教員

の資質向上を図るためのＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の充実等の具体的な取組を実施し、多彩で有能な教

員養成を行う。さらに、優れた教育実績・研究実績をあげた場合には、正当に評価される仕組みを整備する。 

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

① 教育・研究活動を推進する

人事制度の構築  

 大学専任教員数、教授数を

それぞれの学部、人間形成教

育センターに適正に配置し

ます。なお、環境学部及び経

営学部において、特に力を入

れる分野には、重点的な教員

配置も検討します。 

 また、年齢構成や専任教員

と非常勤教員の比率にも配

慮し、主要科目については専

任教員が担当します。 

 教員の採用は公募を原則

とし、一般社会からも広く応

募を受け付け、採用にあたっ

ては教育業績、研究業績、そ

の他活動及び人物について

厳正に審査し採用を決定す

るなど、常に優秀な人材を確

保・活用し、教育の質的向上

を図ります。 

①教育・研究活動を推進する

人事制度の構築  

(No.032) 

○環境学部及び経営学部で  

は、文部科学省に提出した

計画に基づく教員配置に加

え、リベラルアーツの推進

やカリキュラム改革に必要

な教育・研究体制を整備す

るため、平成２９年度に６

名の教員を増員配置しま

す。  

・教員は環境学部、経営学部及び人間形成教育セ

ンターに大学設置基準に基づき適正に配置し

ています。 

・教員の採用については、「公立大学法人公立鳥

取環境大学教員採用及び昇任の手続きに関す

る規程」に基づき公正、公平かつ厳格に実行し

ています。 

・平成 29 年度は退職者の後任２名及びカリキュ

ラム改革に伴い増員する５名の教員を配置し

ました。 
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② 教員評価制度・任期制の導

入  

新たに教員評価制度及び

任期制を導入し、教員の意識

改革、教育・研究活動の活性

化を目指します。 教員評価

制度は、教育、研究、社会貢

献、大学運営等から多面的か

つ厳正に評価を実施します。

教員は、年度当初に評価項目

に応じて目標と計画を立て、

その目標に向かって取り組

みます。学長、学部長等の評

価者は、各教員の目標達成

度、活動実績等により評価を

実施します。教員評価は、特

に教育に対する評価に重点

を置き、学生による授業アン

ケートは授業内容の向上の

ため活用します。なお、評価

項目、評価方法等について

は、大学の教育・研究等の目

標に沿って適宜見直しを行

うとともに、評価制度の信頼

度が高まった段階で、その結

果を研究費の優先配分等の

優遇制度、昇任や給与等の処

遇に活用します。 任期制に

ついて、任期は 5年間としま

すが、任期期間中の評価結果

等により更新の判断を行い

ます。 教員評価制度、任期

制の導入とともに、教員の質

的向上を図るためのFD（授業

②教員評価制度・任期制の導

入 

(No.033) 

○教員は年度当初に教育・研

究・社会貢献等ごとに目標

を定め、その目標に向かっ

て努力していく教員評価制

度を引き続き実施します。

また、任期満了を迎える教

員については、適正な審査

の上、任期の更新を行いま

す。 

・平成 29年度についても、教員評価を実施しま 

した。 

・教員の任期更新に係る判断基準や手続きにつ

いて周知を図るとともに、制度に沿って平成

29 年度末に任期の終期を迎える教員の再任審

査を行いました。 
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内容・方法を向上させるため

の取り組み）を充実します。

また、授業アンケートの分

析、他大学の事例紹介、授業

公開等について定期的に FD

研修を実施し、授業改善を図

ります。 

③ 学科分野の充実 

本学におけるリベラルア 

ーツと地域にも大きく貢献 

する教育ミッションを確実 

に推進するため、現在の教 

育・研究体制学修で不足して 

いる化学分野等（環境学部）、 

管理会計分野等（経営学部） 

の新設あるいは充実する必 

要がある英語分野（人間形成 

教育センター）の担当教員の 

専任化を図ります。 

③学科分野の充実 

(No.034) 

○今後進めていくカリキュラ 

ム改革に伴い、平成２９年

度は環境学部では地域エネ

ルギーシステム及び水環境

管理、経営学部ではファイ

ナンス、アジア経済論、マ

ーケティング及び経営・経

済史、人間形成教育センタ

ーでは英語分野の専任教員

を増員配置します。 

・平成 29 年度は環境学部では２名（地域エネル

ギーシステム、水環境管理）、経営学部では３

名（ファイナンス、アジア経済学、マーケティ

ング）の専任教員を配置しました。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（３）教育の質の改善及び向上 

      

 
          

中期目標 ① 教育課程、学部構成について絶えず点検を行うとともに、学生による授業評価制度などの活用により、カリキュラム・ポ 

リシーに合致した授業内容となっているかどうかの見直しや、時代の変化に適合した見直しを行い、継続的に教育内容 

の質的向上に取り組む。 

② 教育・研究活動の進展及び社会の要請等に対応していくため、教育・研究組織の必要に応じた適切な見直しを行う。 

③ 全学年で学部が完成する平成 27 年度を目途に、教育目的の達成の状況の確認と、教育内容の継続的な見直しを行う。 

④ 学習効果を高め、学生の理解度を深めるための継続的な教育方法の改善に取り組む。 

⑤ 地域の企業、各種団体、地元の人々等の優れたノウハウを教育に活かす仕組みを構築するとともに、フィールドワーク等 

を重視した実社会に役立つ実践的な教育を展開する。また、その内容や効果等については、学生、保護者、企業等の声を 

十分に把握して、点検を行う。 

⑥ 財団法人とっとり地域連携・総合研究センター（以下「ＴＯＲＣ」という。）で培われた地域活性化のノウハウや調査研 

究手法を、学生教育へ提供し、活用する。 

  

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

① 継続的な教育内容の質的

向上 

 半期ごとに学生の授業アン

ケートを実施し、教育の質の

点検を行います。 

 また、高校訪問や高校教員

説明会等で集めた要望・意見、

地元経済界からの要望等を参

考にしながら、時代に適合し

た魅力ある学部や教育課程の

編成について検討・見直しを

行います。 

 平成 27 年度の学部完成年

度中には教育課程、学部構成

について総括するとともに、

平成28年3月卒業生の進路に

①継続的な教育内容の質的向

上 

(No.035) 

○教員は授業評価アンケート 

結果に対し、「授業の反省と

改善」に関するレポートを

FD 委員会に提出し、より一

層の改善に取り組んでいき

ます。 

・教員の授業評価アンケートを、前期末（15回目）

に実施し（159 科目）、結果を教員にフィードバ

ックしました。各教員は授業評価アンケートを

実施した科目について、「授業の反省と改善」レ

ポートをＦＤ推進委員長宛てに提出し、改善の

取り組みを進めました。 

・後期も学期末（15 回目）に実施（183 科目）し

ました。今後、同様の対応を行う予定です。 

・授業アンケートの結果を受け、各教員が自己分

析を行い教育の改善方法を検討しています。授

業に対する学生の意見に対して、個々の教員が

内容を検討し、様々な工夫を行うようになりま

した。 

・学生の満足度の向上のため、1週間前に学内 Web

に講義テキストを公開し、事前に学生に提示す

ることで学習意欲を高めた事例もあります。 
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ついても調査・分析し、教育成

果について検証します。 

② 教育・研究組織の見直し  

学部、大学院、サステイナ

ビリティ研究所、地域イノ

ベーション研究センター、

国際交流センターの教育研

究組織については、社会の

動向や地域の要請等を十分

考慮しながら、その編成、活

動等について柔軟に対応し

ます。  

学部については、完成年

度までの 4 年間、受験生、

高校、保護者、地元の要請及

び社会の動向等を十分注視

しながら、完成年度以降の

組織、運営体制について検

討します。  

大学院（修士課程）につい

ては、環境学部と経営学部

の教育内容に沿った形で、

改編を検討します。またそ

の後、より高度な学際的な

研究を進めるための博士課

程の設置について検討しま

す。  

サステイナビリティ研究

所については、更に環境問

題の解決に向けた先進的な

研究を行います。 新たに

設置した地域イノベーショ

ン研究センターは、地域の

豊かな生活実現を目指した

(No.036) 

○認証評価制度に関する省令

の改正（平成３０年４月改

正予定）に伴い、第三期認証

評価において大学における

教育研究活動等の見直しを

継続的に行う仕組み（内部

質保証の機能）に関して重

視されることから、ＩＲを

含めた内部質保証を推進し

ていく責任体制及び組織体

制について引き続き検討し

ます。 

・必要に応じて、入学者の学力状況、昨年度の卒

業者の GPA 等を調査し、教育研究活動等の効果

の分析を実施した。大学規模が小さい本学で、

IR 等を含め効率的かつ効果的に内部質保証を

推進していく組織体制について、引き続き検討

を行っていく。 

3 

    

②教育・研究組織の見直し 

(No.037) 

○完成年度を迎える大学院環 

境経営研究科が円滑に運営

されるように努めるととも

に、今後、博士課程の設置を

検討します。 

・文部科学省から「設置計画履行状況等調査（平

成２８年度）の結果等について」が平成２９年

度に送付され、開設した大学院・環境経営研究

科については、是正意見や改善意見は付され

ず、適正に運営されていることが確認されまし

た。引き続き博士課程の設置について大学内で

検討を行っていきます。 
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取組を実施します。そのた

め、見直しの必要が生じた

場合には、地域の要請等も

考慮しながら、効果的体制

を検討します。  

平成 26 年度に設置した

国際交流センターを中心と

して、本学における外国の

大学への留学・交流と留学

生の支援を推進します。 

(No.038) 

〇「地（知）の拠点大学事業」 

（文部科学省）に対応する、

将来にわたるカリキュラム

改革を引き続き検討し教育

内容の質的向上を目指しま

す。 

・ＣＯＣ+、ＣＯＣ事業による外部関係先および

学内の教務委員会等と連携し、カリキュラム改

革も含めた教育内容の検討及び展開を継続的

に行っています。 

平成 29 年度には、昨年度の「プロジェクト研

究 1,2(1 年次)」に加えて「プロジェクト研究

3,4（2 年次）」を展開し、全学生が 2年生終了

までに、半期は「地域連携型の 10 課題（麒麟

プロジェクト研究）」を履修するシステムが整

いました。また、全学生が履修する「鳥取学（半

期 2 単位、必修）」を開講しており、ＣＯＣ＋

参加校間の単位互換科目として提供していま

す。 4 

    

(No.039) 

〇また、教育・研究活動の進展

や社会に要請に対応してい

くため、教育・研究組織の見

直しを検討していきます。 

・公立鳥取環境大学版リベラルアーツの推進及び

地域の教育・研究活動となる「岩美むらなかキ

ャンパス」の設置等を含め、適切な教育・研究

活動ができる体制について、組織の見直しを検

討しました。 

・「岩美むらなかキャンパス」は、教育研究活動や

地域連携活動を展開する新拠点として、平成 30

年 4 月中旬に開所する運びとなり、地元岩美町

を含む『麒麟地域（鳥取市、若桜町、智頭町、

八頭町、兵庫県新温泉町）』等の地域社会の要請
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への対応と、地域人材の育成を目指していきま

す。 

③ 学部完成年度の教育目的

の達成状況の確認と教育内

容の継続的見直し  

 学部完成年度の 27 年度

末には、4年間の教育目的の

達成結果と就職結果等を総

括し、平成 28 年度以降の教

育改善を図ります。 

 また、卒業生から 4 年間

を通しての教育に対する満

足度を調査し、その結果を

基に教育の質の向上を図り

ます。 

③学部完成後の教育目的の達

成状況の確認と教育内容の継

続的見直し 

(No.040) 

〇４年間の教育目的の達成結 

果と就職結果等を総括し、

平成２８年度以降の教育改

善を図るため、卒業生に対

して 4 年間を通しての教育

に対する満足度を調査しま

す。その結果を基に教育の

質の向上を図ります。 

・学生生活実態調査(平成 29 年度)を卒業生に対

して実施し、4年間を通しての教育に対する満

足度を調査しました。同調査の設問「教育内容

について」「支援体制について」「進路・就職に

ついて」の回答などを参考にして、教育の質向

上や就職支援のあり方等について検討を進め

ます。 4 

    

④ 継続的な教育方法の改善 

 授業アンケートにより、授

業ごとの学修効果を見極め、

学生の理解度を深めるための

教育方法の更なる改善に取り

組みます。 

 また、他大学の事例等も研

究を重ね、FD 研修（授業内容・

方法を向上させるための取り

組み）等で更なる授業改善に

取り組みます。 

 なお、授業アンケート結果

は、客観性、信頼性を確保する

ために大学ホームページ上で

公開します。 

④継続的な教育方法の改善 

再掲（No.035) 

○教員は授業評価アンケート 

結果に対し、「授業の反省と

改善」に関するレポートを

FD 委員会に提出し、より改

善に取り組んでいきます。 

・教員の授業評価アンケートを、前期末（15回目）

に実施し（159 科目）、結果を教員にフィードバ

ックしました。各教員は授業評価アンケートを

実施した科目について、「授業の反省と改善」レ

ポートをＦＤ推進委員長宛てに提出し、改善の

取り組みを進めました。 

・後期も学期末（15 回目）に実施（183 科目）し

ました。今後、同様の対応を行う予定です。 

・授業アンケートの結果を受け、各教員が自己分

析を行い教育の改善方法を検討しています。授

業に対する学生の意見に対して、個々の教員が

内容を検討し、様々な工夫を行うようになりま

した。 

・学生の満足度の向上のため、1週間前に学内 Web

に講義テキストを公開し、事前に学生に提示す

ることで学習意欲を高めた事例もあります。 

4 
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（No.041） 

○本学主催の FD 研修会を複

数回開催する他、他大学、機

関が実施する研修会への参

加やワークショップ等を通

じて教員間の連携を深め、

大学全体として授業改善に

取組んでいきます。 

・教員を対象に、学外から講師を招致して「授業

や試験などの大学の活動に関する著作物の使

用について」の FD 研修会を９月に実施したほ

か、公立大学協会が実施する「教育改革分科会」

等に代表の教員が参加するなどして、授業改善

に取り組みました。 

3 

    

⑤ 実践的な教育の展開 

 企業、各種団体等との関係

を深め、また、地元で活躍する

人々の情報を集め、地域の企

業、各種団体、地元の人々を講

師として招くなど優れたノウ

ハウを教育に活かします。ま

た、鳥取のフィールドを積極

的に活用した演習や、卒業研

究のテーマとして地元を取り

上げるなど、身近でかつ実社

会とつながる実践的な教育を

展開します。 

 さらに、インターンシップ

では、地域の企業や各種団体

等の協力の下、現場で就業体

験を積み、実際に社会で働く

ことの意義や企業等の活動の

実際を修得させます。 

 なお、半期ごとに行う学生

授業アンケート及び研究成果

については、広く一般に公開

することにより外部の評価を

受け、更に教育内容の充実を

図ります。 

⑤実践的な教育の展開 

(No.042) 

○「キャリアデザイン B」「鳥 

取学」等の科目において、地

域の企業、各種団体、地元の

方々を講師として招きま

す。 

・「キャリアデザインＢ(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」

では外部講師５コマを地元の企業等から招聘

しました。 

 5 月 12 日 鳥取市職員（2名）（行政） 

 5 月 26 日 株式会社鳥取銀行行員（金融） 

 6 月 9 日 寿製菓株式会社社員（2名）（製 

造） 

 6 月 23 日 株式会社小銭屋社長（サービス） 

 7 月 7 日 個人事業主・元株式会社リクルー 

ト社員（商社） 

・「鳥取学(16 カリ)／鳥取学Ⅱ(12 カリ)」では  

本学の専任教員と非常勤講師の計６名が講義 

を行いました。 
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(No.043) 

○一・二年次開講科目である  

「プロジェクト研究１～４

で、地域における具体的な

課題などをテーマに、フィ

ールドワークの要素も加え

演習を行います。また、「環

境学フィールド演習」を開

講し環境についての幅広い

専門知識の全体像を、体験

を通じて理解したうえで、

各学部の専門を踏まえ「プ

ロジェクト研究５・６」を行

・平成 28年度より、COC 事業「麒麟の知（地）」

による学生教育プログラムとして鳥取県東部

の課題とその解決策をテーマとし、プロジェク

ト研究（１，２年次配当）の一部を「麒麟プロ

ジェクト研究」として設定し、プロジェクト研

究１・３（前期）は各々9テーマ（同時開講）

で受講者１，２年生 151 名、プロジェクト研究

２・４（後期）も 9テーマ（同時開講）１，２

年生 147 名で実施しました。 

・前期に「環境学フィールド演習」（１年次配当）

を開講し、受講者は 148 名でした。 

・各学部の専門を踏まえ、３年次配当科目「プロ

ジェクト研究５・６」を開講しました。 
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います。 

(No.044) 

○地域の企業や各種団体等の

協力のもと、インターンシ

ップ（正規科目）を実施しま

す。 また、平成２９年度は

鳥取県インターンシップ推

進協議会が行う地域協働型

インターンシップを引き続

き県内企業、県内高等教育

機関が協力して実施しま

す。 

・鳥取県の地域社会と産業を担う中核的な人材と

して育成し、定着させるため、県内の高等教育

機関、産業界（経済団体、企業）、鳥取県が連携

し、鳥取県インターンシップ推進協議会を平成

27 年５月に立ち上げました。 

・鳥取県インターンシップ推進協議会が行う地域

協働型インターンシップは、協力企業が約 150

社に増えました。また、このインターンシップ

に参加する学生数は、夏季休暇中に 54 名（平

成 28年度は 19名）、春季休暇中は 15 名（同 20

名）と昨年度よりも倍増となりました。このイ

ンターンシップでは事前学習で課題や目標を

明確にし、事後学習で実施内容のふり返りをし

っかり行うことで、効果的な学習を実施しまし

た。・本学では平成 28 年度から人間形成教育科

目に「基礎インターシップ」（16 カリ）を設け

ており、このインターンシップに参加した１年

生４名が前期に単位修得しました。 

・その他に、鳥取県内のインターンシップに 10

名、鳥取県外に 16 名が参加しました。（28 年度

23 名）・鳥取県内のインターンシップに参加し

た学生２名が専門科目「インターンシップ」（12

カリ）を履修し単位を取得しました。 
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再掲(No.006) 

○毎期実施する授業評価アン 

ケート等により、引き続き

授業の改善に取り組みま

す。 

・教員の授業評価アンケートを、前期末（15回目） 

に実施し（159 科目）、結果を教員にフィードバ

ックしました。各教員は授業評価アンケートを

実施した科目について、「授業の反省と改善」レ

ポートをＦＤ推進委員長宛てに提出し、改善の

取り組みを進めました。 

・後期も学期末（15 回目）に実施（183 科目）し

ました。今後、同様の対応を行う予定です。 

・授業アンケートの結果を受け、各教員が自己分

析を行い教育の改善方法を検討しています。授

業に対する学生の意見に対して、個々の教員が

内容を検討し、様々な工夫を行うようになりま

した。 

・学生の満足度の向上のため、1週間前に学内 Web

に講義テキストを公開し、事前に学生に提示す

ることで学習意欲を高めた事例もあります。 

 

    

⑥ TORC の調査研究手法等の

学生教育への活用 

 財団法人とっとり地域連

携・総合研究センター（以下

「TORC」という。）で培われた

地域活性化のノウハウや調査

研究手法を地域イノベーショ

ン研究センターに引き継ぎ、

鳥取を中心とした地域活性化

等の事例を授業等の中で活用

し、教育内容の充実につなげ

ます。 

 また、地域研究をテーマと

する学生は、地域イノベーシ

ョン研究センターの地域との

関係や調査研究手法を活用

し、研究内容の充実を図りま

す。 

⑥地域イノベーション研究セ

ンターのノウハウ等の学生教

育への活用 

(No.045) 

○地域イノベーション研究セ 

ンター兼任教員がそれぞれ

の専門分野において人間形

成科目の授業を担当するな

ど地域活性化のノウハウや

調査研究手法を教育に活用

し教育内容の充実につなげ

ます。 

・地域イノベーション研究センター長と平成 28

年 4 月に雇用した特命准教授、並びに関連教員

が「プロジェクト研究 1～4」、「鳥取学」等の地

域連携型ＰＢＬ科目“麒麟プロジェクト研究”

を担当するとともに、地域から教員が受託した

一部の受託研究の調査活動等に学生が参画さ

せることを通じて、地域活性化や地域課題への

解決にかかる教育内容の充実に取り組みまし

た。 

・また、上記特命准教授の指導のもと、本学学生

が日本財団事業「海と日本 PROJECT」に参画し、

地域の小学生に鳥取の海について教える企画

を実施するなど、学生教育に活用しました。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（４）教育環境の整備 

      

            

中期目標 学生が学習に打ち込める効果的な方策を講じ、山陰初の経営学部がこの地域における経営学の研究拠点となるなど、学習環

境の整備や図書等資料の充実を図る。 

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

新しい時代に対応した IT

環境や視聴覚機器の整備や学

術研究の高度化・多様化・国際

化に伴う学術情報基盤の整備

については、学生が学修に打

ち込むことができ、教育成果・

研究成果が挙げられるよう、

点検・充実します。 

 また、教職課程開設による

実験室、実験施設・設備につい

ては、平成 28 年度を目途に実

験研究棟を新たに整備しま

す。 

 異文化に触れ、海外に対す

る興味を高め、語学力の向上

に役立つ多文化交流空間英語

村を平成２４年に開設しまし

た。 

 教育・学修及び研究用図書

資料については、現在所蔵し

ている自然環境系及び経営系

の蔵書に加え、更にその周辺

分野も加え幅広く収集し、充

(No.046) 

○平成２９年８月の完成に向 

けて、大講義室２室からな

る新講義棟の整備を進めま

す。国際交流の拠点となる

セミナーハウスについて

は、引き続き整備に向けて

検討を行います。 

・大講義室２室からなる新講義棟は平成２９年８

月に完成し、同年９月から供用開始していま

す。 

・国際交流の拠点となるセミナーハウスについて

は、引き続き整備に向けて検討を行います。 
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実を図るとともに、企業や官

公庁が発行する刊行物や報告

書についても収集します。ま

た、山陰初の経営学部として、

専門書の整備も進め、地域に

おける経営学の研究拠点とな

るよう経営系の資料の充実を

図ります。 

 さらに、電子情報資源の充

実や電子情報を有効に活用す

るために、情報環境の整備・充

実を図ります。 

(No.047) 

○引き続き、教育・学習及び研 

究用図書資料等の充実と、

情報環境の整備・充実を図

ります。また、平成２８年度

から一部運用を開始した情

報システム運用管理のアウ

トソーシングを平成２９年

度も推し進め、年度中に完

全運用を行うことにより、

安定した情報教育環境を整

えます。 

・新講義棟建設に伴う同建物内の情報環境の整備

を完了しました。 

・来年度に大学全体の情報ネットワークシステム

の更新整備を計画しており、そのための準備を

進めています。 

・本学情報システム運用管理のアウトソーシング

を進めています。本年度は委託業者への業務移

管を行っており、運用管理の移管がほぼ終了し

ています。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（５）就職支援 

      

            

中期目標 ① 卒業後の出口を見据えたキャリア教育がなされるための方針を明確化し、インターンシップ回数等の具体の数値目標を

掲げるとともに、キャリア科目の充実、体系的な就職指導の実施や就職に有利となる資格取得の促進をするための学内

を挙げた体制を整備するなど、学生の就職活動支援を充実し、高い就職率の維持を図る。 

 達成すべき数値目標等  

  ・就職率  … 100％を目標としつつ、中期目標期間内に就職状況調査大学平均以上（H22 年度 91.1%）を達成（特 

に県内企業への就職率の向上に重点的に取り組み、県内企業への就職希望者の県内企業就職率の向

上を推進する。） 

② 環境意識の高い人材を輩出するため、大学独自の環境に関する認定資格制度を創設するとともに、環境に関する資格取

得を促進する。 

 達成すべき数値目標等  

    ・ＥＣＯ検定受検 … 学生全員の受検を目指し、中期目標期間内に 300 人の検定取得を達成 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

① キャリア教育方針の明確

化と学生への就職活動支援  

大学が基本理念の下に育成し

た人材が、社会で活躍し貢献

するため、体系的なキャリア

教育ときめ細かい進路指導等

により、学生が描く目標を実

現するための支援を行いま

す。 

〔キャリア教育〕 

職業観・勤労観、進路選択に必

要な能力や心構えを修得する

とともに、実際に企業・団体等

での就業体験を通し、将来の

職業選択に活かすインターン

①キャリア教育方針の明確化

と学生への就職活動支援 

(No.048)                           

○体系的なキャリア教育の実 

施ときめ細かな指導によ

り、引き続き学生が描く目

標の実現を支援します。 

〔キャリア教育〕 

・「キャリアデザイン A」（フ 

レッシャーズセミナーを

含む）を必修科目として

開講します。また、２年次

科目として「キャリアデ

ザインＢ」を開講し、担当

教員による講義の他、各

〔キャリアデザイン科目〕 

・「キャリアデザインＡ(16 カリ)／Ⅰ(12 カリ)・ 

キャリアデザイン B(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)・

キャリアデザインⅢ(12 カリ)」を開講しまし

た。 

・「キャリアデザイン B(16 カリ)／Ⅱ(12 カリ)」

では外部講師５ｺﾏを地元の企業等から招聘し

ました。 

 5 月 12 日 鳥取市職員（2名）（行政） 

 5 月 26 日 株式会社鳥取銀行行員（金融） 

 6 月 9 日 寿製菓株式会社社員（2名）（製  

造） 

 6 月 23 日 株式会社小銭屋社長（サービス） 

 7 月 7 日 個人事業主・元株式会社リクルー 

ト社員（商社） 
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シップを実施します。 

〔就職支援体制〕 

企業開拓員を県内・県外に配

置して積極的に企業開拓を行

うとともに、企業訪問を通し

て求人情報等を収集し、学生

に情報をタイムリーに提供し

ます。特に鳥取県内に複数の

企業開拓員を配置し、山陰エ

リアの就職情報をきめ細かく

収集し、県内企業への就職率

の向上を図ります。また、今

後、就職希望が増加する兵庫、

大阪などの関西地方に企業と

つながりを持つ人材を追加配

置するなど体制を増強し、岡

山、広島などの山陽地方にも

新たに同様な人材を配置し、

これらの地域での就職先開拓

を推進します。 

 個別の学生に対しては、小

規模大学である利点を生か

し、キャリア支援課を中心に

一人ひとりの進路希望や就職

活動状況を把握し、きめ細か

くサポートを行います。加え

て、新たに就職情報に精通し

た人材による学生への実践的

な就職指導を行います。 

さらに、定期的な就職ガイダ

ンスの開催のほか、就職活動

に対する経済的支援制度の導

入、学内合同企業説明会、同窓

会と連携した就職相談会、企

界からゲストスピーカー

を招き、さまざまな職業

に触れ学生自らのキャリ

アについて考えるきっか

けを作ります。１２年度

カリキュラム対象学生に

は「キャリアデザインⅢ」

を選択科目として開講し

ます。 

〔就職支援体制〕 

・鳥取県東部・西部、関西、 

岡山に配置した企業開拓

担当参与が、企業開拓、企

業訪問を拡大します。ま

た、各地の参与も積極的

に学生指導に関わり内定

獲得を支援します。 

・関西オフィスを活用し、 

関西以東の企業開拓、学 

生の就職活動支援を強化 

します。 

・就職担当職員が３年生全 

員と面談し、個々の進路

希望等を把握し、就職支

援を実施します。夏休み

直前の７月及び就職活動

に入る前の１～２月の２

回実施し、より的確に学

生の状況を把握します。 

・企業の採用コンサルタン 

ト経験を持つ講師による

個人就職指導、及び専門

のキャリアカウンセラー

によるカウンセリングを

 

〔就職支援体制〕 

・鳥取県東部・西部、岡山、関西に企業開拓担 

当参与を配置し、企業訪問や学生の就職活動指

導を行いました。 

 ４月～1月の活動状況 

 県東部 企業訪問のべ 19 社、学生指導のべ 

33 名 

 県西部 企業訪問のべ 267 社、学生指導のべ 

31 名 

 関西  企業訪問のべ 209 社、学生指導のべ 

72 名 

 岡山  企業訪問のべ 271 社、学生指導のべ 

38 名 

・就職担当職員により３年次生との面談を行い

ました。 

 夏（７～8月）：197 名  

冬（１～２月）：49名 

・就活実践個人指導（毎週木曜日と金曜日）と

キャリアカウンセリング（隔週月曜日、毎週

火曜日）を行いました。（延べ利用人数 168

名） 

・進路、就職ガイダンスを行いました。 

 １、２、４年生 年２回前期の初めに実施 

 ３年生 前期 14回実施、後期はキャリア 

デザインⅢの正規科目として 15 コマ開講 

・３年生に対して就職活動対策集中講座を開講 

しました。 

   ９月 20日～22 日 参加学生数 20 名  

 ・学生の企業訪問や採用試験受験に要する交通 

費等の一部助成を行いました。 

   鳥取ー大阪間、鳥取-岡山間バス回数券  

（1,650 円で販売） 600 枚販売 

   交通費補助 85 名、580,000 円 
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業懇談会等を実施します。 

 就職支援においても設置者

である鳥取県・鳥取市との連

携を深め、関係部署、県外事務

所の協力を得て、企業開拓等

を推進します。 

〔資格取得支援〕 

 就職活動に有利となる税理

士、簿記、宅地建物取引主任者

等の資格取得や公務員試験対

策について、外部専門学校等

と提携して講座を開設するな

ど、キャリアディペロップメ

ントプログラムをスタートさ

せます。  

 中期計画期間内に、大学卒

業予定者の就職内定率（平成

23年度大学等卒業予定者の就

職内定状況調査（厚生労働省）

国公立大学平均 95.4％）以上

を達成することとし、就職内

定率の向上を図ります。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

・就職率 

 平成 24： 

全国国公立大学平均値の

△3ポイント以内 

平成 25： 

全国国公立大学平均値の

△2ポイント以内 

平成 26： 

全国国公立大学平均値の

△1ポイント以内 

継続して実施します。 

・１、２年生対象の進路ガ

イダンス、３年生対象の

就職ガイダンスを開催

し、就職に対する意識向

上と就職活動スキルを高

めます。 

・学生の企業訪問や採用試

験受験に要する交通費等

の一部助成等、経済的な

支援を行います。 

・鳥取労働局（ハローワー

ク鳥取）との共催により

学内就職面接会を開催

し、卒業予定者の就職活

動を支援します。 

・学内合同企業説明会（県

と連携）、同窓会と連携し

た就職相談会、企業懇談

会等を実施します。 

・インターンシップの内容

の充実に努め、鳥取県イ

ンターンシップ推進協議

会と連携し参加学生の増

加を図ります。 

・ＣＯＣ＋事業において、

大学と企業・行政が平成

２８年３月に締結した協

定に基づいて、地元への

就職が進むようインター

ンシップの方法等につい

て、企業・行政と一緒にな

って検討していきます。 

・学内個別企業説明会の開

   宿泊費補助 19 名、72,600 円 

 ・学内個別企業説明会を 4月より随時開催しま 

した。（延べ 90社開催） 

・企業懇談会を開催しました。 

  岡山会場  10 月 30 日 参加 41社 51名 

  大阪会場  11 月 16 日 参加 49社 59 名 

  名古屋会場 12 月 7日 参加 17 社 21 名 

・学内合同企業説明会（県と連携）を開催しま 

した。 

  11 月 30 日 鳥取県共催 産業企業紹介フ 

ェア（30社参加、学生 86 名 

参加） 

   12 月 14 日 鳥取県共催 産業企業紹介フ 

ェア（30社参加、学生 30 名 

参加） 

〔インターンシップ〕 

 ・鳥取県の地域社会と産業を担う中核的な人材 

として育成し、定着させるため、県内の高等

教育機関、産業界（経済団体、企業）、鳥取県

が連携し、鳥取県インターンシップ推進協議

会を平成 27 年５月に立ち上げました。 

・鳥取県インターンシップ推進協議会が行う地 

域協働型インターンシップは、協力企業が約

150 社以上に増えました。また、このインタ

ーンシップに参加する学生数は、夏季休暇中

に 54名（平成 2827 年度は 19名）、春季休暇

中は 15 名（同 20 名）と昨年度よりも倍増と

なりました。このインターンシップでは事前

学習で課題や目標を明確にし、事後学習で実

施内容のふり返りをしっかり行うことで、効

果的な学習を実施しました。 

・本学では平成 28年度から人間形成教育科目 

に「基礎インターシップ」（16 カリ）を設け

ており、このインターンシップに参加した１
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平成 27 以降： 

全国国公立大学平均値以

上 

催回数を増やし、学生と

企業の接触機会を増やし

ます。 

・鳥取県・鳥取市との連携

による企業開拓等を推進

します。 

〔資格取得支援〕 

・簿記、ファイナンシャル 

プランナー、ＴＯＥＩＣ

等の資格取得や公務員試

験対策について、外部専

門学校等と提携して講座

を開設し、また、合格者

には、検定料の半額（上

限 3,000 円）を補助しま

す。        

年生４名が前期に単位修得しました。・その

他に、鳥取県内のインターンシップに 10 名、

鳥取県外に 16 名が参加しました。（28 年度

23 名）・鳥取県内のインターンシップに参加

した学生２名が専門科目「インターンシッ

プ」（12 カリ）を履修し単位を取得しました。 

〔資格取得支援〕 

・平成 29年度は、クレアール、ＬＥＣ東京リ 

ーガルマインドと提携し、各種資格取得支援

講座を開講しました。・検定合格実績は、簿記

2級 3名、簿記 3級 6名、FP2 級 0 名、FP3 級

9 名でした。・検定合格者には、検定料の半額

を補助しました。 

(No.049) 

○卒業生の就職内定率は、全

国国公立大学平均値以上を目

指します。 

・平成 30 年３月卒業生（環境学部・経営学部）

の就職内定率は 98.9%で、平成 29 年３月卒業生

より 1.7 ポイント増加しました。 

・全国国公立大学平均値は 98.0%で、全国国公立

大学平均値より 0.9 ポイント増加しました。 

4 
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② 環境意識の高い人材の輩

出  

環境意識の高い人材を輩出

するため、大学独自の環境に

関する認定資格制度を創設し

ます。 環境に関する知識、活

動等の一定の基準を満たした

学生に対しては、「鳥取環境大

学環境士（TUES 環境士）」を認

定し、認定者には環境に関す

る知識と行動力を持った学生

であることを保証するととも

に、就職活動でのアピール効

果を発揮させます。 ECO検定

取得のための対策講座を開講

し、検定合格者には検定料の

一部を助成するなど、中期計

画期間内に 300 人の検定取得

を達成します。 

 

【数値指標の年次的目標等】・

ECO 検定合格者 

毎年度平均 50人以上 

②環境意識の高い人材の輩出 

(No.050) 

○引き続き本学独自の環境に

関する認定資格制度「鳥取

環境大学環境士（TUES 環境

士）」を学生に周知し、資格

取得を促します。 

・ガイダンス等を通じて環境士制度の内容を説明

し、取得の促進に努めました。.・平成 29 年度は、

ＴＵＥＳ環境士として認定した学生はいません

でした。今中期計画期間累計は６名となり、中期

計画目標４名を上回りました。引き続き学生に対

して制度内容を周知し、資格取得を促します。 
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(No.051) 

○ECO検定について、検定合格 

者には検定料の全額助成や

表彰規程に基づき表彰する

など取得を促進し、５０人

以上の合格者を目指しま

す。 

・12 カリの環境マインド科目「環境と開発」にお

いて、検定に対応した内容の講義を実施しまし

た。 

・公式テキスト（定価 2,808 円）を、講義受講者

及び検定受験希望者に 1,000 円で販売しまし

た。 

・平成 29 年度 ECO 検定合格者数は 52 名でした

(平成 28 年度は 158 名)。 

5 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（６）学生支援 

      

            

中期目標 ① 学生の自主的な学習活動や課外活動の支援と、相談体制の充実を図る。 

② 学生生活を送るために必要な最新の情報を常に収集し、適切に伝えられる仕組みの構築を図る。 

③ 充実したキャンパスライフを提供するため、学生満足度を適切に把握・検証し、高めるための効果的な策を講じ、快適な 

環境整備やアメニティの向上を図る。 

④ 家庭の経済環境の厳しい学生に対する奨学制度などの経済的支援の充実を図る。 

⑤ 留学生の拡大と、留学支援制度の検討や国際交流窓口の設置など国際交流に関するサポート体制の強化を図る。 

    達成すべき数値目標等  

    ・退学率（※）… 公立化前最小値 9.1％以下を目指す。 

       （※退学率は、入学者のうち４年間で卒業を待たずに退学した学生の割合） 

     ・留学経験  … 留学経験学生を中期目標期間内で 150 人を目指す。 

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

① 学生の学修活動等の支援

と相談体制の充実  

 学生の学修活動や学生生活

に対する個人的な相談に応

じ、適切な指導と助言を行い、

学生が充実した大学生活を送

ることができるよう、指導教

員（チューター）制度を充実し

ます。併せて図書館における

レファレンスサービスやパソ

コンの修理・使用に関する相

談などの学修活動支援を充実

します。 

 学生が健康的な生活を送る

ことができるよう、保健セン

①学生の学習活動等の支援と

相談体制の充実  

(No.052) 

○指導教員（チューター）がオ 

フィスアワーなどで学生の

相談に応じ、学習活動等を

支援します。また、学生フォ

ロー制度で欠席の多い学生

を早期に把握し、当該学生

に対し、早めにフォローア

ップしていきます。 

・各教員が毎期週 2回オフィスアワーを実施して

います。 

・１年生については、前期・後期について必修科

目から２科目を選択して、２年生については、

前期について必修科目のうち、１科目を選択し

て、講義４回終了時に３回以上欠席している学

生を対象に、チューターと学務課がフォロー面

談（〔前期〕8人、〔後期 15 人〕）を実施しまし

た。（平成 28年度〔前期〕14 人、〔後期〕11人） 

・１年生のフォロー対象者は、前期０人、後期 11

人で平成 28 年度と比較して、大きな変化はあ

りませんでした。（平成 28 年度〔前期〕０人、

〔後期〕11 人） 

今後も引き続き学生フォローを続けていきま

す。 
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43



ターを設置し、常時保健師を

配置し、医療機関との連携に

より、心身の相談に親身に対

応するとともに、より専門的

な見地からの健康相談、メン

タルヘルス相談を月 1 回実施

します。さらに、契約医師を随

時紹介するなどの健康管理体

制を充実します。 

障がいのある学生も他の学生

と同様に学修活動を行うこと

ができるよう、施設のユニバ

ーサルデザイン化やノートテ

イカー（要約筆記者）の配置な

ど学修環境を整備するととも

に、個別の相談対応などサポ

ートを行います。 

 また、鳥取県体育協会、鳥取

県教育委員会と連携強化を図

り、外部指導者を招聘するな

どクラブ活動に対する支援を

強化し、競技力の向上を図り

ます。 

再掲(No.019) 

○レファレンス機能の充実を

図るため平成２８年度に事

務職員１人が新たに司書資

格を取得しました。引き続

き、図書館の図書やレファ

レンス機能の充実を図って

いきます。 

・図書整備については、学部用図書の整備継続に

加え、平成 28 年度から引き続き、新研究科用

図書の充実を図りました。整備実績は 2,889 冊

9,804 千円となり、このうち新研究科用図書が

775 冊 4,418 千円となっています。 

・平成 28 年度に初めて取り組んだブックハンテ

ィングを平成 29 年度は年 2 回実施し、学生目

線の選書による図書の充実を図りました。（第

１回 122 冊、第２回 123 冊、計 245 冊整備） 

・電子データベースの利用促進を図るため、12月

20 日に利用講習会を初めて開催しました。（教

員 13人、学生 31 人が参加） 4 
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 学生表彰制度を設け、学業

成績が優秀な学生や、課外活

動等で顕著な成果を上げた学

生、社会に貢献した学生を表

彰し、更なる活動の活発化に

つなげます。 

 学生アンケートの実施や学

生団体と定期的に意見交換会

を開き、常に学生の意見や要

望・提案を聞く体制を作り、安

全で充実した大学生活を送る

ことができる環境を整備して

いきます。 

 退学率を減少させるための

対策として、学生フォロー制

度により授業への出席状況等

を把握し、学生部長の下、チュ

ーター、事務局及び保護者と

が連携しながら、その原因を

調査し、面談等を通じて早期

退学者対策を実施していくこ

とにより、退学率を次の数値

指標以下とすることを目指し

ます。 

 

 

(No.053) 

○保健師・臨床心理士が常駐

し、学生、教職員の健康相談

に的確に対応するととも

に、心の悩みを個別にカウ

ンセリングし、医療機関へ

の引き継ぎを行うなどメン

タルヘルス対策を充実して

いきます。また、医療機関と

の連携により、健康相談、メ

ンタルヘルス相談を月１回

実施します。 

〔保健室〕 

・常勤の保健師１名を配置し、応急処置などの対

応をしています。平成 29年年度の対応件数は、

716 件（学生 456 件、教職員 254 件、その他 6

件）、救急搬送１件（学生）、受診付き添い４件

（学生）でした。 

・学校医による健康相談は月２回の相談（４～３

月）を実施し、15件（学生 7件、教職員 8件）

の相談がありました。 

〔こころの相談室〕 

・常勤の臨床心理士１名を配置し、カウンセリン

グなどの対応をしています。平成 29 年度４月

～３月の相談件数は 334 件（学生 277 件、教職

員 45 件、保護者 12 件）でした。 

・学校医による健康相談（メンタル）は月１回の

相談（４～３月）を実施し、11 件の相談があり

ました。 

〔保健室・相談室共通〕 

・ストレスマネジメントとして、グループワーク

を複数回実施しました（料理教室、お弁当教室、

座禅体験）。 

・鳥取県と共同で「ストレス測定」イベントを実

施しました。 

・新入生全員を対象に UPI 健康調査を実施しまし

た。結果から気になる学生には個別面談を実施

しました。 
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【数値指標の年次的目標等】 

・退学率（入学者のうち４年 

間で卒業を待たずに退学し 

た学生の割合）  

H24 13.0％以下 

H25 12.0％以下  

H26 11.0％以下  

H27  9.5％以下 

H28  9.3％以下 

H29  9.1％以下 

・退学率 ２．６５％以下（年 

度当初の在校学生のうち当

該年度内に退学した学生の

割合。数値は文部科学省調

査による平成 24 年度国公

私立大学の平均退学率） 

(No.054) 

○これまでも、視覚に障がい

のある学生等への要約筆記

を実施しており、さらに平

成２８年度から施行された

障害者差別解消法の趣旨を

踏まえ、入試を含めて入学

前の対応、入学後の常勤の

臨床心理士による定期的な

カウンセリングの実施、バ

リアフリーに対応した施設

整備及び学生に対しての教

育（あいサポート研修の受

講）等のインクルーシブ教

育に取り組みます。 

・障害者差別解消法への対応のひとつとして、鳥

取大学の学生支援センターが主催する、鳥取県

内の高等教育機関の情報交換会に参加しまし

た。 

・障がいのある学生等について、学生担当、教務

担当、保健室、相談室の各担当者が定期的に情

報の交換や共有を行い、保健師や臨床心理士の

専門的判断を踏まえつつ、必要に応じて当該学

生の所属する学部の長やチューター等に配慮

や対応を依頼するなどの支援を行いました。 

・常勤の臨床心理士１名を配置し、カウンセリン

グなどの対応をしています。平成 29 年度４月

～３月の相談件数は 334 件（学生 277 件、教職

員 45 件、保護者 12 件）でした。（再掲） 

・学校医による健康相談（メンタル）は月１回の

相談（４～３月）を実施し、11 件の相談があり

ました。（再掲） 

・今後、特に身体に障害のある学生が入学する場

合には、バリアフリーに対応した施設整備、学

生に対するインクルーシブ教育について取り

組んで行きます。 
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（No.055） 

○学生団体強化支援の認定及 

び強化支援に関する要綱に

基づき、本学独自の強化部

育成対策など、クラブ活動

に対する支援を行います。 

・平成 26 年 10 月に、「鳥取環境大学学生団体強

化支援の認定及び強化支援に関する要綱」を制

定しました。平成 29 年度は、4団体（体育系 3

団体、文化系 1団体）を強化支援しました。（平

成 28 年度強化支援団体・体育系 2 団体、文化

系 3団体。） 4 
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(No.056) 

○学業成績が優秀な学生や、

課外活動等で顕著な成果を

上げた学生、各種資格・検定

に合格した学生を表彰し、

学修意欲の向上や課外活動

の充実につなげます。 

・平成 29年度は表彰対象者が 50 名以上であり、

課外活動でも 2名を表彰しました（全国大学ビ

ブリオバトル 2016 京都決戦中国地区Ａブロッ

ク代表、第 19 回日中韓三カ国環境大臣会合

（TEMM19）ユースフォーラム日本代表）。 

※申請制 

【表彰対象者】（ ）内は平成 28 年度実績 学業

成績優秀者 2名（2名） 

TUES 環境士 0名（2名） 

簿記 2級 3 名（2名） 

FP 技能検定 2級 0名（2名） 

TOEIC（IP 含む）600 点以上 5名（12 名） 

TOEIC（IP 含む）730 点以上 4名（1名） 

英語検定準 1級 0名（1名） 

ECO 検定 43 名（152 名）  

課外活動 2 名（1名） 
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(No.057) 

○学友会との意見交換会の実 

施や、学生・職員提案制度な

どから、学生、教職員の意

見・要望・提案を聞き大学運

営に活かします。 

学友会との意見交換会については、前期及び後期

に、学友会への確認をしましたが、特に意見交換

会を要望することはありませんでした。なお、相

談事があれば、必要に応じて相談できるようにし

ています。 

学生・職員提案制度については、授業に関するこ

と３件、図書に関すること１件、施設等に関する

こと３件の学生提案がありました。2017 年度から

午前中の授業開始時間を 10 分早めたことに対し

て、もとに戻して欲しいという提案がありました

が、授業開始時間を 10 分早めると、休憩時間が

40 分となり、落ち着いて昼食をとることが難しく

なることを説明しました。学部共通・基礎科目の

相互受講については、現在でも他学部の専門科目

が受講可能であり、受講方法などの説明をしまし

た。英語の履修期間に関する提案は、現状につい

て充分な説明をしました。実験研究棟の屋上の緑

の電飾に関する提案、ビオトープの設置やトレイ

の石けんに関する提案についても充分な説明を

し、理解を求めました。図書館費用の増額につい

ては、全国の同規模大学と比較しても充分な予算

を確保していることを説明し、併せて次年度、新

たに図書館内に「ラーニングコモンズ」を新設す

るための予算を計上したことを説明しました。 

4 
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(No.058) 

○副学長（学生生活・就職担

当）の下、指導教員（チュー

ター）、事務局及び保護者が

連携しながら、学生支援を

行うことにより、入学後４

年間での退学率 9.3 ％以下

を目指します。また、年度当

初の在校学生のうち当該年

度内に退学した学生の割合

を国公立大学の平均退学率

2.65％（文部科学省調査に

よる平均２４年度実績）以

下を目指します。    

・学生フォロー体制の運用で、指定科目を 3回以

上欠席した学生に対して、チューターと学務課

による面談の実施等により、平成 29 年度卒業

生の退学率は、6.63%でした。（平成 28 年度

4.75%） 

・平成 29 年度中に退学した学生（除籍を含む）

は 24人で、退学率としては 1.94％（新基準）

でした。（平成 28 年度 2.51％）＊除籍を除いた

場合、平成 29 年度卒業生の退学率は 5.42%、平

成 29 年度中に退学した学生の退学率は

1.62％。 

4 

    

② 学生への情報伝達体制の

構築 

 休講情報、気象情報、防犯情

報、その他緊急を要する情報

など、学内 WEB や掲示板を活

用して学生に迅速に伝達し、

安全で快適な学生生活を送る

ことができる仕組を構築しま

す。 

②学生への情報伝達体制の構

築 

(No.059) 

○休講情報、気象情報、防犯情 

報、その他緊急を要する情

報を学内 WEB や掲示板、デ

ジタルサイネージを活用し

学生へ迅速に伝達します。 

・気象情報、その他緊急を要する情報等を、11講

義室前の掲示板に掲示するとともに、必要に応

じて Web 掲示板、本部講義棟 1階・学生センタ

ー1階・情報メディアセンターギャラリー、教

育研究棟 1階・2階のデジタルサイネージ、全

学生への一斉メール等で迅速な情報伝達を行

いました。 

・休講情報については 11 講義室前の掲示板への

掲示を行い、気象警報等発令に伴う全学休講に

関しては、学外ホームページに掲載しました。 

4 
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③ 快適な環境整備やアメニ

ティの向上  

充実したキャンパスライフ

を提供するため、定期的な施

設設備の点検、防犯体制の整

備、個人情報の管理、ハラスメ

ントの事前防止対策等に取り

組みます。  

また、学生アンケート、学生

団体との意見交換会、教職員

等から集めた学生からの意

見・要望などを集約し、学修環

境の整備、課外活動の支援を

含め、安全で快適な大学生活

の確保のための対策を講じ、

更なる快適な環境の整備、ア

メニティの向上を図ります。 

③快適な環境整備やアメニテ

ィの向上 

（No.060） 

○学生生活実態アンケート、

学友会との意見交換会や、

学生・職員提案制度などか

ら、学生・教職員等の意見・

要望・提案を集め、環境整備

やアメニティの向上に活か

します。 

（再掲）学友会との意見交換会については、前期

及び後期に、学友会への確認をしましたが、特に

意見交換会を要望することはありませんでした。

なお、相談事があれば、必要に応じて相談できる

ようにしています。学生・職員提案制度について

は、授業に関すること３件、図書に関すること１

件、施設等に関すること３件の学生提案がありま

した。2017 年度から午前中の授業開始時間を 10

分早めたことに対して、もとに戻して欲しいとい

う提案がありましたが、授業開始時間を 10 分早

めると、休憩時間が 40 分となり、落ち着いて昼

食をとることが難しくなることを説明しました。

学部共通・基礎科目の相互受講については、現在

でも他学部の専門科目が受講可能であり、受講方

法などの説明をしました。英語の履修期間に関す

る提案は、現状について充分な説明をしました。

実験研究棟の屋上の緑の電飾に関する提案、ビオ

トープの設置やトレイの石けんに関する提案に

ついても充分な説明をし、理解を求めました。図

書館費用の増額については、全国の同規模大学と

比較しても充分な予算を確保していることを説

明し、併せて次年度、新たに図書館内に「ラーニ

ングコモンズ」を新設するための予算を計上した

ことを説明しました。 

4 
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(No.061) 

○路線バスとスクールバスを 

連携させた学生生活・学外

学修交通システムが、より

利便性の高い学生の通学手

段となるように内容の改善

に努めます。また、路線バス

を利用することで、学生と

地域の連携や公共交通機関

の活性化に公立大学として

寄与します。 

・平成 28 年度に引き続き、日本交通と契約を締

結し、日本交通の路線バスを利用した通学と授

業時間に合わせた専用便（スクールバス）を運

行することにより、学生の通学手段を確保しま

した。平成 29 年度から午前中の授業開始時間

が 10 分早くなることから、専用便の一部のダ

イヤを変更し、利便性の向上に努めました。路

線・便数については、平成 28 年度と同じく鳥

取駅南口と本学間に、内吉方・雲山・桜谷経由

を 8便、市立病院経由を４便運行しました。 

・日本交通が平成 29 年 5 月に実施した路線バス

の乗降調査によると、平日は約 530 人、休日は

約 230 人の学生が利用していました。また、専

用便については、同年７月及び 11 月に実施し

た乗降調査によると、約 320 人の学生が利用し

ていました。 
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④ 経済的支援の充実 厳し

い経済的状況にあっても学

生が学業に専念できる環境

を整備するため、学生の状

況、他の公立大学の取組状

況等を十分調査・検討し、授

業料減免制度など経済的支

援策を講じます。 また、経

済上の理由でやむを得ずア

ルバイトを必要とする学生

に対して、学費確保の一助

として、学生にふさわしい

職種の仕事を紹介します。

学内においても学業とかか

わりの深い英語村活動補

助、授業補助、学内環境整備

などの業務について学生の

活用の拡大を検討します。 

④経済的支援の充実 

(No.062) 

○生活保護世帯や住民税非課

税世帯を対象として授業料

減免制度（半免・全免）を実

施し経済的に恵まれない学

生を支援します。また、遠隔

地から通学する学生への負

担を軽減するため通学費の

補助を行います。 

・授業料減免制度として、以下の制度を導入して

います。 

＜授業料半額免除制度＞同一生計の世帯全員が

住民税非課税であること（学業成績について 1

年次は前期 16 単位以上、2 年次は 1 年次に 32

単位以上、3年次は 2年次に 64単位以上、4 年

次は 3 年次までの全ての必修科目と 96 単位以

上の修得条件あり） 

＜授業料全額免除制度＞上記半額免除対象者の

うち成績上位者または生活保護世帯が対象（但

し、家計急変の場合は個別対応） 

 平成 29年度実績（半額免除 29 名、全額免除

20 名） 

 平成 28年度実績（半額免除 36 名、全額免除

19 名） 

 平成 27年度実績（半額免除 43 名、全額免除

22 名） 

 平成 26年度実績（半額免除 39 名、全額免除

19 名） 

・鳥取県内に居住し、1か月の通学定期券代が

10,000 円を超えるような遠隔地から通学し

ている学生 2名に対し、通学定期券代の一部

を補助しました。 

＜鳥取県内出身学生生活支援給付金＞ 

 平成 29年度以降の学部入学生で、次の①～③

のうち、いずれかを満たすもの。 

①入学前年の 4 月 1 日から引き続き鳥取県

内に住所を有している者、②入学前年の 4

月 1 日から配偶者または 1 親等の親族が引

き続き鳥取県内に住所を有している者、③

理事長が①又は②に該当すると認める者。 

前期 受給者 41 名 加算金受給者 10 名 

後期 受給者 44 名 加算金受給者 10 名 

4 

    

52



（No.063） 

○本年度の本県出身の入学生 

から、生活に係る費用の一

部を支援する「鳥取県内出

身学生生活支援制度」を創

設します。 

・平成 29 年度から本県出身の入学生を対象に、

「鳥取県内出身学生生活支援制度を開始し、申

請者に対して給付金を支給しました。 

 

・申請者数  前期 41 人  後期 ４４人 

5 

    

(No.064) 

○学生の経済的支援の一助と

して、引き続き学内で発生

する教育研究補助等の作業

に学生をアルバイトとして

活用します。 

・危険を伴う環境整備作業を避け、ヘルプデスク

や要約筆記等学内で行うアルバイトの活用に

努めました。・授業補助作業の他、他大学との連

携事業、公開講座等でもアルバイトを雇用し、

学業と関わりの深い分野において作業対象が

広がりました。 
4 

    

⑤ 国際交流に関するサポー

ト体制の強化  

 外国人留学生の受け入れに

伴い、日本語科目の開設等の

教育環境の整備や、授業料減

免等の経済的支援制度の創

設、学修・生活支援のための相

談窓口の設置、留学生担当教

員の配置など、安心して大学

生活を送ることができる体制

を整備します。 

 また、英語村の利用による

⑤国際交流に関するサポート

体制の強化 

(No.065) 

○国際交流推進のための組織 

体制を引き続き整備すると

ともに、外国人留学生の受

け入れを行うため、引き続

き教育環境の整備や奨学制

度の実施、相談窓口の設置

など、安心して大学生活を

送ることができるよう外国

人留学生を支援します。 

・国際交流センターが行う国際交流活動を通じて

大学の国際化を推進しました。 

・国際交流センターに、韓国語・中国語圏担当専

門職員1名及び英語圏担当の専門職員を2名配

置して、外国人留学生や海外大学からの受入学

生の学習面や生活面の相談に対応しました。 

・平成 27 年度から本学独自の私費外国人留学生

の入学料・授業料減免制度を創設し、平成 29 年

度にはそれぞれ１人の減免を行いました。 

4 
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異文化体験や海外の学生との

交流等を通じ、海外留学につ

いての興味を高め、中期目標

期間内において留学経験者を

150 人に増大します。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

・留学経験学生 

  H24 20 人以上 

  H25 30 人以上 

  H26 30 人以上 

  H27 30 人以上  

  H28 30 人以上 

  H29 30 人以上 

(No.066) 

○英語村の利用による異文化 

体験、学生への情報発信及

び海外の学生との交流等を

通じ、引き続き海外留学に

対する興味を高めます。 

・英語村での活動を通じた異文化の紹介、国際交

流センター相談室や学内掲示板での海外留学

情報の提供、海外大学との学生間交流を通じ

て、本学学生の留学意欲を高めるよう努めまし

た。 

5 

    

(No.067) 

○留学を促進するため、留学 

先での取得単位を本学の単

位として認定する制度を、

検討します。また、海外語学

実習科目については、今後

の実施方法、実施校等につ

いて検討します。 

・学術交流協定等を締結してる海外の大学への留

学を利用して「海外英語実習(12 カリ)」「海外

語学実習(16 カリ)で単位認定する仕組みを整

えており、海外英語実習９名、海外語学実習８

名が単位修得しました。 

・清州大学との交換留学においては、帰国後に韓

国語担当教員の評価により「韓国語」の単位認

定する仕組みも整えています。 

・今後も引き続き、より学生が留学しやすい制度

設計について検討します。                         

4 

    

(No.068) 

○留学経験学生３０人以上を 

目指すとともに、引き続き

留学を促進するための経済

的支援制度を実施します。 

・平成 29 年度は、次のとおり海外大学との研修

交流等を実施しました。 

【平成 29年度実績 派遣 21名 受入 33 名】 

【派遣】 

 ①清州大学校（韓国） 

  参加希望者がおらず実施できず 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

  研修交流  2 名  

平成 29 年 8 月 18 日～9月 19 日 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学   

（ロシア） 

   双方の日程不調で実施出来ず 

3 
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【受入】 

 ①清州大学校（韓国） 

  交換留学 4名 

平成 29 年度半期ずつ各 2人 

  研修交流 15 名  

平成 29 年 8 月 15 日～18日 

  ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

   研修交流  2 名 

平成 29 年 11 月 27 日～12 月 25 日 

  ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロ 

シア） 

   先方の経済事情により中止 

  ④ミドルベリー大学（米国） 

   研修交流 12 名 

平成 29 年 10 月 28 日～10 月 30 日 

 

また、留学促進のため、海外留学支援補助金

制度を整えていますが、本学が指定する留学先

への留学者 19 名に 2 万円の補助金を支給しま

した。 

 ①メリルハースト大学（アメリカ） 

  語学研修（英語)4名 

平成 29 年 8 月 5 日～9月 4日 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

  語学研修(英語）11名 

平成 30 年 2 月 23 日～3月 19 日 

 ③トリニティ・ウエスタン大学（カナダ） 

  語学研修(英語)4 名 

平成 30 年 3 月 3 日～4月 3日 

 

 

 

 

 

55



大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ２ 研究 

（１）研究水準及び研究の成果等 

   

      

中期目標 サステイナビリティ研究所等での先進的な研究を更に継続・発展させ、持続可能な循環型社会の形成等に向けた世の中に役

立つ具体的な取組を展開する。また、大学全体の研究水準の向上を図るため、共同研究等の実施件数などについて明確な数値

目標を掲げ、それを達成するための取組を推進し、共同研究等の積極的な実施を図る。 

  達成すべき数値目標等  

  ・環境に関する国際会議、シンポジウム等 … 毎年度実施 
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

サステイナビリティ研究所

では、持続的な循環型社会の

形成等に向けた調査研究を継

続・発展させ、事例報告や研究

成果発表のための国際シンポ

ジウムや講演会を開催し、循

環型社会の形成に関する調

査・研究をリードする研究機

関としてその役割を果たしま

す。また、大学全体の研究水準

の向上を図るため、人的ネッ

トワークの活用や研究発表

会、シンポジウム、産学官懇談

会等で交流を深め、受託研究

や共同研究を積極的に実施し

ます。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

環境に関する国際会議、シン

ポジウム等を毎年度開催しま

す 

(No.069) 

○サステイナビリティ研究所 

では、引き続き循環型社会

形成等の先進的研究を行

い、事例報告や研究成果発

表のための国際シンポジウ

ムや講演会を開催します。 

・平成 29年 6月 23 日（金）、北とぴあ（東京都 

北区）にて特別企画シンポジウム「低炭素社会

に向けて～廃棄物処理と温暖化対策～」を開催

し、215 名の来場がありました。 

・また、「低炭素社会に向けて～埋立処分量を最

小化する処理システム～」を大阪（中央区）・東

京（渋谷区）の 2会場で実施しました。平成 29

年 12 月 7日（水）の大阪会場、12月 9 日（金）

の東京会場に合わせて205名の来場がありまし

た。 

・本学にて、平成 29 年 10 月 16 日（月）には、

特別企画シンポジウム「持続可能な社会と地域

づくりを考える ～持続可能な社会の実現に

向けて～（第３回）」を開催し、158 名の参加が

ありました。 

・また同じく本学にて、平成 29年 11 月 28 日（火）

には、国際シンポジウム「世界の廃棄物処理 

～埋立処分の役割と課題～」を開催。パドヴァ

大学（イタリア）ほか国内他大学・企業の研究

事例等を紹介し、300 名を超える参加がありま

した。 
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 (No.070) 

○研究発表会、シンポジウム、 

産学官懇談会等で交流を深

め、引き続き受託研究や共

同研究を推進します。 

・平成 29年 7月 26 日開催の「公立鳥取環境大学

を支援する会 定期総会」にて教員及び学生の

研究内容を発表したほか、平成 30年 2 月 19 日

開催の「公立鳥取環境大学との産学官連携に関

する懇談会」においても、教員及び学生による

研究成果の発表を行うとともに、公立鳥取環境

大学を支援する会の会員企業や鳥取県、鳥取市

との交流を行い、親交を深めました。 

・また、地域で開催される各種の産学官連携や地

域連携に関する会議や行事等にも積極的に参

加しました。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 ２ 研究 

（２）研究実施体制の整備 

      

 
          

中期目標 研究活動の活発化を図るため、競争的外部資金の獲得などについて、明確な数値目標を掲げ、教員による研究費の申請を促

し、研究活動の促進を図る。また、活発で積極的な申請を実現するため、事務的なサポート体制を構築し、申請数の拡大と質

の向上を図る。 

 達成すべき数値目標等  

 ・競争的外部資金の申請  … 全教員が申請に関わり、同規模（教員数）公立大の平均新規申請数 21件以上を達成 

 ・競争的外部資金の採択率 … 近県公立大学平均 35.3％（H22）以上の採択率（継続課題を含む。）を目指す。 

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

若手研究者の育成及び学長

のリーダーシップによる学内

プロジェクト研究の機動的実

施のために、学内に競争的研

究費を設けます。また、教員評

価制度において、研究実績を

評価項目の一つに掲げ、全教

員が研究に取り組み、研究活

動の活性化につなげる意識を

高めます。 

 事務的支援として、各学部

に事務職員を配置し、各種研

究費募集情報等を教員に迅速

に提供するなど応募の働きか

けを行うとともに、申請書の

作成等をサポートします。 

(No.071) 

○学内競争的研究費助成制度 

（特別研究費助成）による

研究支援や、各種研究費の

募集情報の迅速な提供など

により、若手研究者の育成

及び研究の活発化を図りま

す。 

・学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）

については、平成 29 年 4 月に「若手研究者助

成」「学外研究費獲得助成」「地域連携特別助成」

の 3区分で学内公募を行い、応募のあった課題

から18課題を選定して研究費を配分しました。

各種研究費の募集情報は、年間を通じて学内

Web やメール等で迅速に教員に情報提供しまし

た。 
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【数値目標等】 

・競争的外部資金の申請件数 

  平成 24 15 件以上 

平成 25 15 件以上 

平成 26 15 件以上 

  平成 27 21 件以上 

平成 28 21 件以上 

平成 29 21 件以上 

・競争的外部資金の採択率  

 毎年度、近県公立大学平均 

35.3％(平成 22)以上の採択

率（継続課題を含む。）を目

指します 

(No.072) 

○教員評価制度において、引 

き続き研究実績を評価し、

全教員が研究に取り組み、

研究活動の活性化につなげ

る意識を高めます。 

・平成２４年度から教員評価制度に取り組んでお 

り、研究活動についても評価しています。 

3 

    

(No.073) 

○競争的外部資金の申請２１ 

件以上、近県公立大学平均

採択率以上を目指します。 

・平成 29 年度の競争的外部資金の申請件数は、

科学研究費、鳥取県環境学術研究等振興事業等

の合計で 36 件（新規 29 件、継続 7 件）、その

うち採択件数は 9件(新規 2件：採択率 6.9%、

継続 7件）で、全体の採択率は 25.0%となり、

近県公立大学の採択率平均(35.3%)(継続課題

含む。)を下回りました。今後は大学全体で外部

資金の獲得に向けた対策を取っていきます。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ３ 社会貢献・地域貢献 

（１） 地域社会との連携 

   

      

中期目標 ① ＴＯＲＣの研究成果等を継承・発展し、地域経営に関する研究の充実・拡大と、地元の良さを引き出し、例えば地域の伝 

統産業の発展に寄与するなど、地域活性化を担う人材の育成に取り組む。 

② 各種の連携活動や公開講座などの地域社会に対する大学の教育・研究成果の還元に積極的に取り組み、かつ、大学の目的 

に合致し、地域社会のニーズに的確に応えられる内容となるよう、十分な企画・検討を行う。 

③ 地域社会と大学との連携を密にし、全県民に信頼される大学となることを目指し、各種連携活動等をスムーズに開始・展 

開するための窓口機能を強化するとともに、図書館の住民への更なる利用促進策や西部サテライトキャンパス等の効果 

的な活用策を講じるなど、県内全域にわたり地域貢献活動への取組を推進する。 

    達成すべき数値目標等  

    ・公開講座等の開催回数等 … 毎年 24回以上を実施し、中期目標期間内に年間 1,000 人の受講者数を達成 

    ・地域活性化・地域貢献に関する研究 … 研究テーマ数、成果の発表回数を公立化前（12テーマ、７回発表）及び 

ＴＯＲＣ時（11 テーマ、２回発表）より拡大       

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

① 「地（知）の拠点大学事業」

（COC 事業）」の取組み 

平成 27 年９月に文部科学省

の「地（知）の拠点大学事業」

（COC事業）に認定されたこと

を受け、本県東部地域を中心

にその現状と課題について把

握し理解を進めるため、本学、

関係市町村や企業が参加する

「とっとり麒麟地域活性化プ

ラットホーム」会議の活性化

を図る。また、「鳥取学」の必

修化等を段階的に進め、地域

志向科目群の充実を図るとと

もに、少人数のクラスを編成

し実際に地域に出かけ実践的

①「地（知）の拠点大学事業」

（COC 事業）」の取組み 

（No.74）                              

○事業協働地域である鳥取県 

東部地域を中心に「とっと

り麒麟地域活性化プラット

フォーム」との連携を深め

つつ、地域の現状と課題に

ついて把握し、理解を深め

るための教育研究活動を目

指します。 

・「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム」

に置かれた地域連携推進会議の議長を地域イ

ノベーション研究センター長が、副議長を地域

連携コーディネーターが務めるとともに、地域

連携コーディネーターが中心となって、プラッ

トフォームの事務局を運営しています。 

・今年度は、平成 29 年 11 月 21 日に「第 4 回地

域連携推進会議」を開催し、平成 30 年 4 月よ

り中核市に移行する鳥取市から連携中枢都市

圏構想に関する報告があり、これを受けて本学

と地域（自治体、企業など）との連携について

意見交換を行いました。 

・この結果を受けて、平成 30年 3月 16 日には地

元自治体、企業、教員及び学生が、地域課題の

解決に向けたワークショップを開催しました。 

 

4 

    

60



な問題発見・解決力を養う地

域 連 携 型 少 人 数 Ｐ Ｂ Ｌ

（Project-Based Learning）

であるプロジェクト研究によ

り、地域に愛着を持つ地域志

向の人材の育成に努めます。 

また、カリキュラム改革を確

実に推進及び地域との連携を

着実に推進していくため、専

任教員１名を雇用します。 

（No.75）                                   

○「鳥取学」の必修化等カリ 

キュラム改革を段階的に進

めることにより地域指向科

目群の充実や少人数のクラ

スを編成し実際に地域に出

かけ実践的な問題発見・解

決力を養う地域連携型少人

数ＰＢＬ（Project-Based 

Learning）であるプロジェ

クト研究を実施します。 

・小人数制 PBL である「プロジェクト研究１・２・ 

３・４(16 カリ)」において、９課題を地域連携

型の課題（麒麟プロジェクト研究）とし、環境

学部と経営学部の全学生が、2年生終了までに

この麒麟プロジェクト研究を履修するシステ

ムを構築しました。また、全学生が履修する「鳥

取学（2単位、必修）」をカリキュラムに加え、

平成 28 年度後期より開講しています。 

・さらに、環境学部 1年生配当の「環境学フィー

ルド演習」を地域志向科目とし、鳥取県東部の

自然、社会、文化およびそれぞれの課題などを

学習しています。 

・「特別演習(16)／特別実習・演習(12)（地域社会

体験学習）」（１年次配当）を地域志向科目とし

て設定し、ＳＣ鳥取が運営するプロサッカーチ

ーム・ガイナーレ鳥取のホームゲームに関わる

会社業務の一環を体験実習しました。  

前期 20 名、後期 14名 

・平成 29 年度からは環境学部 2 年生配当の「自

然環境保全実習・演習 A」「循環型社会形成実

習・演習 A」「人間環境実習・演習 A」を地域志

向科目として開講し、地域をフィールドとし

た、より専門的かつ実践的な内容の実習・演習

を行っています。 
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（No.76）                                   

○これらと並行し、「むらな  

かキャンパス」の設置に向

けて取り組むとともに、

「ＴＵＥＳ麒麟マイスタ

ー」の導入に向け、資格認

定の制度設計に取り組みま

す。 

・「むらなかキャンパス」の開設に向け、地元及び

関係先とキャンパスの設計・仕様等について調

整を重ね、着実に準備を進めました。その結果、

「むらなかキャンパス」を平成 30 年 4 月中旬

に開所する運びとなり、地元岩美町を含む『麒

麟地域（鳥取市、若桜町、智頭町、八頭町、兵

庫県新温泉町）』等の地域社会の要請への対応

と、地域人材の育成を目指していきます。 

・平成 29 年度には、卒業研究などの学生の学外

研究活動等における受入機関・団体に対する

「研究指導委託」の様式を確立し、本学学生が

地域の研究機関等で教育的研究活動に従事で

きる体制を構築しました。これにより、学生が

研究活動を通じ、地域に存在する高い専門的技

術や知識を、それを保有する地域関係者から直

接学修することが可能となりました。 

・「ＴＵＥＳ麒麟マイスター」の導入に向けて、こ

れらの研究環境の整備のほか、学生を含む関係

者の意見を収集するなど、資格認定の制度設計

の準備を進めています。 
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②「地（知）の拠点大学によ

る地方創生推進事業（COC+事

業）の取組み                

平成 27 年９月に文部科学

省の「地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業（COC

＋事業）」の参加校と認定さ

れたことを受け、鳥取大学、

鳥取短期大学及び国立米子工

業高等専門学校と連携して、

より一層の学卒者の県内就職

や地域定着に努めます。      

公立鳥取環境大学まちなか

キャンパスにおいて、学生に

よる教育・学習支援の実施を

目指します。 

②「地（知）の拠点大学による

地方創生推進事業（COC＋事

業）」の取組み 

（No.77） 

○申請校である鳥取大学、参

加校である鳥取短期大学、

鳥取看護大学および国立米

子工業高等専門学校と連携

して、参加校としてＣＯＣ

＋事業を推進するととも

に、地域に愛着を持つ地域

指向の人材育成を通じた卒

業生の県内就職や地域定着

の増加を目指します。また、

平成２７年度に、まちなか

キャンパスで開始した学習

支援事業（公立鳥取環境大

学スタディ）を引き続き実

施します。              

・ＣＯＣ+連携事業では、平成 29 年 10 月 19 日に

は金融機関で働くことに関心のある主に女子

学生を対象（男子学生も参加可）として、トー

クセッション「金融機関における女性の働き

方」を地元金融機関の協力を受けて本学にて開

催しました。 

・また、平成 30 年 2 月 14 日には、県経済同友会

共催のセミナー「学生と経営者が語る地元企業

の魅力発信 2018」に協力・参加し、若者の地域

定着・定住対策について、地域の経営者と充実

した情報交換を行うとともに、関係構築に努め

ました。これに加え、引き続き学務課を中心と

して、鳥取県内の企業等と情報交換・収集を行

い、卒業予定者の就職支援充実を図っていま

す。 

・「環大スタディ」は、平成 29年度も教職課程を

受講している本学学生を中心に毎週水曜日に

「まちなかキャンパス」にて開催し、、延べ 583

人の中・高校生が参加しました。 
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③ TORCの研究成果等の継承・

展開  

 TORC で行ってきた地域経

済・制度、中心市街地や中山間

地域の活性化等の地域社会を

対象とした調査研究・地域連

携活動や情報収集提供活動等

は、地域イノベーション研究

センターの機能として継承

し、展開します。地域イノベー

ション研究センターは地域の

豊かな生活実現に貢献すると

ともに、地域振興を担う人材

を育成する役割を担い、大学

における地域連携活動の拠点

とします。 

 研究活動を幅広く行うた

め、県内の産業界、行政、他の

高等教育機関との連携強化を

図ることが必要であり、地域

イノベーション研究センター

は地域と大学を結ぶ窓口の一

つとして役割を果たします。 

③TORC の研究成果等の継承・

展開  

(No.078) 

○地域イノベーション研究セ 

ンターは、引き続き地域の

豊かな生活実現に貢献する

ため調査研究・地域連携活

動や情報収集提供活動等を

積極的に展開していきま

す。 

・平成 29 年度も引き続き、地域イノベーション

研究センターを中心として、地域の豊かな生活

実現に貢献するため、地域課題に関する研究や

地域活性化に資する事業を行っています。 

 具体的には、近隣自治体や関連団体からのニ

ーズに応じ、「山陰海岸ジオパークのインバウ

ンド振興に向けたジオツーリズムに関する基

礎研究」や「鳥取市における漁業振興にかかる

諸課題の抽出」、「青谷地域にぎわい創出事業に

おける市場調査等研究」などを行いました。 

・また、平成 30 年 3 月 9 日には、地域イノベー

ション研究センター関連教員による「研究発表

会」を鳥取県立図書館で開催するとともに、成

果をまとめた年次報告書「地域イノベーション

研究」を発行することなどを通じて、広く社会

へ研究成果を還元しています。  
4 
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  (No.079) 

○地域イノベーション研究セ

ンターは、引き続き地域と

大学を結ぶ役割を果たしま

す。また、とっとり麒麟地域

活性化プラットフォーム並

びにその活動拠点としての

まちなかキャンパスを運営

し、地域の窓口としての機

能を果たします。 

・教職員及び学生の積極的な活動意欲を支援する

「地域連携活動推進助成金」は、平成 29 年度

より地域イノベーション研究センターの所管

となりました。・平成 29 年度の同助成事業に

は、学生で組織された 10 団体が採択されまし

た。「里山生物の展示」、「伝統工芸冊子の作成」、

「智頭の餅米を使用した餅つき大会」、「地元商

店街をテーマにしたフォトコンテスト」など、

様々な着想と取組みによって、地域活性化に貢

献しました。 

・まちなかキャンパスは、地域の方々への交流空

間としての“場の提供”のみではなく、「公開講

座」「まちなか英語村」「科学教室」などを開催

して、生涯学習や子どもたちへの学習の機会提

供を行っています。また、ＣＯＣ＋の一環とし

て「環大スタディ」を毎週開催し、地域の中高

生たちに学習支援を行っています。 

・まちなかキャンパスには前年度と同様、住民、

教員、学生の延べ約 5,000 人が利用し、交流、

学習、語らいの場として利活用されています。 

4 

    

④ 地域社会に対する大学教

育・成果の還元 

 大学が保有する知識・情報・

教育資源及び研究成果を積極

的に地域社会に還元するた

め、地域社会のニーズを把握

し、また、企業・団体等との連

携を図りながら、県民への多

様な学習機会の提供を図りま

す。 

公開講座は、広く一般を対象

としたもののほか、社会人の

キャリアアップを目的として

知識を体系的に修得できるセ

④地域社会に対する大学教

育・成果の還元 

(No.080) 

○公開講座は、引き続き広く 

一般を対象としたもののほ

か、夏期休業中の小・中・高

校生を対象にしたものな

ど、多様な講座を開設し、受

講者がより受講しやすい時

間帯・場所で講座を開講し

ます。また、中部地区及び西

部サテライトキャンパスで

も開催します。 

小中高校生を対象とした講座 

・平成 29年 8月 8日（火）に、夏休み期間中の 

小・中学生を対象に、夏休み科学教室「測って

動かす電子工作」を開催し、計 12 名の参加が

ありました。 

 

社会人キャリアアップ講座 

・平成 29 年 10 月 3・10･17 日（いずれも火曜日） 

に社会人のキャリアアップを目的とした TOEIC

講座を実施し、計 42 名の参加がありました。 

・平成 29年 9月 26 日、11 月 22 日に実施した社

会人セミナーには計13名の方が参加されました。 
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ミナー、夏期休業中の小・中・

高校性を対象にしたものな

ど、内容、対象、時間にマッチ

した参加しやすい多様な講座

を開設します。 

また、通常授業の中でも、地域

課題をテーマとした講義や外

部講師による特別講義等につ

いては可能な限り県民に公開

することとし、県民の知的好

奇心の向上や地域活性化に資

するため、関係団体や地域と

連携した公開講座の実施も併

せて検討していきます。 

なお、開催場所については、本

学、西部サテライトキャンパ

スのほか、交通の便を考えた

公共施設等で開催します。 

 また、要望に応じて聴覚障

がい者にも対応できるようノ

ートテイカー（要約筆記者）を

配置するなど、参加しやすい

環境の整備に努めます。 

 

 

【数値指標の年次的目標等】 

・公開講座等の開催回数等 

  … 毎年度 24 回以上実施 

 受講者数 

  H24    H25   H26    H27  

  500人 600人 700人 800人 

  H28    H29 

  900 人 1,000 人 

広く一般を対象とした講座 

・東部での公開講座は、6回実施し、156 名の参 

加がありました。 

・中部地区での公開講座は、平成 29年 5月 20 日 

（土）、7月 15日（土）の 2回実施し、計 56 名

の参加がありました。 

・西部サテライトキャンパスでの公開講座は、6

回実施し、100 名の参加がありました。 

 

全て講座を併せると、平成 29 年度は 305 名の

参加となりました。 

 

(No.081) 

○通常授業の中でも、地域課 

題をテーマとした講義や外

部講師による特別講義等に

ついては引き続き可能な限

り一般県民に公開します。 

・後期 「特別講義Ａ(12 カリ)／特別講義１(16

カリ）」は鳥取県との連携事業（とっとり消費者

大学「くらしの経済・法律講座」）として実施し

ました。 

 一般登録者は 94名。 4 

    

(No.082) 

○公開講座等は２４回以上開 

催し、受講者数１，０００人

を目指します。 

 

 

 

・平成 29 年度の公開講座は一般向け講座のほか、 

社会人対象の「TOEIC 対策セミナー」、小・中学

生対象の「夏休み科学教室」などあらゆる受講

者層を対象に計 20回の講座を実施し、合計 379

名の来場がありました。 

・また、サステイナビリティ研究所国際シンポジ

ウムでは、300 名を超える来場がありました。 

・その他のイベント等も含め、公開講座等の受講

者は全体で 3,132 名となり、目標を達成しまし

た。 
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(No.083) 

○教職課程を有する公立大学 

として地域に貢献するた

め、引き続き平成２９年度

も教員免許状更新講習を実

施します。 

・教員免許状更新講習について、以下のように実

施しました。 

 期間 平成 29 年 8 月 3日（木）～10日（木） 

 必修科目 1科目 定員 60 名 受講者数 47 名 

 選択必修科目 2科目 定員 80名 受講者数  

39 名 

 選択科目 5科目 定員 110 名 受講者数 85 名 

4 

    

⑤ 地域連携活動の推進 

 地域連携に関する相談窓口

を置き、広く地域から要望や

意見を聴取するとともに、地

域のニーズに基づく公開講座

や各種セミナーの開催、調査・

研究を行い、大学の知の財産

を地域社会に還元します。 

 図書館については、地域住

民の利用促進を図るため、利

用者カードの発行を無料化す

るとともに、地域住民への一

般開放や学期中の土曜日開館

について積極的な広報を展開

し、地域の利用促進を図りま

す。 

 西部サテライトキャンパス

では、西部地域の住民に対す

⑤地域連携活動の推進 

(No.084) 

○地域連携に関する相談窓口 

であるまちなかキャンパス

で、引き続き広く地域から

要望や意見を受け付けま

す。 

・まちなかキャンパスでは地域の相談窓口とし

て、学生ボランティアの派遣や専門知識を持つ

教員の紹介など、さまざまな依頼や相談に対応

しています。 

・まちなかキャンパスは、地域の方々への交流空

間としての“場の提供”のみではなく、「公開講

座」「まちなか英語村」「科学教室」などを開催

して、生涯学習や子どもたちへの学習の機会提

供を行っています。また、ＣＯＣ＋の一環とし

て「環大スタディ」を毎週開催し、地域の中高

生たちに学習支援を行っています。 

・まちなかキャンパスには前年度と同様、住民、

教員、学生の延べ 4,337 人が利用し、交流、学

習、語らいの場として利活用されています。 
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る公開講座や講演会、研究成

果発表会等を開催、また西部

地域の高校や企業・団体等と

の連携窓口としての機能を果

たしながら、鳥取県西部地区

に対する地域貢献を実施しま

す。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

・地域活性化・地域貢献に関 

する研究 

毎年度、研究テーマ数 23テ

ーマ以上、成果の発表回数 9

回以上実施 

(No.085) 

○図書館は地域住民への一般 

開放等により、引き続き地

域の利用促進を図ります。

また、平成２８年度と同様

に、地域の公共及び大学図

書館等と連携し、相互の利

用促進に資する取組みを行

います。 

・情報メディアセンターの利用促進方策として、

鳥取市報や本学 Web サイト等を通じて、利用者

カードの無料発行や開館情報等を掲載し、広

報・周知を図りました。なお、平成 29 年度の

新規利用者は 35 人でした。 

・また、一般開放事業として、日ごろ、大学図書

館になじみのない小・中学生を対象とした「小

林先生の身近な動物のはなし ― 実験を見な

がら考えよう」を 8 月 20 日に実施し、県内外

から 24 人が参加しました。併せて、公開講座

終了後に希望者を対象に図書館ツアーを実施

し 14人が参加、利用者カード発行（5人）につ

ながりました。 

・地域の公共及び大学図書館と連携して「鳥取地

区図書館合同利用啓発ポスターキャンペーン」

を実施しました。各館で作成した利用啓発ポス

ターと利用案内を共有して展示を行い、図書館

利用者に対する広範な利用啓発を図りました。 

・この他、図書館運営の学生協働に取り組み、平

成29年 7月～平成30年 2月に爬虫類展示やヤ

ギ部の活動展示を館内で行い、その周りに関連

本を紹介するなどして、利用促進に努めまし

た。 
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(No.086) 

○西部サテライトキャンパス

では、引き続き高校や企業・

団体等との連携窓口として

の機能を果たしながら、県

西部地区における地域交流

事業を実施します。また、県

民を対象とした公開講座や

講演会も実施します。 

・鳥取県西部総合事務所、及

び近隣市町村と連携をとり

ながら、学生を主体とした

地域交流事業に積極的に取

り組みます。 

・平成２５年度より実施して

いる「伯耆町日光地区協議

会との交流事業」について

は、平成２６年に伯耆町並

びに伯耆町日光地区協議会

と締結した協定に基づき、

引き続き積極的に交流する

とともに、伯耆町との交流

も推進します。 

・鳥取県民チャンネルコンテ

ンツ協議会のコンテンツを

有効利用し、平成２６年度

に続き、「未来への授業」を

制作・放映し県民に対し公

立鳥取環境大学の魅力を広

報します。 

・平成２６年度前期の「環境

マネジメント実習･演習Ⅰ

（環境学部 2年授業科目）」

で実施したように、鳥取県

・公開講座を 6回実施。 

・22校の高校を訪問し、延べ 71 回の訪問を実施

するとともに 6 回の進学ガイダンスに参加し

た。 

・西部総合事務所、市町村役場を訪問し地域交流

の取組を促進した。また、「伯耆町地方創生推進

会議」「鳥取県西部地域振興協議会地方創生有

識者会議」「米子市中心市街地活性化協議会」

「角盤町エリア活性化プロジェクト」などの委

員として参画した。 

・学生を主体として、伯耆町添谷地区との地域交

流を積極的に展開した。 

・鳥取県経済同友会西部地区の「境港活用特別委

員会」において、太田特命准教授を講師に「境

港の漁業の現状と未来」と題し講演会を実施し

た。 

・中海テレビ放送において、「未来への授業」を引

続き制作、放映した。 

・大山町教育委員会と協議し「出張英語村 in 大

山町」を西部地区の町村では初めて開催した。 
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西部地区を研究フィールド

とし、教員や西部地区の行

政、企業等と連携した活動

に取り組みます。 

(No.087) 

○引き続き地域活性化・地域

貢献に関する研究２３テーマ

以上、成果の発表９回以上実

施します。 

平成 29 年度は、18件の研究・受託調査等を行い

ました。また、成果発表については、マスコミを

通じた情報発信、学外講演や公開講座等により、

13 件の成果発信を行いました。加えて、107 件の

地域自治体・団体からの委員委嘱等を通じて、地

域活性化・地域貢献に努めました。 3 
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(No.088) 

○地域住民等が気軽に英語村 

を利用することができるよ

う、引き続きまちなかキャ

ンパスでの「まちなか英語

村」を定期的に開催すると

ともに、東・中・西部の市町

村にも出向いて「出張英語

村」を開催します。 

・毎週木曜日（祝日、年末年始などは除く）に、

まちなかキャンパスで「まちなか英語村」を実

施しました。合計で 841 名の方が参加されまし

た。 

・また、東部・中部・西部地域の各市町及び兵庫

県の新温泉町で出張英語村を開催し、543 名が

参加しました。 

①鳥取市 平成 29年 8 月 1 日 17 名 

      平成 29年 9 月 3 日  34 名 

②米子市  平成２９年 9月 6日  20 名 

      平成 30 年 3月 14 日  18 名 

③倉吉市  平成 29年 9月 10 日 14 名 

④八頭町  平成 30年 3月 24 日 13 名 

⑤岩美町  平成 29年 9月 25 日  80 名 

      平成 29年 9月 26 日 48 名 

          平成 30年 3月 2 日  65 名 

⑥湯梨浜町平成 29年 8月 26 日  58 名 

     平成 29年 9月 15 日 105 名 

⑦大山町 平成 30年 3月 17 日  32 名 

⑧新温泉町平成 29年 8月 21 日  15 名 

     平成 30年 3月 9 日  24 名   
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ３ 社会貢献・地域貢献 

（２）地域の学校との連携 

   

      

中期目標 県内全域の小中学校、高校との連携を強化し、子どもたちの知的好奇心を高める「学びの場」として活用されるよう、独創的

な研究成果や英語村等の大学施設を積極的に提供する。とりわけ、英語村などの施設については、県内の児童・生徒が活用

し、県内教育のバックアップ的機能を果たせるよう充実を図る。 

 達成すべき数値目標等  

 ・小中学校、高校への出前授業回数 … 18 回（H22）以上の実施 

 ・小中学校、高校の公式行事としての利用回数 … 21 回（H21）以上での推移を目指す。       

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

現在、教員派遣や受入れ、出

前授業等を行っている高・大

連携の更なる発展を目指すた

め、鳥取県教育委員会及び鳥

取市教育委員会と協定を締結

するなど、県下の小・中高校へ

の教員の派遣や、英語村を活

用したセミナーの開催など、

教育支援に取り組みます。 

 特に、環境教育は、鳥取県に

とっても教育の柱となる重要

な分野であり、小・中・高校に

対し、積極的に支援を行いま

す。 

 新たに設置する経営学部に

おいても、県内の商業系の専

門高校に対する教育支援が可

能となり、また、分かりやすく

経済知識を提供できるため、

小・中学校への講師派遣、夏期

休業中のセミナー開催など、

(No.089) 

○鳥取県教育委員会との協定 

に基づき、引き続き県下の

小中学校、高校への教員の

派遣や、教育支援に取り組

みます。 

・平成 29 年度の高大連携は、５高等学校、１１

テーマを、９名の教員が実施しました。 

・県内の小中学校等から依頼のあった学習支援ボ

ランティアに学生１８名（６件）が参加しまし

た。 
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県内教育のバックアップ的機

能を果たせるよう積極的に取

り組みます。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

 ・小中学校、高校への出前授 

業回数 

毎年度 18回以上実施 

・小中学校、高校の公式行

事としての利用回数 

 毎年度 21 回以上の利 

用を目指します 

(No.090) 

○ホームページで出前授業の 

一覧を公開し、近隣県での

利用を薦めます。 

・出前授業の内容及び一覧をホームページで公開

し、近隣県の高校訪問等の際に紹介するなど、

周知に努めました。 

3 

    

(No.091) 

○小中学校、高校への出前授

業１８回以上、英語村など

の施設の小中学校、高校の

公式行事としての利用回数

２１回以上を目指します。

また、西部サテライトキャ

ンパスでも「出前英語村」

「科学教室」を開催します。 

・出前授業の 29年度実績は 16件と僅かに目標を

達成できませんでした。・高校、小学校の大学見

学は 11 回実施、さらに県内外の小中高等学校

計 7 校が英語村を利用しました。合わせて 18

回（実数）となり、僅かに目標を達成できませ

んでした。西部サテライトキャンパスでも、次

のとおり実施しました。 

・小学生を対象とした「出張英語村」を 12 月に

実施しました（参加者 18名）。 

・小学生を対象として、本学の科学部の学生と足

利教授による「かいけわくわく化学実験」を実

施しました（参加者 27名）。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ３ 社会貢献・地域貢献 

（３）国際交流 

   

      

中期目標 ① 海外大学との連携をスムーズに展開するための施設・体制を整備し、大学相互間での教育・研究の進歩・発展がなされる

交流となるための取組を推進する。 

② 留学機会を提供するための方策を講じ、積極的な留学生の派遣や受入れに取り組むとともに、交流が友好的かつ効果的

に進行するための施設設備を含めた環境整備を行う。 

③ 県内外の国際交流に関する団体等との連携をスムーズに開始・展開するための窓口機能を強化し、大学の国際化を図る取

組を推進する。 

 達成すべき数値目標等  

  ・海外大学との学生交流・文化交流 … 学生数 31人、交流回数７回（H22）以上の推移を目指す。 

  ・海外大学との教員交流・学術交流 … 連携大学数３校（H23）を増加し、中期目標期間内に共同研究を実施 

      

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

① 海外大学との交流推進と

環境整備 

 国際交流センターを通し

て、海外研究機関等との交流

を推進するとともに、県内外

の国際交流に関する団体等と

の連携を強め、大学の国際化

を図ります。 

 現在協定を締結している大

学とは、学生交流をはじめ、交

換留学や研究交流等の実績を

重ねるとともに、協定締結大

学数も拡大し、更なる大学相

互間での教育・研究の推進を

図ります。 

①海外大学との交流推進と環

境整備 

再掲(No.028） 

○平成２９年度も引き続き清 

州大学（韓国）との間で相互

に留学を実施するととも

に、清州大学、ウラジオスト

ク国立経済サービス大学

（ロシア）及びミドルベリ

ー大学（米国）等との交流を

継続します。 

・平成 29 年度は、交流協定等に基づき例年並の

事業を計画していましたが、年度当初（春～初

夏）に東アジア情勢の緊張が高まったことから

本学の留学・交流事業への参加キャンセルが相

次いだ（希望者が激減した）ことや、相手方の

記念行事等の影響で日程調整が不調となった

ことなどの要因が重なり、いくつかの事業の実

施がかないませんでした。 

一方、ミドルベリー大学との交流参加人員数を

増やすなど、国際交流事業に参加する学生数の

確保に努めました。 

【派遣】 

 ①清州大学校（韓国） 

  参加希望者がおらず実施できず 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 
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 また、海外留学を行う学生

に対し、財政的な支援制度の

整備を図るとともに、海外か

らの留学生の住居や研修でき

る施設の整備について検討し

ます。 

  

【数値指標の年次的目標等】 

・海外大学との学生交流・

文化交流  

 毎年度、学生数 31人、交

流回数 7 回以上を目指しま

す 

・海外大学との教員交流・

学術交流  

 中期計画中間年度（平成

26 年度）までに連携大学数

を増加します 

最終年度（平成 29 年度）ま

でに共同研究を実施します 

  研修交流 2名  

平成 29 年 8 月 18 日～9月 19 日 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロ 

シア） 

  双方の日程不調で実施出来ず 

【受入】 

 ①清州大学校（韓国） 

  交換留学4名 平成29年度半期ずつ各2人 

  研修交流 15 名  

平成 29 年 8 月 15 日～18日 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

  研修交流 2名  

平成 29 年 11 月 27 日～12 月 25 日 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロ 

シア） 

  先方の経済事情により中止 

 ④ミドルベリー大学（米国） 

   研修交流 12 名  

平成 29 年 10 月 28 日～10 月 30 日 

 

・平成 29年 10 月にカナダのトリニティ・ウエ 

スタン大学と交流協定を締結し、平成 30 年

3 月に本学から 4名の学生を語学研修に派遣

しました。受入に関しては、協議を継続して

いきます。   

（No.092） 

○これまで５年間の海外大学 

との教員交流の実績を踏ま

え、共同研究の実施に取り

組みます。 

前年度から引き続き、ウラジオストック国立経済

サービス大学等と情報交換を行っています。今

後、地質調査に加え、土壌及び水質調査の共同実

施など、さらなる連携の発展を目指します。  
3 

    

75



(No.093) 

○海外大学との学生交流・文

化交流について、参加学生

数３１人以上、交流回数７

回以上を目指します。 

・平成 29 年度は、次のとおり海外大学との研修

交流等を実施しました。 

【派遣】 

 ①清州大学校（韓国） 

  参加希望者がおらず実施できず 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド）   

研修交流 2 名  

平成 29 年 8 月 18 日～9月 19 日 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロシ

ア） 

  双方の日程不調で実施出来ず 

【受入】 

 ①清州大学校（韓国） 

  交換留学 4名 平成 29 年度半期ずつ各 2人   

研修交流 15 名 平成 29年 8月 15 日～18 日 

②ユニテック工科大学（ニュージーランド）   

研修交流 2 名  

平成 29 年 11 月 27 日～12 月 25 日 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロシ

ア） 

  先方の経済事情により中止 

 ④ミドルベリー大学（米国） 

   研修交流 12 名  

平成 29 年 10 月 28 日～10 月 30 日  
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(No.094) 

○引き続き留学を促進するた 

めの経済的支援制度を実施

します。また、海外からの留

学生の住居や研修できる施

設（セミナーハウス）の整備

について検討します。 

留学を促進するための経済的支援として、協定締

結大学への長期留学には 5万円（6か月未満）ま

たは 10 万円（6か月以上）、その他本学が指定す

る大学への短期留学には 2 万円の補助金を支給

する「海外留学支援制度」を設けています。セミ

ナーハウスの整備については、留学生数の動向や

支援体制のあり方等も考慮しながら引き続き整

備に向けて検討を行います。 
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② 国際交流窓口機能の強化 

 国際交流センターを通し

て、鳥取県国際交流財団、鳥取

大学国際交流センター及び

JICA中国国際センター等と連

携を図り、外国人留学生の受

入れや留学生の派遣、留学支

援に関する情報を収集すると

ともに、情報交換等を通じて

大学の国際化を図ります。 

②国際交流窓口機能の強化 

(No.095) 

○鳥取県国際交流財団、鳥取 

大学国際交流センター、鳥

取県留学生交流推進会議等

との意見交換等を通じ、引

き続き外国人留学生の受入

れや留学生の派遣、留学支

援に関する情報の収集、検

討を行います。 

・外部団体の諸会議への参加や日頃の情報連携を

通じて、外国人留学生の受入や生活支援などを

充実させるよう取り組みました。 

・本学で受入している留学生の学生生活を支援す

るため、国際交流センターの複数の職員が相談

にあたっています。 

一方、留学を希望する学生に対しては、国際交

流センターと英語村を留学情報を取り扱う相

談窓口とし、学生一人ひとりの状況や希望に合

わせて留学への不安解消や動機付けなど、相談

に応じています。 
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再掲(No.065） 

○国際交流推進のための組織

体制を引き続き整備すると

ともに、外国人留学生の受

け入れを行うため、引き続

き教育環境の整備や奨学制

度の実施、相談窓口の設置

など、安心して大学生活を

送ることができるよう外国

人留学生を支援します。 

・国際交流センターが行う国際交流活動を通じて

大学の国際化を推進しました。 

・国際交流センターに、韓国語・中国語圏担当専

門職員1名及び英語圏担当の専門職員を2名配

置して、外国人留学生や海外大学からの受入学

生の学習面や生活面の相談に対応しました。 

・平成 27 年度から本学独自の私費外国人留学生

の入学料・授業料減免制度を創設し、平成 29 年

度にはそれぞれ１人の減免を行いました。 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
   

小項目 １ 経営体制 
   

      

中期目標 これまでの定員割れが続き厳しい経営状況に陥った原因を十分に踏まえ、健全かつ強固なガバナンスを構築することが、

将来にわたって安定的で持続可能な大学経営を行うために不可欠である。 

このため、常に危機感を持ちながら、学生や地域のニーズをくみ取り、機動的で積極的な運営が可能となる体制を整備し、理

事長（学長）がリーダーシップを十分に発揮した経営を行う。 

 さらに、理事長（学長）のもとで、県民の意見を十分把握し、外部の有益な意見を積極的に取り入れ、教職員が一致団結し

て、継続的に大学の経営改善に取り組む体制を構築する。 

  達成すべき数値目標等  

  ・全学的な大学行事への参画率 … オープンキャンパス等の教職員参加率 80％以上を目指す。       

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

これまでの厳しい経営状況

に陥った原因については、大

学改革検討委員会報告書（平

成 22年 1月）や大学改革案評

価・検討委員会報告書（平成 22

年 8 月）における分析結果を

十分認識し、定期的に、県民や

企業・経済団体等からの要望

や意見を取り入れ、大学経営

に活かしていきます。 

 理事長（学長）の下に教職員

が一丸となって大学運営に取

り組む体制として、理事長の

諮問機関、連絡調整会議及び

学長諮問機関を組織します。

そのうち、幹部会議及び部局

長連絡調整会議を新設し、法

人及び大学の運営全般及び重

(No.096) 

○引き続き幹部会議等を適切 

に運営し、学内での情報共

有と意思決定の迅速化を図

ります。また、経営審議会、

教育研究審議会の学外委員

の意見を大学運営に反映し

ます。 

・幹部会議は、引き続き定例的に開催しています。

（平成 29年度２２回開催） 

・平成 29年度は、経営審議会を５回、教育研究 

審議会を５回開催しました。次期中期計画や年

度計画、予算編成、重要規程の制定等に係る審

議を通じて学外委員の意見を反映しています。 
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要事項について協議し、情報

を共有するとともに、学外理

事及び経営審議会、教育研究

審議会の学外委員の意見を大

学運営に十分反映する体制を

構築します。 

さらに、理事長がリーダーシ

ップを発揮するため、事務局

の企画部門を強化して理事長

を支える体制を整備し、健全

な大学運営を行っていきま

す。 

 

【数値目標等】 

・全学的な大学行事への参画 

率  

毎年度、オープンキャン 

パス等全学的行事への教職 

員参加率 80％以上を目指し 

ます 

（No.097）                 

○ＩＲは、教育、経営、財務 

情報を含む大学内部のさま

ざまなデータの入手や分析

と管理、戦略計画の策定、

大学の教育プログラムのレ

ビューと点検など包括的な

内容ですが、近年教育の内

部質保証（大学における教

育研究活動等の見直しを継

続的に行う仕組み）を推進

していく役割としてのＩＲ

が注目されており、推進す

るためには全学的な取り組

みとしての組織化や規程化

が必要です。ついては、他

大学の事例を参考にしなが

ら責任体制及び実施組織に

ついて、引き続き検討しま

す。 

本学は小規模な大学であり、他大学のような専門

的部署や配置を行うことが難しく、他大学の事例

を調査し、本学に適した IR の体制について検討

を行っている。 
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(No.098) 

○教職員一人ひとりが大学運 

営に対する意識を高めるこ

とにより、引き続きオープ

ンキャンパス等全学的行事

への教職員参加率８０％を

目指します。 

・全教職員のうち 90％が参加しました。職員は運 

営スタッフとして、教員はイベント(模擬授業、

研究室公開)を担当しました。 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化       

小項目 ２ 地域に開かれた大学づくり        
          

中期目標 （１）大学の教育・研究や社会貢献による実績・成果、また業務運営の状況等に関する大学活動の積極的な周知を行うととも

に、地域社会の要請が大学運営に適切に反映されるよう、積極的な広聴活動等による県民全体のニーズのくみ取りと適

切な対応を行う。 

（２）外部との迅速かつ円滑な意思疎通を図り、十分な調整機能が果たされるための具体的な策を講じ、大学運営に参画する

外部有識者等の優れた知見を的確に取り入れるなど、連携活動を効果的に実施する。 

  達成すべき数値目標等  

   ・高校、保護者との意見交換     … 意見交換会の創設と毎年度実施 

   ・大学活動に関するアンケート実施 … 県民からのアンケートを定期的実施 

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（1）大学活動の積極的周知と

県民ニーズのくみ取り 

 教育・研究や社会貢献の

成果・実績やイベント情報

をマスメディアに情報提供

するとともに、「県政だよ

り」や「市報」を活用して大

学をアピールします。また、

大学ホームページを使いや

すく分かりやすい中身に刷

新するなど、大学自ら積極

的な情報発信を行います。 

 さらに、県内で開催され

る展示会等への出展、独自

の展示会開催及び刊行物を

通じて、アピール度を向上

させます。その活動結果や

展示会等に対する県民アン

ケート結果を、大学の教育・

（1）大学活動の積極的周知と

県民ニーズのくみ取り 

(No.099) 

○引き続きホームページの  

コンテンツの充実や本学の

様々な活動について積極的

にマスメディアに情報提供

するとともに、「県政だよ

り」や「とっとり市報」を活

用して活動内容をアピール

します。 

・本学主催で開催した講演会、シンポジウム等で大

学案内、公開講座等のチラシ配布を行うなど情報

発信に努めました。 

・鳥取市報にイベント告知等を掲載し、参加促進を

図りました。 

・県政だより 11 月号に本学の特集を掲載しました。 

・マスコミ資料提供件数 64 件、そのうち 28 件が掲

載されました。 

・公式ホームページでは「ＴＵＥＳレポート」63 件、

「お知らせ」101 件を掲載しました。 

・情報収集体制強化のために、毎月 1 回全教職員に

対して、情報提供を依頼するメールを送信するな

ど、学内の情報収集に努めるとともに、定期的に

広報を意識してもらえるよう努めました。 

・各種ＳＮＳを活用し、即時性のある情報発信や、 

オープンキャンパスにおいてイベント情報の随時

発信などを引き続き行いました。また、学部がＳ

ＮＳを利用するにあたり、必要に応じて運用支援

を行いました。 
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研究及び地域貢献活動の活

性化や充実に反映させま

す。 

  

(No.100) 

○引き続き、講演会、シンポジ

ウム等の機会を活用し、案

内、説明、チラシ配布等情報

発信の密度を高めます。 

・本学主催で開催した講演会、シンポジウム等で大

学案内、公開講座等のチラシ配布を行うなど情報

発信に努めました。 
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(No.101) 

○設置者の協力を得ながら、 

大学活動に関する県民の認

識や要望についてのアンケ

ートを実施します。 

・県政参画電子アンケートにおいて、大学の活動等

に関する県民の認識や大学が取り組むべきこと等

についてのアンケートを実施しました。 

4 

    

（2）外部との迅速かつ円滑な

意思疎通 

 県内高等学校長との意見

交換の場を毎年度設定する

とともに、進路指導担当教

員との連絡調整を密に行う

ことにより、高校の大学教

育に対する期待や要望を聞

き取ります。併せて、教育委

員会とも緊密な関係を構築

し、県・市と連携しながら大

学改革を進めます。在学生

の保護者には、保護者懇談

会を毎年度開催し、大学を

取り巻く社会環境を始め、

本学の教育、研究及び社会

貢献活動に関する報告を行

（2）外部との迅速かつ円滑な

意思疎通 

(No.102) 

○県内高等学校長との意見交 

換会、進路指導担当教員説

明会を開催し、引き続き本

学の教育に対する期待や要

望を聞き取ります。 

・県内高等学校長との意見交換会を 9月 21日（木）

に倉吉で開催し、32 校の出席をいただきました。 

・6月に高校教員対象説明会を本学と米子で開催し、

大学説明を行いました。(29 校、39名参加) 
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い、大学に対する理解を深

めるとともに、保護者から

の要望や意見を基に、その

後の学生支援等に活かしま

す。 

 企業・団体等及び県民か

らの大学に対する要望や意

見の収集は、企業・団体等と

の意見交換の場や県民アン

ケートにより行い、外部の

優れた知見を大学運営に活

かします。 

(No.103) 

○在学生の保護者に対し、学 

報や成績表等を送付し、本

学や学生の現状を報告する

とともに、必要に応じて保

護者と教職員が面談を行う

など、引き続ききめ細かく

学生を支援します。 

（再掲） 

・前年度に引き続き、個人情報の適正な管理に配  

慮の上、前期（９月)、後期（翌年度４月）の２回、

成績通知書を保護者に送付しました。 

・新カリキュラムにともない進級要件が付与された

ため、注意喚起基準の見直しを行いました。 

・進級要件が適用される 16 カリキュラムの１・２年

生に対し、前期単位修得状況により、９月に「進

級不可予告（5名)」、「警告（9名）」、「注意（22 名）」

の計 36 名について文書で通知しました。 

・注意喚起を通知した学生には、自分の将来につい

て十分検討し、保護者とよく話し合ったうえで「修

学状況調査票」を記入し、チューター面談を受け

て今後の修業意思を確認するよう指導しました。

また、作成した「修学状況調査票」は学務課に提

出させるようにしました。 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
   

小項目 ３ 事務局の組織・人事制度と人材育成 
   

      

中期目標 （１）職員の資質向上を図るため、研修への参加促進や研修内容の改善などによるＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）の

充実、また他大学や他機関等との人事交流などの具体的な取組を実施し、多彩で有能な職員養成を行う。 

（２）人事評価制度を本格導入し、職員の意欲や熱意を高めるとともに、公立大学の職員としての自覚を喚起する人事を行

う。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（1）多彩で有能な事務職員養

成 

 大学人としての大学の基本

的知識や、大学を取り巻く環

境、他大学の先進的な取組を

学び、その知識等を学内に活

かせるよう、外部で開催され

る研修会等への参加を計画的

に行い、特に、学生指導、就職

指導、大学経営に関する分野

の研修に重点を置きます。 

 また、他大学の先進的な大

学運営業務や運営方法につい

て調査・確認することによっ

て、本学での展開や応用を通

しての業務改善につなげると

ともに、他大学職員との交流

を通じて、事務職員間のネッ

トワークを構築していきま

す。 

 中期計画期間内には、公立

大学事務職員として、大学に

関する基本的知識と自覚を持

（1）多彩で有能な事務職員養

成 

(No.104) 

○ＳＤ（スタッフ・ディベロッ 

プメント）に関する大学設

置基準等の改正（平成２９

年４月）に対応した研修計

画・体制整備を進めます。 

・平成 29 年度から事務職員に加え教員が SDの対

象となったことから、教職員双方に効果的な研

修内容について、関係委員会において引き続き

検討を進め実施しています。 

 H29.9.20…AED を使用した心肺蘇生法研修会 

 H30.2.21､28…大学におけるコンプライアン 

ス研修 

H30.3.7…情報セキュリティ研修 

H30.3.9…アディクションの理解と対応に関 

する研修 

H30.3.16…救命講習 

4 

    

83



ち、かつ企画提案力・実行力を

兼ね備えた人材の育成を目指

して、他大学の先進的取組を

学ぶための派遣研修を実施し

ます。 

(No.105) 

○策定する人事育成方針に基 

づき、公立大学協会主催の

研修、鳥取県職員人材開発

センター主催の研修等に参

加し、引き続き事務職員と

しての能力開発を行いま

す。また、外部のノウハウを

活用し、人材育成について、

体系的なプログラムを実施

します。さらに、設置者との

交流人事を実施し、長期研

修を行います。 

・公大協及び県主催の研修に引き続き参加してい

ます。 

○県主催 

 新任課長補佐級研修、新任係長級研修、ほか 

能力開発研修多数 

○公大協主催 

 公立大学職員セミナー、教務系実務者研修、 

教育改革分科会、国際課分科会、研究促進分 

科会、入学者選抜分科会 

○人財育成プログラム 

 事務職員の人財育成の充実を図るため、面接 

等を通しコミュニケーション能力の向上、業 

務目標に対する意識の向上等を図っていま 

す。 

・平成 27年度から鳥取県と交流人事を継続し 

て実施しており、平成 29 年度から１名研修派

遣しています。 

4 

    

（No.106）                     

○公設民営大学から公立大学 

化した大学（高知工科大

学、名桜大学、静岡文化芸

術大学、長岡造形大学ほ

か）との研修会に参加し意

見交換をすることにより、

他大学の優れた業務遂行方

法や仕組み等を吸収し、他

大学職員との交流も同時に

深めます。 

・平成 29年 11 月 27 日、28 日に、公立大学法人 

静岡文化芸術大学において開催された実務研

修会に、事務局長を始め、本学職員が３名参加

し、それぞれ担当業務に関する分科会等を通

じ、参加大学との交流を深めるとともに、業務

内容に関し理解を深めました。 
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（2）事務職員人事評価制度の

導入 

 平成 24年度に、現行制度に

見直しを加えた新しい事務職

員人事評価制度を導入し、活

力に満ちた職員組織に変革し

ます。人事制度は職務遂行能

力と成果により評価し、評価

結果は給与や昇任に反映させ

ます。 

また、年齢構成にも配慮し、

若手事務職員の採用を計画的

に行うとともに、定期的・計画

的な人事異動により、組織の

流動化を図り、組織を活性化

します。 

 なお、SD研修（事務職員研

修）を定期的に実施し、職務遂

行能力の向上と公立大学の事

務職員としての自覚を喚起し

ます。 

（2）事務職員人事評価制度の

導入 

(No.107) 

○引き続き評価結果を昇任や 

昇給、異動等に反映させる

とともに人材育成に活用す

る評価制度に取り組みま

す。 

・事務職員に対する人事評価を行っており、評価

結果を定期昇級時の昇給数に加味しています。 

 

 

 

 

 

 

 

3 

    

(No.108) 

○業務の繁忙を勘案し７月異 

動を基本としつつ、必要に

応じて人事異動を行い組織

の活性化を図ります。 

・平成 29 年度採用の若手職員２名を学務課、学

部・センター事務室に配置し、組織の活性化を

図りました。 

4 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
   

小項目 ４ 大学の効率化・合理化 
   

      

中期目標 限られた財政、人的資源で効率的に大学運営が行える体制を整備し、常に点検・見直しがなされるための具体的な策を講じ、

効率的、合理的な業務運営を図る。 

教員、職員の定員規模についても、質の高い教育環境の維持を担保しつつ、効率的な運営が図れるスリムで合理的な体制を目

指し、点検・見直しを行う。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

限られた財政資源、人的資源

で効率的に大学運営を行いま

す。収入の安定化・拡大を図る

ためには、学納金の確保、志願

者増に伴う受験料の拡大等が

重要であり、そのために年度

計画において、授業料未納の

状況などの年々の課題を分析

し、具体的な対策を講じます。

予算は、大学運営の優先順位

に基づき、全学的、戦略的に配

分します。 

理事長の迅速な意思決定を補

佐するため、役員をメンバー

とした幹部会議や部局長連絡

会議を設置し、理事長（学長）

のリーダーシップの下、教職

員が一丸となる体制とし、効

率的な予算執行を行います。 

教員、事務職員の定員規模に

ついては、大学設置基準に基

づき配置し、教員人事制度、事

務職員人事制度及び FD・SD 研

(No.109) 

○予算を編成するにあたって 

は、限られた財政資源を有

効活用することを念頭に、

重点的に取り組むべき事項

を定め、具体的な課題に対

し、大学運営の優先順位に

基づき、全学的、戦略的に配

分します。 

・平成 30年度当初予算編成方針において、次の 

とおり戦略的かつ重点的に取り組む事項及び

第 2 期中期計画を円滑に行うための重点実施

事業を定めて、予算化・事業化しました。 

１ 教育研究     

・新カリキュラム（「地（知）の拠点大学ＣＯ 

Ｃ＋事業」を含む）の円滑な実施 

・教員評価制度等の効果的な運用及びＦＤの 

充実による、教育の質の向上 

・競争的研究資金や受託共同研究などの外部 

資金の獲得に向けた支援の強化と若手研 

究者の育成及び活性化 

・学修環境の充実にむけた情報メディアセン

ター内ラーニングコモンズの整備及びアク

ティブラーニングの推進 

２ 就職活動支援 

・就職支援対策の検証（資格取得支援含む） 

と就職率向上のための就職支援（資格取得

支援含む）の充実 

・同窓会組織との連携強化 

３ 国際交流 

  ・海外大学等との交流の充実 

  ・海外留学及び留学生受け入れ等に対するサ 
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修により、質の高い教職員を

養成し、効率的な運営が図れ

るスリムで合理的な体制とし

ます。 

学生、保護者の負担、税金で運

営されていることの重みを十

分認識し、無駄を省くための

全学的な取組を実施します。 

ポートの充実 

・海外大学等との共同研究の推進 

４ 地域・産官学連携 

・「むらなかキャンパス（仮称）」の設置初度 

調弁・運営 

・産官学連携の強化 

・とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム 

を通じた地域との連携推進 

５ 学生生活支援 

・障害者差別解消法に基づく対応要領の検 

討、制定、公表及び合理的配慮の提供 

・学生がより相談しやすい体制の整備及び相 

談対応等の充実 

６ 入試・広報 

・県内志願者数増加のための広報活動の強化 

・受験情報媒体等による資料請求者の獲得と 

広報ツールを使った情報発信 

・インターネット出願への完全移行（紙面に 

よる出願の廃止） 

７ 組織・業務体制     

・産官学連携を強化するための体制整備 

・大学施設・設備保全計画に基づいた修繕の 

実施 

・学生支援の充実のための体制整備 

８ 第 2期中期計画を円滑に行うための重点実 

施事業 

・特別研究費の増額（5，000 千円） 

 志願者確保のための広報対策費増額  

（11,135 千円） 

講義室ＡＶシステムの計画的な更新 

環境学部実験機器累整備  

 

※上記は抜粋 
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(No.110) 

○継続事業については事業目

的を再確認するとともに内

容を点検し、廃止の可能性

や実施の必要性を十分検討

するとともに、継続する場

合には、トータルコストを

考慮し、より効果が見込め

るような見直しを行いま

す。 

継続事業については、平成 30 年度当初予算編成

の中で事業の見直しを行うとともに、併せて年度

計画策定時にも事業内容の検討を行いました。具

体的には前年度の費用対効果を確認するととも

に、人件費等目に見えない支出がある場合はそれ

らも加えて勘案し、予算化するかを斟酌しまし

た。その結果、平成 30 年度当初予算は平成 29 年

度当初予算に比べ、人件費等を除いた経常費用ベ

ースで下記のとおり減額を達成しました。教育経

費（施設管理・光熱水費、営繕及び施設費を除く） 

前年度比 4,300 千円減管理経費（施設管理・光熱

水費、営繕及び施設費を除く） 前年度比 1,400

千円減 

4 

    

(No.111) 

○常にコスト意識をもった予 

算管理を徹底するととも

に、複数年契約など契約内

容の見直しや、契約におけ

る競争的環境を確保するな

ど、引き続き経費削減に 

・複数者から参考見積を徴収し予定価格を決める 

等、コストを意識して入札・契約事務をおこな

うことで、費用低減に努めました。 

・4半期毎に期末執行見込を事務局各課から報告

してもらうことにより、予算執行状況を常に意

識してもらうことで、予算管理を徹底しまし

た。 

・契約事務取扱規程に基づき、契約金額が高額に

なる情報システム関係を中心に複数年契約を

積極的に導入し、コスト削減に努めました。 

（平成 29年度件数：6件、金額：69,891 千円） 

4 

    

(No.112) 

○教育研究等を効率的、効果 

的に行っていくための組織

づくりを引き続き進めま

す。 

・研究費や教材費の予算執行など教員の事務の支 

援に係る事務を総務課から切り離すとともに

人員を拡充し、学部事務室を設置しています。 

4 
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(No.113) 

○経営・教学の主要な役職員

をメンバーとした幹部会議

等により、経営上の課題等

も共有し、引き続き効率的

な予算執行を行います。 

・当初予算、補正予算の編成にあたって、事前に 

幹部会議で方針決定を行い、課題を共有すると

ともに、方向性を明確にした上で、審議会に諮

りました。また、効率的な予算執行をおこなう

ため、各部局で予算管理の徹底に努め、結果と

して、当期利益 146,517 千円（うち教員未補充

分 7,300 千円）を確保しました。※決算数値取

りまとめ後記載 

4 

    

(No.114) 

○教員人事評価制度、職員人 

事評価制度及び FD・SD 研修

等により、引き続き質の高

い教職員を養成します。 

・SD 研修を次のとおり実施し、より良い職場環境 

の構築に寄与しました。 

 ９月２０日 AED を使用した心肺蘇生法研修会 

 ２月２１、２８日 大学におけるコンプライア 

ンス研修 

 ３月２０日 東部消防による救急救命講習 

・職員人事評価に関し、職員の面談において、職 

員一人一人が自己の業務目標を明確にし、能力

を向上させるため、面談シートを用いる等、人

事評価の工夫を図っています。 

4 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 １ 安定的な経営確保 
   

      

中期目標 （１）収入の拡大策を常に検討し、無駄な支出の抑制に努め、経営の安定化を実現する。 

（２）毎年度、大学運営に要する経費として設置者から交付される運営費交付金が、公立大学法人を設置する自治体に対して 

国から交付される地方交付税で充当されるものであることを十分に踏まえ、地方交付税の範囲内での運営を実現し、県

民・市民の負担を最小とする経営を行う。 

  達成すべき数値目標等  

   ・黒字化 … 運営費交付金は地方交付税算入試算額以内とし、中期目標期間内の早期に黒字化を達成し、それを 

維持する。 

   ・収入額 ： 新学部完成前 H24 年間５．５億円以上を達成 

                H25 年間６億円以上を達成 

                H26 年間６．５億円以上を達成 

                新学部完成後 H27～29 年間７億円以上を達成 

   ・自己財源比率 ： 新学部が完成する平成 27 年度以降、50％以上を目指す。（中四国公立大学平均 43.9％） 

   ・経常的支出（※）に占める人件費の割合 ： 65％以内を目指す。（中四国公立大学平均 63.5％） 

     ※経常的支出とは、施設改修等による臨時的経費、政策的に県･市から委託･補助される事業や外部からの受 

託研究等に要する経費を除いた額 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

1 安定的な経営確保に関す

る目標達成のための計画 

 

〔過去の反省〕 

過去において大学運営が行き

詰まったのは、志願者減少に

(No.115) 

○法人及び大学の運営全般や 

重要事項について幹部会議

等で協議、情報共有し、適切

に大学の経営・運営を引き

続き行います。 

・幹部会議を月２回定例開催し、予算、決算とい 

った財務情報や大学運営に関係する重要な事

案について、協議、情報共有を行っています。 
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伴う入試難易度の低下により

受験者から進学対象大学とみ

なされなくなったためです。

志願者が減少していくという

悪循環が続いたにもかかわら

ず、その対策が十分ではなく

後手に回ったことや、経営と

教学の協力体制が十分に機能

せず、機動的な運営が出来な

かったことに加え、地域との

連携活動の情報も十分発信で

きなかったことが原因でし

た。 

 

〔反省に立った大学経営・運

営〕 

税金が投入される公立化後

は、経営悪化を招かないこと

を全教職員が認識しなければ

なりません。そのため、公立化

に安堵することなく、理事長

（学長）のリーダーシップの

(No.116) 

○安定的経営を確保するため 

には、志願者の安定確保と

入学定員の充足が不可欠で

あり、志願者確保に向けた

取組を引き続き実施しま

す。 

・志願倍率 6.1 倍、定員充足率 105.4％となり 

ました。 

5 

    

(No.117) 

○自己財源７億円以上を達成 

し、経常的支出に占める人

件費の割合６５％以内を目

指します。 

・平成 29 年度は次のとおり目標を達成しました。 

  自己財源   819 百万円 

  人件費割合  64.8％ 
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下、教職員一丸となった大学

経営・運営を行わなければな

らず、平成 27 年度には新学部

の全学年における定員充足を

果たし、それを維持していか

なければなりません。 

 

〔安定的経営の確保と大学の

発展〕 

志願者の安定確保と増大に努

め、新学部完成年度に実施す

る平成 28 年度入試において

は定員に対する志願者数 5 倍

を達成し、以後、これを維持し

ます。さらには、新学部等増設

による定員増を検討するな

ど、鳥取環境大学の次なる発

展へとつなげます。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

・黒字化  

運営費交付金は地方交付税算

入試算額以内とし、中期目標

期間内の早期に黒字化を達成

し、それを維持します 

・収入額 ：  

 新学部完成前 

 H24 年間 5．5億円以上を 

達成 

 H25 年間 6億円以上を達 

成 

 H26 年間 6．5億円以上を 

達成 

 新学部完成後 

（No.118）           

○自己財源比率については、 

５０％以上を目指します。 

・平成 29 年度は次のとおり目標を達成しました。 

自己財源比率  50.9％ 
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 H27～29 年間 7億円以 

上を達成 

・自己財源比率 ： 新学部が 

完成する平成 27 年度以降、 

50％以上を目指します 

・経常的支出に占める人件費 

の割合 ： 毎年度 65％以内 

を目指します 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ２ 志願者確保 
   

      

中期目標 （１）安定的大学運営には、より多くの志願者を確保することが必須であり、大学が一丸となって取り組むべき事項である。

そのため、志願者拡大の具体的な戦略を中期計画等において具体的に構築し、それに基づく受験生、保護者や高校、予備

校への志願者確保に向けた取組を全学を挙げて実施する。その取組のうち、高校訪問、教員対象説明会及び高校生・保護

者向け説明会については、公立化前に増して実施し、より幅広く全国区エリアから志願者を確保できる取組を行うとと

もに、県内高校生がより多く志願したくなるような取組を行い、県内志願者の増加を図る。 

  達成すべき数値目標等  

   ・志願倍率 … 毎年度２倍以上を達成し、中期目標期間内に５倍（H23 年度国公立大学平均値）以上への到達を目 

指す。 

   ・入学定員充足率 … 100％達成 

   ・オープンキャンパス参加者数 … 1,406 人（H23）以上での推移を目指す。 

（２）入試のあり方については、やる気と能力の高い学生を確保するため常に志願状況や入学状況等を点検し、改善を行い、

併せて受験生や保護者のニーズも踏まえ各学部の定員の適正なあり方を検討する。       

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

〔志願者確保を達成するため

の具体的方策〕 

 大学の安定的運営を維持し

ていくためには、定員を充足

するための志願者の確保が必

須であり、全教職員はこのこ

とを十分認識し、志願者確保

のために教職員一丸となって

取り組みます。 

 具体的には、志願者データ

の分析による実効性のある広

報を行い、志願者の中心エリ

アとして位置付けている中・

四国、関西、九州北部以外でも

経営陣も含め営業的センスを

持って高校や予備校への訪問

を展開し、検証を重ねながら

（１）志願者確保を達成する

ための具体的方策 

（No.119） 

○入試の志願者データ及び高 

校訪問結果に基づき、訪問

地域、高校等の検証を行い、

重点化などの対策を検討し

ながら、高校・予備校への訪

問、進学相談会を引き続き

開催します。また、関西オフ

ィスを活用し、関西以東の

高校等への志願者広報を強

化します。 

・前年入試結果及び高校訪問結果を検証したうえ 

で、実績が見込める高校に重点的に訪問しまし

た。また、県外での進学相談会、高校教員説明会

の機会を活用し、周辺地域の高校へ訪問し、本学

の PR や情報収集を行いました。（訪問校数延べ

470 校） 

・鳥取県内と岡山を除く地域で鳥取大学と共催で

高校教員説明会を開催し、教員に対し概要・入試

説明をすることで本学の知見を深めてもらいま

した。昨年度に比べ12会場増やした成果もあり、

参加校、人数とも増加しました。（全 34 会場で開

催し、昨年度から参加校 108 校増、参加者 137 名

増） 

・進学相談会は、多くの来場者が見込める都市部で

開催される大規模相談会や、本学教員の模擬授

業が受講できる進学相談会を中心に参加しまし

た。（48 会場 480 名来場、前年度から 108 名増） 
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ターゲットエリアを精査し、

重点化するなど志願者確保の

ための対策を講じます。 

 教員による出前授業、在学

生による母校訪問、各地で開

催する教員説明会や進学相談

会等において、本学教育の特

色をアピールするとともに、

オープンキャンパスの参加者

に本学の教育・研究に体感し

ていただくことにより志願者

数の増加につなげます。 

 県内高校対策としては、鳥

取県教育委員会と連携した県

内高校への働きかけと、定期

的な高校訪問や教員説明会、

校長との意見交換会の実施、

更には PTA に対する説明会の

開催を働きかけるなど、きめ

細かい対応を行います。 

その他、受験媒体、新聞広告等

を効果的に活用するなど広報

活動を戦略的に展開します。 

 

〔受験生等に訴求する大学の

魅力づくり〕 

受験者や保護者の動向及び社

会の動向を注視し、時代の要

請に対応した大学となること

と、併せて、時代を先取りする

ような大学となることを目指

し、学長以下全教職員が社会

の動きにアンテナを張り、現

状に満足することなく、次の

（No.120）                 

○インターネット出願を導入 

し、志願者の利便性を図り

ます。 

・平成 30年度入試から、３年次編入学試験を除く

全ての入試区分においてインターネット出願を

導入しました。 

・インターネット出願の導入により、募集要項の取

り寄せが不要となること、出願期間中は 24 時間

いつでも出願登録ができることに加え、入学検

定料の支払いにおいてはコンビニエンススト

ア、クレジットカード等での支払いが可能にな

るなど、出願者の利便性が高まりました。 

・３年次編入学試験を除く全志願者 1,684 人のう

ち、1,682 人がインターネット出願を利用しまし

た。 
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(No.121) 

○教員による出前授業、在学 

生による母校訪問等におい

て、本学教育の特色を引き

続きアピールします。 

・出前授業は 16 件実施し、受講者数は 636 名で、 

多くの高校生に本学の教育・研究を紹介し特色

をアピールすることができました。 

・在学生による母校訪問は、直接高校教員に学生の

様子を伝えることができるため効果的である。

本学の春期、夏期休業中に実施しており、休業前

に学内掲示等により学生へPRし、促進を図った。

（のべ 39名訪問） 
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（No.122) 

○オープンキャンパスの開催 

に際し、高校訪問、高等学校

教員説明会、資料請求者へ

の DM、受験情報誌等で案内

するとともに遠隔地から無

料の送迎バスを運行し、引

き続き参加者の増加を図

り、参加者数１，４０６人以

上を目指します。 

・高校に対しては、ポスターチラシの送付ととも

に、高校訪問、教員説明会を通じて周知に努めま

した。 

・資料請求者には、受験情報誌・サイト・新聞広告

により広く周知するともに、個々には DM送付や

進学相談会や高校ガイダンスにおいて周知する

など、参加者拡大に努めました。 

・遠隔地からの無料送迎バスを運行しました。来場

者数は 1063 名で、そのうち約半数の 382 名が無

料送迎バスを利用しての来場でした。遠隔地か

らのバス運行が、多数の来場者数につながりま

した。 
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新しい大学の魅力づくりを想

定しておきます。 

 

〔志願者動向の継続的な把握

と設置者への報告〕 

今何が大学に求められている

のか、受験生や保護者などの

関係者のみならず、地元企業

や団体、卒業生の就職先など

外部の意見を積極的に取り入

れ、志願者動向の把握を継続

的に行います。そのためにも、

大学の運営状況や教育・研究

活動など大学の状況を積極的

に公開します。 

また、公立大学として全県民

の期待に応えるため、設置者

及び県議会、鳥取市議会へ大

学の運営状況を報告します。 

 

【数値指標の年次的目標等】 

・志願者  

  毎年度定員の 2倍以上の 

志願者を確保 

  中期計画中間年度(平成  

26 年度)までには志願者総 

数 1,000 人（3.6 倍）以上を 

達成 

  中期計画最終年度(平成 

29 年度)までには志願者総 

数 1,380 人（5倍）以上を目 

指します 

・入学定員充足率  

  毎年度 100％達成 

(No.123) 

○県内高校に対しては、本年

度創設する「鳥取県内出身

学生生活支援制度」を周知

するとともに、高校訪問や

校長との意見交換会等を通

じて、特にきめ細やかな対

応を引き続き行います。ま

た、西部サテライトキャン

パスでも大学説明会を開催

します。 

・県内高校には年３回訪問し、オープンキャンパス

への誘導、入試の周知及び情報収集を行いまし

た。また、6月に高校教員対象説明会を本学と米

子で開催し、昨年度の入試分析結果、平成 29年

度入試の説明を行いました。(29 校、39名参加) 

・県内高等学校長との意見交換会を 9月 21日（木）

に倉吉で開催し、32校の出席をいただきました。

今年は各高校が集まりやすい倉吉１カ所で開催

し、近況報告、意見交換を行いました。 
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(No.124) 

○入学定員の５倍以上の志願 

者を確保するとともに入学

定員充足率１００％を達成

します。 

・志願者 1,674 名、志願倍率 6.1 倍となり、志願

倍率 5倍を上下回りました。 
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・オープンキャンパス参加者 

数  

  毎年度、1,406 人以上を 

目指します 

〔入試のあり方、各学部定員

のあり方の検討〕 

 各学部のアドミッション・

ポリシーに基づき、本学に強

い関心と高い志望度のある学

生又は基礎学力の高い学生

を、多様な入試により選抜し

ます。 

 また、志願状況や入学者の

成績を追跡調査すること、さ

らに、地元の高校や専門高校

等の要望や意見を参考にしな

がら、学部ごとの定員、入試区

分別の定員や入試方法、入試

科目等について検討を行いま

す。  

(2)入試のあり方、各学部定員

のあり方の検討 

再掲(No.001) 

○アドミッション・ポリシー 

に基づき、入学者の選抜に

あたっては、平成２９年度

入試と同様に一般入試と特

別入試（AO、推薦）を実施し

ます。推薦入試については、

専門高校枠・地域枠を設定

します。また、私費外国人留

学生入試、社会人特別入試

も引き続き実施します。 

・入学者受入方針（アドミッションポリシー）を定

め学生募集要項等に記載するとともにホームペ

ージで広く周知しています。 

・平成 30 年度入試は前年と同様の入試方法でアド

ミッションポリシーに基づいた入学試験を実施

しました。 

・ＡＯ入試の志願倍率は 6.6 倍（+0.6 ポイント）、

推薦入試は 1.9 倍（+0.3 ポイント）と増加しま

した。また一般入試も、7.9 倍（+2.0 ポイント）

と増加し、平成 30年度入試全体でも 6.1倍（+1.5

ポイント）となり、目標を達成しました。 

・私費外国人留学生志願者２９名となり、過去最高

の志願者数となりました。 

・鳥取県内志願者は、環境学部は減少し、経営学部

は増加となりました。また、推薦入試の地域枠に

ついて、環境学部は志願者数が少ないため、合格

基準に達する受験生が少なく充足しませんでし

た。一方、経営学部は志願者数が大幅に増え、合

格者も地域枠の定員を充足しました。 
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(No.125) 

○志願状況、入学者の成績の

追跡調査、地元の高校等の

要望や意見を参考にしなが

ら、入試区分別の定員や入

試方法、入試科目等につい

て引き続き検討を行いま

す。 

・公立化後の卒業生について、入試区分ごとの 4 

年間での卒業率・進路・就職内定率・就職先等を

分析しました。 

・引き続き入学者の追跡調査、高校訪問による情報

収集、高校教員説明会や県内高校校長との意見

交換会での意見などを参考にし、平成３３年度

入学者選抜についての検討を行います。 

・平成２９年度入試より、県内高校のみ推薦入試に

おける各高校の推薦枠（上限４人）を撤廃し、平

成３０年度入試においては、２校から５名以上

の推薦がありました。 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ３ 自己財源の増加 
   

      

中期目標 （１）学生納付金は、公立大学としての役割を踏まえつつ、他大学の動向、社会情勢等を勘案し、適切な額を設定する。 

（２）活発な研究活動が十分に行えるよう、競争的外部資金の獲得などについて、明確な数値目標を掲げ、積極的な申請等を 

推進する。 

（３）鳥取県及び鳥取市の運営費交付金に関する考え方を十分に踏まえ、この交付金を有効に使用した運営を行うとともに、 

徹底したコスト削減と自己財源の充実により自己財源比率の増加を図る。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（1）料金の設定 

授業料等学生納付金は、公

立大学が県内における高等教

育の機会均等に果たす役割等

を踏まえつつ適切な額を決定

します。また、受益者負担の観

点から学外者の施設利用料金

等を適切に設定し、大学施設

の貸出しを行います。 

（1）料金の設定 

(No.126) 

○授業料等学生納付金は、他 

の公立大学の状況等を踏ま

え設定します。なお、県内入

学生については、入学金の

減額を行います。 

【授業料：５３５,８００円】 

【入学金：県内学生 １８ 

８,０００円、県外学生 ２

８２,０００円】 

・授業料等納付金は、国立大学の標準額を基本に、

他の公立大学を参考にして引き続き535,800円

としました。 

・入学金については、県外出身者は 282,000 円、

県内出身者 188,000 円と、引き続き県内出身者

に対して優遇措置を行いました。 

 平成２９年度 

 県内入学生 学部４５名  研究科１名 

平成２８年度 

 県内入学生 学部４３名  研究科０名 

4 

    

(No.127) 

○受益者負担の観点から学外 

者の施設利用料金等を鳥取

県等の基準を参考に適切に

設定し、大学施設の貸出し

を行います。 

・休日を中心に、学外者に対して適切な利用料金 

を設定し、貸し出しを行いました。特に、テニ

スコートやグラウンドなどは地区のサークル

の練習や地区行事に利用されました。 

＜学外者貸出件数：グラウンド１５件、テニス

コート１１６件、講義室等９６件、アリーナ１

４件＞ 

4 
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（2）競争的外部資金の獲得 

競争的研究資金や共同研

究、受託研究などにより外部

資金の獲得を積極的に推進す

るとともに、外部研究資金獲

得の支援体制を整備します。

外部研究資金の募集情報等を

収集し、教員に対し迅速に提

供するとともに、申請に当た

っては、内容説明を含め申請

書類作成等の支援を実施しま

す。 

また、外部研究資金の獲得

者、応募者に対しては、学長配

分研究費等のインセンティブ

を与える制度を導入し、外部

資金の申請数と獲得数の増を

働きかけ、研究の活性化を推

進します。 

(2)競争的外部資金の獲得再

掲 

（No.071） 

○学内競争的研究費助成制度

（特別研究費助成）による

研究支援や、各種研究費の

募集情報の迅速な提供など

により、若手研究者の育成

及び研究の活発化を図りま

す。 

・学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）

については、平成 29 年 4 月に「若手研究者助

成」「学外研究費獲得助成」「地域連携特別助成」

の 3区分で学内公募を行い、応募のあった課題

から18課題を選定して研究費を配分しました。

各種研究費の募集情報は、年間を通じて学内

Web やメール等で迅速に教員に情報提供しまし

た。 4 

    

再掲(No.073) 

○競争的外部資金の申請２１ 

件以上、近県公立大学平均

採択率以上を目指します。 

・平成 29 年度の競争的外部資金の申請件数は、

科学研究費、鳥取県環境学術研究等振興事業等

の合計で 36 件（新規 29 件、継続 7 件）、その

うち採択件数は 9件(新規 2件：採択率 6.9%、

継続 7件）で、全体の採択率は 25.0%となり、

近県公立大学の採択率平均(35.3%)(継続課題

含む。)を下回りました。今後は大学全体で外部

資金の獲得に向けた対策を取っていきます。 

3 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ４ 経費の抑制 
   

      

中期目標 （１）環境に配慮した大学として、経費削減とコスト意識の更なる醸成につながる省エネルギー、省資源化への具体的な取組

方針を示し、実践する。 

（２）契約の合理化・集約化や期間の複数年化など、詳細にわたる経費削減や無駄の防止を図るための業務改善を行うなど、

経営上の課題の把握と対策に常に取り組む。 

特に、全学年定員が充足するまでの重点事項として、従来から実施していた経費の抑制措置について継続して取り組む

など、経費削減について最大限の努力を行う。 

（３）設置者の定員管理、制度管理による運営経費の総枠での管理を踏まえ、適正な予算執行を行う。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

環境に配慮した大学として

の経費削減とコスト意識の醸

成につながる省エネルギー、

省資源化の取組については、

鳥取環境大学環境方針に盛り

込むとともに、3年ごとに設定

する環境目標の中に、省エネ

ルギー、省資源化に関する具

体的な数値を設定し、環境マ

ネジメントシステム（EMS）に

よりその達成を目指します。 

 経費削減については、契約

の見直し（合理化・集約化・複

再掲(No.109) 

○予算を編成するにあたって 

は、限られた財政資源を有

効活用することを念頭に、

重点的に取り組むべき事項

を定め、具体的な課題に対

し、大学運営の優先順位に

基づき、全学的、戦略的に配

分します。 

・平成 30 年度当初予算編成方針において、次の

とおり戦略的かつ重点的に取り組む事項及び

第 2 期中期計画を円滑に行うための重点実施

事業を定めて、予算化・事業化しました。 

１ 教育研究     

 ・新カリキュラム（「地（知）の拠点大学ＣＯ 

Ｃ＋事業」を含む）の円滑な実施 

・教員評価制度等の効果的な運用及びＦＤの 

充実による、教育の質の向上 

・競争的研究資金や受託共同研究などの外部 

資金の獲得に向けた支援の強化と若手研 

究者の育成及び活性化 

・学修環境の充実にむけた情報メディアセン 

4 
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数年化）、契約方法の競争的環

境の確保、物品購入の一元化、

外部委託、更には作業効率を

高めるための業務改善を行う

など、経営上の課題を把握し、

対策に常に取り組みます。 

 定員管理において、教員は、

大学設置基準で定められてい

る教員数を確保し、その他教

育研究の向上のために、非常

勤教員を含めた教員配置を行

います。事務職員数は効率的

な業務運営を前提とした正職

員、嘱託職員及びパート職員

の配置を行うとともに、県・市

からの支援による職員の配置

を含め、大学の目的を達成し

ていくための人員体制を整備

します。 

 

 

ただし、全学生定員が充足す

る計画の平成 27 年度までは、

重点事項として人件費抑制措

置を継続します。 

運営経費全体については、中

期計画を基本として、総枠で

管理し、適正な予算措置を行

います。 

  ター内ラーニングコモンズの整備及びア 

クティブラーニングの推進 

２ 就職活動支援 

・就職支援対策の検証（資格取得支援含む） 

と就職率向上のための就職支援（資格取得

支援含む）の充実 

・同窓会組織との連携強化 

３ 国際交流 

 ・海外大学等との交流の充実 

 ・海外留学及び留学生受け入れ等に対するサ 

ポートの充実 

・海外大学等との共同研究の推進 

４ 地域・産官学連携 

・「むらなかキャンパス（仮称）」の設置初度 

調弁・運営 

・産官学連携の強化 

・とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム 

を通じた地域との連携推進 

５ 学生生活支援 

・障害者差別解消法に基づく対応要領の検 

討、制定、公表及び合理的配慮の提供 

・学生がより相談しやすい体制の整備及び相 

談対応等の充実 

６ 入試・広報 

・県内志願者数増加のための広報活動の強化 

・受験情報媒体等による資料請求者の獲得と 

広報ツールを使った情報発信 

・インターネット出願への完全移行（紙面に 

よる出願の廃止） 

７ 組織・業務体制     

・産官学連携を強化するための体制整備 

・大学施設・設備保全計画に基づいた修繕の 

実施 

・学生支援の充実のための体制整備 
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８ 第 2 期中期計画を円滑に行うための重点

実施事業 

・特別研究費の増額（5，000 千円） 

志願者確保のための広報対策費増額

（11,135 千円） 

講義室ＡＶシステムの計画的な更新 

環境学部実験機器累整備  

※上記は抜粋 

再掲(No.110) 

○継続事業については事業目

的を再確認するとともに内

容を点検し、廃止の可能性

や実施の必要性を十分検討

するとともに、継続する場

合には、トータルコストを

考慮し、より効果が見込め

るような見直しを行いま

す。 

継続事業については、平成 30 年度当初予算編成

の中で事業の見直しを行うとともに、併せて年度

計画策定時にも事業内容の検討を行いました。具

体的には前年度の費用対効果を確認するととも

に、人件費等目に見えない支出がある場合はそれ

らも加えて勘案し、予算化するかを斟酌しまし

た。その結果、平成 30 年度当初予算は平成 29 年

度当初予算に比べ、人件費等を除いた経常費用ベ

ースで下記のとおり減額を達成しました。教育経

費（施設管理・光熱水費、営繕及び施設費を除く） 

前年度比 4,300 千円減管理経費（施設管理・光熱

水費、営繕及び施設費を除く） 前年度比 1,400

千円減 

4 
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（再掲 No.111）               

○常にコスト意識をもった予 

算管理を徹底するととも

に、複数年契約など契約内

容の見直しや、契約におけ

る競争的環境を確保するな

ど、引き続き経費削減に努

めます。 

・複数者から参考見積を徴収し予定価格を決める

等、コストを意識して入札・契約事務をおこな

うことで、費用低減に努めました。 

・4半期毎に期末執行見込を事務局各課から報告

してもらうことにより、予算執行状況を常に意

識してもらうことで、予算管理を徹底しまし

た。 

・契約事務取扱規程に基づき、契約金額が高額に

なる情報システム関係を中心に複数年契約を

積極的に導入し、コスト削減に努めました。 

（平成 29年度件数：6件、金額：69,891 千円） 

4 

    

(No.128) 

○環境マネジメントシステム 

により、公立鳥取環境大学

環境方針に基づき策定した

３年ごとの実行目標の達成

を目指します。 

・空調の設定温度の管理を徹底する等、従来から

の環境負荷を減らすための取組みを継続して

おり、実績値にもその成果が現れています。 

・H２９年度の二酸化炭素総排出量は 1,290.1ｔ

であり、当初の目標値である 1,316.2ｔを大幅

に下回る結果となり目標を達成しました。 

4 

    

(No.129) 

○定員管理において、本学の

中期目標を達成するために

必要な非常勤教員を含めた

教員の配置を行います。事

務職員数は効率的な業務運

営を前提とし、引き続き適

切な職員の配置を行いま

す。 

・教職員の配置については、定数内で配置してい 

ます。平成 30 年１月１日現在の職員数は、専

任教員：５９名（特任教員含む。理事長兼学長、

役員兼務副学長除く）専任事務職員：３３名（県

2名・市 1名派遣職員含む。事務局長（役員で

あるため）、再雇用は除く） 
4 
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(No.130) 

○給与制度については、鳥取 

県職員の制度に準じる制度

で運用するとともに、嘱託

職員を中期目標に沿って効

率的に配置・活用し、人件費

抑制措置を行います。 

・給与制度は、鳥取県に準じた制度としています。 

正職員の配置を定数内とするとともに、嘱託職

員を事務局内各部署へ効果的に配置し、人件費

抑制（人件費率 64.8％）に努めています。※財

務から数値を提供します。 
4 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ５ 資産の運用管理の改善 
   

      

中期目標 （１）教育・研究の質の向上を図る観点での適正な施設整備と活用に努め、適切な維持管理を図る。 

（２）教育・研究に支障のない範囲での施設の積極的な地域開放を行う。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（1）適正な施設整備とその活

用 

 教育・研究用の実験室等の

整備や、多文化交流空間英語

村、留学生に対応した交流施

設など、新たな魅力づくりた

めに必要な施設・設備につい

て計画的に整備します。 

また、建築後 11 年が経過

し、耐用年数を超える機器の

整備及び施設を長期的に利用

することを目的として、計画

的な修繕等を行います。 

(1)適正な施設整備とその活

用 

（再掲 No.046）             

○平成２９年８月の完成に向 

けて、大講義室２室からな

る新講義棟の整備を進めま

す。国際交流の拠点となる

セミナーハウスについて

は、引き続き整備に向けて

検討を行います。 

・大講義室２室からなる新講義棟は平成 29 年 8

月に完成し、同年９月から供用開始していま

す。 

・国際交流の拠点となるセミナーハウスについて

は、引き続き整備に向けて検討を行います。 

4 

    

（2）施設の積極的地域開放 

地域に開かれた大学とし

て、図書館、グラウンド、教室

等、施設の積極的な地域開放

を行います。 

(2)施設の積極的地域開放 

(No.131) 

○地域に開かれた大学とし 

て、大学の教育・研究等に支

障のない範囲において、施

設の積極的な開放を引き続

き行います。 

・休日を中心に、学外者に対して適切な利用料金 

を設定し、貸し出しを行いました。特に、テニ

スコートやグラウンドなどは地区のサークル

の練習や地区行事に利用されました。 

＜学外者貸出件数：グラウンド１５件、テニス 

コート１１６件、講義室等９６件、アリーナ

１４件＞ 

4 
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  (再掲 No.085) 

○図書館は地域住民への一般

開放等により、引き続き地

域の利用促進を図ります。

また、平成２８年度と同様

に、地域の公共及び大学図

書館等と連携し、相互の利

用促進に資する取組みを行

います。 

・情報メディアセンターの利用促進方策として、

鳥取市報や本学 Web サイト等を通じて、利用者

カードの無料発行や開館情報等を掲載し、広

報・周知を図りました。なお、平成 29 年度の

新規利用者は 35 人でした。 

・また、一般開放事業として、日ごろ、大学図書

館になじみのない小・中学生を対象とした「小

林先生の身近な動物のはなし ― 実験を見な

がら考えよう」を 8 月 20 日に実施し、県内外

から 24 人が参加しました。併せて、公開講座

終了後に希望者を対象に図書館ツアーを実施

し 14人が参加、利用者カード発行（5人）につ

ながりました。 

・地域の公共及び大学図書館と連携して「鳥取地

区図書館合同利用啓発ポスターキャンペーン」

を実施しました。各館で作成した利用啓発ポス

ターと利用案内を共有して展示を行い、図書館

利用者に対する広範な利用啓発を図りました。 

・この他、図書館運営の学生協働に取り組み、平

成29年 7月～平成30年 2月に爬虫類展示やヤ

ギ部の活動展示を館内で行い、その周りに関連

本を紹介するなどして、利用促進に努めまし

た。 

4 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 １ チェック体制・設置者による評価 
   

      

中期目標 新生公立鳥取環境大学運営協議会を通じて設置者による指導、監督を行うとともに、教育目標の達成の度合いや志願の状況、

健全経営実現のための取組状況など、大学運営全般について、毎年度公立大学法人鳥取環境大学評価委員会による評価を受

け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

新生公立鳥取環境大学運営

協議会を通じて設置者による

指導等を受け、大学経営や大

学運営を改善します。また、教

育目標の達成度、志願状況、定

員状況及び健全経営実現のた

めの取組状況など大学運営全

般について、毎年度公立大学

法人鳥取環境大学評価委員会

による評価を受け、その結果

を教育研究活動及び業務運営

の改善に活用します。 

(No.132) 

○大学運営全般について、公 

立大学法人公立鳥取環境大

学評価委員会による評価を

受け、その結果を教育研究

活動及び業務運営の改善に

活用します。 

・平成 29 年 8 月、平成 29 年 11 月の運営協議会

はもとより、設置者との連絡調整を図り、連携

を密にするように努めました。 

・平成 28 年度の業務実績評価において、少子化

進展下における将来を見通した大学改革等に

ついて指摘があり、それに対応した次年度計画

を検討しました。                              4 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 ２ 自己点検 
   

      

中期目標 学校教育法第 109 条第１項に基づく自己点検を行い、公表する。 

また、７年ごとに受ける第三者評価を平成 25 年度に実施したのち、さらに、学部が完成する平成 27 年度以降も早期に第三

者評価を実施し、学部学科改編をはじめとした大学改革の効果を検証する。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

平成 24 年度に自己点検評価

を実施し、改善が必要な事項

については、早期に対策を検

討し、実行計画案を策定し、改

善を図ります。平成 25 年度に

は、外部認証評価機関による

評価（第三者評価）を受け、そ

の結果に基づき、学内に設置

した自己点検・評価委員会で

将来的な改革策を含め検討

し、計画を策定実行します。 

さらに、学部が完成する平成

27年度以降早期に第三者評価

を実施し、学部学科改編を始

めとした大学改革の効果を検

証し、更なる教育改革等へ反

映させます。 

（No.133） 

○認証評価機関による評価  

（第三者評価）の結果で努

力課題に挙げられた大学院

に関する項目について引き

続き改善活動に取り組み、

改善報告書を作成します。           

・第三者評価より努力課題に挙げられた大学院に 

関する項目については、新研究科の設置準備と

ともに改善しており、他の努力課題と併せて改

善報告書を作成し、大学基準協会に提出しまし

た。 4 

    

（再掲 No.036） 

○認証評価制度に関する省令 

の改正（平成３０年４月改

正予定）に伴い、第三期認証

評価において大学における

教育研究活動等の見直しを

継続的に行う仕組み（内部

質保証の機能）に関して重

視されることから、ＩＲを

含めて内部質保証を推進し

ていく責任体制及び組織体

制について引き続き検討し

ます。 

必要に応じて、入学者の学力状況、昨年度の卒業

者の GPA 等を調査し、教育研究活動等の効果の分

析を実施した。大学規模が小さい本学で、IR等を

含めた効率的かつ効果的な内部質保証の推進し

ていく組織体制について、引き続き検討を行って

いく。 

3 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 ３ 情報公開と広報活動 
   

      

中期目標 （１）環境分野における先進的な大学としての存在意義を示すとともに、公立大学としての社会に対する説明責任を果たし、

大学運営の透明性確保のため、教育研究活動や業務運営に関する積極的な情報提供を行う。とりわけ、学校教育法施行規

則に定める教育研究上の目的、教育研究上の基本組織、教育組織及び教員数、各教員が有する学位及び業績などについて

の積極的な広報・公開を実施する。 

  達成すべき数値目標等  

  ・公開項目の公開度 … ホームページ上で、学校教育法に定める公開項目の公開度を向上 

（２）学生の確保、大学の知名度向上に向け広報体制を強化し、詳細な調査やデータ解析を行い、全国の高校や地域、社会に

向けて、ホームページを含めた分かりやすく実効的な広報戦略を展開する。 

  達成すべき数値目標等  

  ・大学の評価を高めＰＲにつながるマスコミへの掲載数が現状以上となることを目指す。       

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（1）積極的な情報提供 

廃棄物問題など環境分野に

おける先進的な取組や山陰初

の経営学部の取組など、教育

研究活動に関する情報を積極

的に提供するとともに、大学

運営の透明性確保のため、ホ

ームページ等を活用して学校

教育法、地方独立行政法人法

等に基づいた各種情報の公開

度を高め、その他大学の活動

状況などを積極的に提供・公

開します。 

（1）積極的な情報提供 

(No.134) 

○廃棄物問題など環境分野に 

おける先進的な取組など、

大学の評価を高める特徴的

な教育研究活動に関する情

報を引き続き積極的に提

供、広報します。 

・サステイナビリティ研究所では、本年度版の『環

境白書（循環型社会白書/生物多様性白書）』を

環境省から講師を招いて読み解く、特別企画シ

ンポジウム「持続可能な社会と地域づくりを考

える ～持続可能な社会の実現に向けて～（第

３回）」を平成 29 年 10 月 16 日（月）に開催

（参加者 158 名）し、最新の環境施策や環境行

政について、本学から発信しました。 

・同じくサステイナビリティ研究所では、イタリ

アほか国内外の研究者を招聘した国際シンポ

ジウム「世界の廃棄物処理 ～埋立処分の役割

と課題～」を平成 29 年 11 月 28 日（火）に開

催（参加者 300 人超）し、国内外に研究情報を

発信しました。 

・地域イノベーション研究センターでは、日本財

団事業「海と日本 PROJECT」に参画し、本学学

生が地域の小学生に鳥取の海について教える

企画事業を実施し、この取組は地元民放テレビ

局で放送されました。 

4 
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・同じく、地域イノベーション研究センターでは、

センター活動状況をホームページに随時掲載

するとともに、平成 30 年 3 月 9 日（金）には

「研究報告会」を開催するなど、研究成果の地

域への還元と情報発信に努めました。 

・全学的なホームページでの活動報告は、トップ

ページのＴＵＥＳレポートやSNSで積極的に行

うとともに、マスコミへの資料提供を 64 件行

いました。 

・環境学部、経営学部とも新たに Facebook ペー

ジを立ち上げ、教育・研究活動に関する情報の

提供に努めました。 

(No.135) 

○ホームページ等を活用して

学校教育法、地方独立行政

法人法等に基づいた教育活

動や業務運営に関する各種

情報の公開度を引き続き高

めます。 

・ホームページトップページに「教育情報」への

バナーを設置し、定款・業務方法書、中期目標・

計画等法令に基づいた情報がすぐに探せるよ

うに努めています。・法人評価についても、法人

には公表の義務がありませんが、情報の公開度

を高めるため、HP で公表しています。・今後も

逐次情報の公開度を高めます。 

4 

    

（2）実効的な広報戦略の展 

教職員一人一人が広報マン

であるという自覚の下、全教

職員が一丸となってブランデ

ィングを行い、鳥取環境大学

というブランドイメージを確

立します。 

 また、全国高校生の志願動

向を把握し、年度ごとの資料

（2）実効的な広報戦略の展開 

(No.136) 

○「公立鳥取環境大学広報戦 

略」に基づき、情報発信強

化、学内広報基盤強化、大学

ブランド形成に向けて、全

学が一丸となって広報戦略

を展開します。 

・「情報発信の強化」「学内広報基盤強化」は、毎

月 1回全教職員に対して、情報提供を依頼する

メールを送信するなど、定期的に広報を意識し

てもらえるよう努めました。 

 4 
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請求者情報や志願者情報の調

査分析により、学生に直接働

きかけるもの、高校教員や保

護者に対するものなど様々な

媒体を活用して最も効果的な

広報手段を検討し、提供内容

を含めターゲットに応じた戦

略的な広報を展開します。 

 教員・学生の活動情報をマ

スメディアに積極的に提供す

ることにより、その掲載数を

現状以上に伸ばし、大学の評

価につなげていきます。 

(No.137) 

○全国高校生の志願動向を把 

握し、資料請求者情報や志

願者情報の調査分析によ

り、学生に直接働きかける

もの、高校教員や保護者に

対するものなど様々な媒体

を活用して最も効果的な広

報手段を検討し、引き続き

戦略的な広報を展開しま

す。 

・資料請求者データや志願者データの分析や新入

生アンケートの結果を分析し、ターゲットエリ

ア毎にメリハリをつけた戦略的な広報計画を

策定しました。 

4 

    

(No.138) 

○引き続き教員・学生の活動 

情報をマスメディアに積極

的に提供することにより、

本学の評価につなげていき

ます。 

・マスコミ資料提供件数 64 件、そのうち 28 件が

掲載されました。 

・毎月 1回全教職員に対して、情報提供を依頼す

るメールを送信するなど、定期的に広報を意識

してもらえるよう努めました。 

・また、学生に対しては、新入生ガイダンスで情

報等を提供してもらうように周知しました。 

4 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 １ コンプライアンス（法令遵守） 
   

      

中期目標 法令を遵守することはもとより、社会の規範やルールを守り、県民の信頼を損なわないよう、公立大学法人の教職員及び学生

の意識の向上を図り、コンプライアンス推進体制を構築する。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

全教職員・学生及び学内に常

駐する業者等が、県・市によっ

て設立され運営に税金も投入

される公立大学の一員である

ことを自覚し、法令や会計規

則、就業規則等の法人規程を

遵守し、社会の規範やルール

を守り、県民の信頼を損なう

行動をとらないようにするた

め、コンプライアンスの推進

に関する基本方針を策定し、

コンプライアンスに関わる啓

発と教育研修を実施します。 

研究活動の不正行為を防止す

るため、学内に副理事長を委

員長とする不正行為防止対策

委員会を設置し、研究費に係

る内部監査等を実施します。 

 また、コンプライアンスに

反する事案が発生した場合の

調査及び再発防止策を策定す

るとともに、社会的信頼の維

持及び適法・適正な業務を推

進するために公益通報・相談

窓口を設置します。 

(No.139) 

○コンプライアンスの推進に 

関する基本方針の周知を図

るとともに、教職員、学生等

にコンプライアンスに関わ

る啓発、研修等を実施しま

す。 

・平成 26 年 3 月に基本方針を策定し、最高経営

責任者、統括責任者等を明確に定義しました。

また、公益通報のルートも明示し、権利保護等

を示しています。 

・基本方針については、web に掲載し、周知を図

っています。 

・研修については、安全、安心な職場環境を維持

するため、教職員の倫理教育としてコンプライ

アンス研修のほかハラスメント防止研修等を

開催しました。 

4 

    

(No.140) 

○研究活動における不正行為 

及び公的研究費の管理・監

査についてガイドラインを

遵守し、体制整備、研究倫理

やコンプライアンス教育の

充実や内部監査等を引き続

き行います。 

研究活動における不正行為に対応するため、新た

に不正行為防止対策委員会（委員長：副学長）を

平成２８年４月に立ち上げ、研究費の不正使用を

防止する不正使用防止計画推進委員会（委員長：

副理事長）と連携して、適切な研究活動を引き続

き進めています。 

4 

    

(No.141) 

○公益通報・相談窓口等を通 

して、コンプライアンスに

反する事案が発生した場合

に引き続き対応します。 

・内部通報窓口（副理事長、副学長）、外部通報窓

口（鳥取県）、通報方法（電子メール、電話、封

書、面談など）と整理し、周知しています。 

3 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 ２ 人権 
   

      

中期目標 教職員と学生の人権意識向上のための具体的な方策を定め、人権に関する相談体制等の拡充などの積極的な取組を行う。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

人権侵害のない良好な就学・

就業環境を維持・向上するた

めに、人権意識向上のための

指針を制定し、人権侵害の防

止・解決に取り組み、併せて、

人権意識向上のため研修会・

講座の開設、及びガイドブッ

クの作成配布など、全教職員

学生の人権に対する意識向上

に取り組みます。 

また、アカデミックハラスメ

ント等の人権侵害の発生を防

止するため、学内にハラスメ

ント防止・人権委員会を組織

するとともに、相談窓口を設

置するなど、学生、教職員など

すべての構成員が安心して大

学生活が送れる人権保護体制

を整備します。 

(No.142) 

○ハラスメントに対する相談 

窓口やその対応等につい

て、フレッシャーズセミナ

ー、ガイダンスでの説明及

びパンフレットの配布を通

じて学生などに周知・啓発

します。また、ハラスメント

に対する対応を適切に行う

など、人権侵害のない良好

な就学・就業環境の維持・向

上を図ります。 

・学生、教職員等へハラスメント防止啓発パンフ

レットを配布し、学内外の相談体制の周知を図

りました。 

また、ハラスメント防止に関するガイドライン

や相談窓口をひきつづき学内 Web へ掲載し、い

つでも確認できる環境を整備しています。 

・相談体制は、教員、事務職員の男女 3名ずつの

相談員を配置し、メール、電話、ファックス、

手紙による相談の受入体制を整備しています。

相談事案が発生した場合は、弁護士、医師等へ

相談するなど適切に対応します。 

・学外の専門家を招き、教職員対象の研修を行い、

人権意識の向上を図りました。 

【平成 29年度相談件数】 

 前年度からの継続案件 ０件 

 新規の相談案件 １件 

4 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 ３ 施設整備 
   

      

中期目標 施設設備の有効活用を図るため、長期的展望に立ち、エネルギー使用の効率化やユニバーサルデザインなど、環境や利用者等

への配慮と適切な財産保全の視点を踏まえた計画的、積極的な整備を行う。 

  達成すべき数値目標等 

  ・ＣＯ２排出削減量 … 平成 17年度（1,385.4t）を基準として、中期目標期間内に５％の削減を目指す。 

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

基本理念に基づく環境方針を

定め、その方針に基づき 3 年

ごとの実行目標と実行計画を

策定します。目標には環境負

荷を軽減するキャンパスの実

現を盛り込み、資源の消費量

を減らすとともに、廃棄物の

削減に向けた計画を策定しま

す。実行計画は、環境マネジメ

ントシステムに基づき策定

し、毎年内部の監査組織が履

行状況の点検を行い、見直し・

改善を行います。さらに、毎年

外部組織の監査を受け、客観

性と公正さを保ち、監査結果

は公開します。 

 また、財産保全のために施

設設備の点検・更新を定期的

に行うとともに、キャンパス

のユニバーサルデザイン化を

目指し、環境や利用者に配慮

した施設設備の整備を計画的

に実施します。 

 

（再掲 No.128) 

○環境マネジメントシステム 

により、公立鳥取環境大学

環境方針に基づき策定した

３年ごとの実行目標達成を

引き続き目指します。 

・空調の設定温度の管理を徹底する等、従来から

の環境負荷を減らすための取組みを継続して

おり、実績値にもその成果が現れています。 

・H２９年度の二酸化炭素総排出量は 1,290.1ｔ

であり、当初の目標値である 1,316.2ｔを大幅

に下回る結果となり目標を達成しました。 

4 

    

(No.143) 

○施設設備について、長期的 

な利用やユニバーサルデザ

イン化を考慮して、保全・改

修を計画的に行います。 

・新講義棟の設計・施工において、ユニバーサル

デザインを基本的な方針とし、あわせて外壁の

外断熱構造や、二重サッシを導入するなど省エ

ネルギーに配慮した環境への負荷の少ない施

設整備を進めました。 

・教育研究棟エアコン・屋上防水、空調用冷凍機

及び電気供給装置の改修を行いました。 

4 
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【数値指標の年次的目標等】 

・CO2 排出量  

 学生数の増加、施設設備の 

充実等に伴う CO2 排出量の

増加を抑制し、新学部完成

年度（平成 27 年度）に目標

値（1,316.2t）の達成を目指

します 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 ４ 安全管理 
   

      

中期目標 教育研究現場の安全確保を徹底するため、情報セキュリティ等に関する具体的な方針を整備し、それに基づいた環境・体制の

整備を行う。 
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

「個人情報の保護に関する法

律（個人情報保護法）」「鳥取県

個人情報保護条例」を遵守し、

情報の種類（電磁的媒体、光学

的媒体、紙媒体など）を問わ

ず、個人情報を安全かつ適正

に管理・運用する規程を定め、

その周知を図ります。 

個人情報については、その不

正利用や紛失・滅失、改ざん又

は漏洩することのないよう厳

重に管理するとともに、個人

情報を扱う教職員、その他学

内に常駐する業者等に対する

教育・研修を定期的に行い、情

報セキュリティに関する意識

向上と事故の発生防止に努め

ます 

(No.144) 

○「個人情報の保護に関する 

法律（個人情報保護法）」「鳥

取県個人情報保護条例」に

基づき、個人情報の適正な

管理を引き続き行います。 

・実施機関として条例に基づき対応しました。 

・開示請求については、入試や職員採用試験にお 

いて開示を行いました。 

  平成２９年度実績 

   入試     54 件 

   職員採用試験 なし 
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(No.145) 

○平成２７年度から施行した 

情報セキュリティポリシー

に基づいて学内の情報シス

テムを整備するとともに、

教職員、その他学内に常駐

する業者等に対する研修等

を引き続き行います。 

・全学情報システム運用委員会において、情報セ 

キュリティポリシーに基づく諸規程の整備及

び情報システムの整備を行っています。本年度

は情報セキュリティに関する各種ガイドライ

ンや各種申請書類の書式を制定し、本学学内

Web に掲示しています。 

・学生ガイダンスや各種会議体等を通じて、教職

員・学生に対して情報セキュリティに関する注

意喚起等を行っています。また、3月 7日教職

員対象の、情報セキュリティに関する SD 研修

を実施しました。 

 

4 
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(No.146) 

○学内の労働安全環境の整 

備、充実を図るため、定期的

に衛生委員会を開催しま

す。また、法令に基づく、各

種健康診断、ストレスチェ

ックを実施し、その結果に

基づく職場改善や業務改善

に努め、労働安全衛生の向

上に努めます。 

・法令順守に努め、概ね定期的（年 7回）に衛生 

委員会を開催しました。委員会内での審議内容

の充実にも努め、ストレスチェック制度の実施

に向けての調査・審議や時間外勤務の状況分析

などを行いました。 

・ストレスチェックやインフルエンザ予防接種の

学内実施などを実施し、労働安全衛生の向上に

努めました。 

・AED 研修などの教職員向け研修を企画・実施し、

安全衛生教育に努めました。 

4 

    

(No.147) 

○平成２８年度に竣工した実 

験研究棟において毒物・劇

物の使用が増えることか

ら、専任の職員を配置し、適

切な管理に努めます。 

・実験研究に必要な材料や薬剤の管理、試験機器 

の管理を行う嘱託職員１名を配置し、学内にお

ける薬剤管理のルールに基づき、適切に薬剤等

を管理しました。 
4 
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